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1. はじめに 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）核燃料サイク

ル工学研究所（以下「サイクル研」という。）工務技術部は、サイクル研における研究開発

の計画的な推進並びに各研究開発施設等の安定運転を支援することを目的に、①所内各施設

へ電力、蒸気、工業用水・上水（飲料水）等を供給するユーティリティ設備の運転・維持管

理、②所内の基幹 LAN、通信設備、放送設備の維持管理、③所内各部センターから依頼され

る営繕工事に係る調査・設計・施工監理・コンサルティング、④所内の新規施設の設計・建

設に係る業務、⑤品質保証、所内委員会(電気保安委員会、省エネルギー委員会)の事務局等

の業務を実施している。 

 

 

2. 組織の概要 

工務技術部は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構規程集「組織規程」第 2 章 第

89 条（核燃料サイクル工学研究所の組織）及び第 92 条（工務技術部の組織）に基づき、管

理課、運転課、施設営繕課、施設建設課の 4 つの課で構成されている。工務技術部の組織体

制図を図 2.4-1 に示す。また、各課の主な担当業務を以下に示す。 

 

2.1 管理課 

管理課は、管理チーム、品質保証チーム、情報通信チームの 3 つのチームを設置し、

以下の業務を担当している。 

① 部及び課業務の調整、庶務に関すること。 

② 部及び課の品質保証活動に関すること。 

③ 所内基幹 LAN の維持管理に関すること。 

④ 所内通信・放送設備（電話設備含む）の維持管理に関すること。 

 

2.2 運転課 

運転課は、技術管理チーム、電気設備チーム、機械設備チームの 3 つのチームを設置

し、以下の業務を担当している。 

① 所及び関連施設におけるユーティリティの需給の調整に関すること。 

② 所及び関連施設における電気工作物の保安に関すること。 

③ 所及び関連施設におけるユーティリティ設備の運転及び保守管理に関すること。 

④ 所及び関連施設におけるユーティリティ設備の老朽化対策・更新計画に関するこ

と。 

⑤ 所内委員会(電気保安委員会、省エネルギー委員会)の事務局に関すること。 

 

2.3 施設営繕課 

施設営繕課は、営繕工事チーム、耐震化対応チームの 2 つのチームを設置し、以下の

業務を担当している。 
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① 所及び関連施設における建物、構築物、電気及び機械設備の補修及び改修に係る設

計、施工及びこれらの監理に関すること。 

② 他部署から依頼される営繕関連技術支援（コンサルティング）に関すること。 

 

2.4 施設建設課 

施設建設課は、管理チーム、内装チーム、土木・設備チーム、特高/RETF プロジェクト

チーム、TWTF プロジェクトチームの 5 つのチームを設置し、以下の業務を担当している。 

① 課の業務管理及び第三ウラン貯蔵庫建設に係るプロジェクト管理に関すること。 

② 内装設備工事に係る設計施工管理、リサイクル機器試験施設(RETF)の維持管理、

再処理施設建設技術標準（CTS）の管理に関すること。 

③ 土木/建築/電気/機械設備工事に係る設計施工監理に関すること。 

④ 特別高圧変電所の更新等に係るプロジェクト管理に関すること。 

⑤ 東海固体廃棄物廃棄体化施設α系統合焼却炉（TWTF）の設計等に係るプロジェク

ト管理に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-1 工務技術部の組織体制図（令和 4 年 4 月 1 日時点） 

  

工
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施設建設課 
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課長以下、74 名 

課長以下、14 名 

課長以下、11 名 

・庶務、予算管理、業務計画 

・品質保証、各種教育訓練取りまとめ 

・所内基幹 LAN の維持管理 

・所内通信・放送設備の維持管理（電話設備含む）
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所内非常用発電設備の運転保守 

・蒸気設備、給水設備及び一般雑排水処理設備の 

運転保守 

・ユーティリティ棟などの機械設備の運転保守 

・所内の建物、構築物及び建築設備の営繕工事 

・所内の耐震化対応業務取りまとめ 

・所内の新規施設の建設 

・RETF の維持管理 
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3. ネットワーク及び電話サービス実績 

3.1 ネットワークサービス 

工務技術部は、所内ネットワークの整備、基幹 LAN 関連機器及び各種サーバの維持管

理、情報セキュリティに関する監視、基幹 LAN 利用者への技術支援などを行っている。 

 

3.1.1 LAN の規模 

サイクル研における基幹 LAN の構成は、技術管理第 2 棟に設置している中央ル

ータから各建家に光ケーブルが敷設されており、ルータを経由して延長建家まで

接続されている。サイクル研ネットワーク構成図を図 3.1-1 に示す。 

 

 

 

 

図 3.1-1 サイクル研ネットワーク構成図 

 

 

3.1.2 ネットワークサービス件数 
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図 2.4-1 工務技術部の組織体制図（令和 4 年 4 月 1 日時点） 
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表 3.1-1 ネットワークサービス件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

LAN 手続きや DNS（ドメインネームシステム）登録は人事異動によるものが大半

であり、HP 更新作業は年度切替の 4 月に集中している。セキュリティ設定依頼は

Windows Update の未実施者へのフォロー、大型プロッタの出力は論文ポスターや

サイクル研安全作業 3 原則の印刷が大半であった。また、相談内容はソフトウエ

アに関する問合せや PC 又はネットワークの不調による相談が多くを占めており、

必要に応じて出張サービスによる技術サポートを行った。 

 

3.1.3  ホームページのリニューアル 

サイクル研イントラのリニューアル（令和 5 年度運用開始）に向けた技術支援

を行った。また、工務技術部及び情報通信チームのホームページをリニューアル

し、コンテンツを充実させることで情報の共有化、利用促進を図った。 

 

3.2  電話サービス 

所内通信設備（内線、外線、携帯電話、PHS）の維持管理、通信状態の監視、電話交換

機の保守及び電話端末の修理対応などを行っている。 

 

3.2.1 電話システムの規模 

サイクル研における電話システムの構成は、技術管理第 2 棟に設置している電

話交換機から各建家に電話線が敷設されている。再処理施設内の管理事務棟及び

J 棟にはリモート交換機が設けられており、回線の増減による工事が容易にでき

る構成となっている。所内電話システムの構成を図 3.2-1 に示す。 
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図 3.2-1 所内電話システムの構成 
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電話サービスはいずれも人事異動や組織改正により申請されるものが多かっ

た。内線電話番号開設は PHS の故障に伴う対応が主であった。電話回線の廃止は

会計検査院からの固定電話回線調達に係る調査（令和 5 年 2 月実施）を受け、未

利用の電話番号について速やかに解約するよう指示があり、対応したものが主で

あった。電話端末の修理対応は、PHS バッテリー不良による電池交換が主であっ

た。 

 

表 3.2-1 電話サービス件数 

サービス件数 利用回線数 

内線電話

番号開設 

外線電話

開設 

FMC 携帯

電話貸与 

電話端末

修理対応

電話回線

廃止 
PHS 固定電話 FMC 携帯

242 件 0 件 39 件 63 件 78 件 2,333 台 128 台 197 台
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話交換機から各建家に電話線が敷設されている。再処理施設内の管理事務棟及び
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3.2.3 PHS ケーブルの移設 

プルトニウム転換技術開発施設管理棟の PHS ケーブルについて、再処理施設安

全対策工事で実施している事故対処設備保管場所の地盤改良工事に伴い、敷設ル

ートが工事区画に干渉するため、工事期間中は干渉しないエリアへの移設（仮設）

を行っている。移設作業にあたってはケーブル接続先の確認及び接続後の通信確

認を行った。なお、本ケーブルは令和 5 年度に本設復旧する予定である。 

 

 

4. ユーティリティの供給 

4.1 給水設備 

給水施設は、旧浄水場（1958 年（昭和 33 年）設置）の老朽化に伴い、2007 年（平成

19 年）から 2009 年（平成 21 年）にかけて更新した。主な特徴は、工業用水は茨城県、

上水は東海村から受水（購入）し、所内各施設へ給水していることである。また、給水

方式を高架水槽方式からポンプ直送方式に変更し、システムの合理化を図っている。 

工業用水及び上水の給水先を以下に示す。また、給水プロセスフロー図を図 4.1-1 に

示す。 

・工業用水 1 号系は、蒸気発生施設用 

・工業用水 2 号系は、プルトニウム燃料技術開発センター（以下「プルセンター」と

いう。）、環境技術開発センター（以下「環境センター」という。）及びその他の施設

用 

・工業用水 3 号系は、再処理廃止措置技術開発センター（以下「再処理センター」と

いう。）用 

・上水 1 号系は、事務管理棟、旧本部事務所（以下「旧本部」という。）方面用 

・上水 2 号系は、再処理センター、プルセンター、環境センター方面用 

として所内各施設へ給水している。 

工業用水・上水の供給状態は、給水施設監視棟及び中央運転管理室に設置されている

中央監視装置に情報が集約され、平日は給水施設監視棟、夜間・休日は中央運転管理室

において監視を行っている。 
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主要機器 

① 上水受水槽（150m3）×2 基     ②上水ポンプ 1 セット 

 

③ 工業用水受水槽（2,500m3）×2 基  ④工業用水ポンプ 3 セット 

 

図 4.1-1 給水プロセスフロー図 

3.2.3 PHS ケーブルの移設 
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19 年）から 2009 年（平成 21 年）にかけて更新した。主な特徴は、工業用水は茨城県、

上水は東海村から受水（購入）し、所内各施設へ給水していることである。また、給水

方式を高架水槽方式からポンプ直送方式に変更し、システムの合理化を図っている。 

工業用水及び上水の給水先を以下に示す。また、給水プロセスフロー図を図 4.1-1 に
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において監視を行っている。 
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4.1.1 上水設備の運転状況 

(1) 各部・センターの使用内訳・年度経過 

サイクル研(旧本部含む)の上水使用量について部・センター別の使用量を表 

4.1-1 に、所全体となるサイクル研及び旧本部の月別上水使用量を図 4.1-2 に示

す。表及び図から、上水配水量と使用量に差があることが確認できる。原因として

は、所内請負業者仮設事務所等、量水器が設置されておらず計測できない場所が

存在する。また、量水器の仕様（型式）違いによる計測精度差が考えられる。なお、

所内の埋設配管は高経年化（設置後 30 年以上）が進行しているため、漏水の影響

も考えられるが、地表面に顕在化していないことから、漏水量は微量であると推

察する。 

 

表 4.1-1 部・センター別上水使用量 

 

 

図 4.1-2 令和 4 年度 サイクル研及び旧本部の月別上水使用量 
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4.1.2 点検実績 

上水設備の点検実績を表 4.1-2 に示す。 

 

表 4.1-2 上水設備点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

給水施設上水受水槽、

プル燃上水タンク 

令和 4 年 10 月 13 日、10 月 20

日、10 月 21 日 

関東 ビル サー ビ ス

(株) 

異常なし 

給水施設ポンプ棟 

上水滅菌装置 

令和 4 年 8 月 24 日 (株)オーヤラックス 異常なし 

給水施設監視棟、ポン

プ棟電気設備 

令和 5 年 1 月 16～20 日 (株)タナックス 異常なし 

プル燃上水タンク滅菌

装置 

令和 4 年 6 月 13 日、12 月 12 日 直営 異常なし 

 

4.1.3 検査 

水道法に基づく上水の水質検査実績を表 4.1-3 に示す。 

 

表 4.1-3 水道法に基づく水質検査実績 

 

4.1.4 トピックス 

(1) 補修作業 

① プルトニウム燃料第三開発室上水系統漏水部補修 
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令和 4 年 8 月 4 日 合格 合格 

令和 4 年 9 月 8 日 合格 合格 

令和 4 年 10 月 6 日 合格 合格 

令和 4 年 11 月 10 日 合格 合格 

令和 4 年 12 月 8 日 合格 合格 

令和 5 年 1 月 5 日 合格 合格 

令和 5 年 2 月 2 日 合格 合格 
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所内の埋設配管は高経年化（設置後 30 年以上）が進行しているため、漏水の影響
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実施業者：ストウ工業(株) 

所内各施設に送水している上水(飲料水)配管において、令和 4 年 3 月 28

日、プルトニウム燃料第三開発室用量水器の二次側バルブより水のにじみが

あることを確認した。バルブ周辺をブチルテープで覆うことによりにじみが

止まったことから、後日、量水器二次側配管及びバルブの更新を行うことと

した。 

12 月 13 日にプルトニウム燃料第三開発室の上水を停止し、量水器二次側

配管(保温材含む)及びバルブを撤去・更新を行い、通水検査の結果、漏水が

ないことを確認した。 

その後、12 月 15 日に保温材の復旧を行った（写真 4.1-1）。 

   

写真 4.1-1 配管更新（左：既設・右：新設） 

 

② 再処理警備所付近上水埋設配管の漏水修理 

実施日：令和 4 年 4 月 26 日、4 月 28 日、5 月 23 日～30 日 

実施業者：ストウ工業(株) 

4 月 12 日、再処理警備所前駐車場付近に水溜まりを発見した。水を採取し

残留塩素測定を実施した結果、塩素反応があり、埋設図等から水溜まり部付

近に埋設上水（飲料水）配管があることを確認した。以上のことから埋設上

水（飲料水）配管より漏水のおそれがあると推定した。 

4 月 26 日、4 月 28 日に漏水箇所を特定し復旧するため、水溜まり部周辺の

掘削作業を行った。しかし、掘削作業において地中のケーブルを保護する波

付硬質ポリエチレン管（FEP）が障害となり、掘削作業を続けることは危険と

判断し、掘削部の埋め戻し復旧作業を実施した（写真 4.1-2）。 

5 月 23 日より作業範囲を拡大し、再度掘削作業を行った。その結果、漏水

箇所を特定できたため、5 月 26 日に上水（飲料水）を断水し、復旧作業を行

った。復旧においては、作業場所が狭隘であること、速やかな上水復旧を求

められたこと等から、漏水部周辺に止水パテを施し、早強モルタルにて根巻

きを行い止水パテの剥離を防止する方法を採用した（写真 4.1-3）。 

復旧後、通水検査を行い漏水がないことを確認したため、掘削部の埋め戻

し復旧作業を行い 5 月 30 日に作業を終了した。 
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上水(飲料水)配管は設置後 40 年以上経過しているため、今後も漏水が発生

する可能性がある。次年度以降、更新を計画する。 

 

   

写真 4.1-2 掘削作業（左：掘削中・右：埋め戻し復旧） 

   

写真 4.1-3 漏水箇所復旧作業(左：止水パテ・右：早強モルタル) 

 

(2) 部品交換 

① 実績なし。 

 

(3) 設備更新 

① 実績なし。 

 

 

4.1.5 工業用水設備の運転状況 

(1) 各部・センターの使用内訳・年度経過 

サイクル研の工業用水使用量について、部・センター別の使用量を表 4.1-4 に、

月別の使用量を図 4.1-3 に示す。表及び図から、工業用水は夏季の使用量が多く

なっている。これは、工業用水が冷房用冷却水として冷却塔等から空中に蒸発飛

散し放出されるものが多いためである。なお、旧本部において、工業用水は使用

していない。 

  

実施業者：ストウ工業(株) 

所内各施設に送水している上水(飲料水)配管において、令和 4 年 3 月 28

日、プルトニウム燃料第三開発室用量水器の二次側バルブより水のにじみが

あることを確認した。バルブ周辺をブチルテープで覆うことによりにじみが

止まったことから、後日、量水器二次側配管及びバルブの更新を行うことと

した。 

12 月 13 日にプルトニウム燃料第三開発室の上水を停止し、量水器二次側

配管(保温材含む)及びバルブを撤去・更新を行い、通水検査の結果、漏水が

ないことを確認した。 

その後、12 月 15 日に保温材の復旧を行った（写真 4.1-1）。 

   

写真 4.1-1 配管更新（左：既設・右：新設） 

 

② 再処理警備所付近上水埋設配管の漏水修理 

実施日：令和 4 年 4 月 26 日、4 月 28 日、5 月 23 日～30 日 

実施業者：ストウ工業(株) 

4 月 12 日、再処理警備所前駐車場付近に水溜まりを発見した。水を採取し

残留塩素測定を実施した結果、塩素反応があり、埋設図等から水溜まり部付

近に埋設上水（飲料水）配管があることを確認した。以上のことから埋設上

水（飲料水）配管より漏水のおそれがあると推定した。 

4 月 26 日、4 月 28 日に漏水箇所を特定し復旧するため、水溜まり部周辺の

掘削作業を行った。しかし、掘削作業において地中のケーブルを保護する波

付硬質ポリエチレン管（FEP）が障害となり、掘削作業を続けることは危険と

判断し、掘削部の埋め戻し復旧作業を実施した（写真 4.1-2）。 

5 月 23 日より作業範囲を拡大し、再度掘削作業を行った。その結果、漏水

箇所を特定できたため、5 月 26 日に上水（飲料水）を断水し、復旧作業を行

った。復旧においては、作業場所が狭隘であること、速やかな上水復旧を求

められたこと等から、漏水部周辺に止水パテを施し、早強モルタルにて根巻

きを行い止水パテの剥離を防止する方法を採用した（写真 4.1-3）。 

復旧後、通水検査を行い漏水がないことを確認したため、掘削部の埋め戻

し復旧作業を行い 5 月 30 日に作業を終了した。 
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表 4.1-4 部・センター別工水使用量 

 
 

 

図 4.1-3 令和 4 年度 サイクル研の月別工水使用量 

 

4.1.6 工業用水設備の点検状況 

工業用水設備の点検実績を表 4.1-5 に示す。 

 

表 4.1-5 工業用水設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

給水施設監視棟、ポ

ンプ棟電気設備 

令和 5 年 1 月 16～20 日 (株)タナックス 異常なし 

 

  

JAEA-Review 2023-051

- 12 -



4.1.7  トピックス 

(1) 補修作業 

① 実績なし。 

 

(2) 部品交換 

① 工業用水設備において、グランドパッキンを交換（9 個）。 

 

(3) 設備更新 

① 実績なし。 

 

4.2  一般雑排水処理設備 

一般雑排水処理施設は、1977 年（昭和 52 年）に運用を開始し、各施設から発生する

生活排水及びユーティリティ排水を処理後、サイクル研の北側を流れる公共用水域（新

川）に放流している。 

サイクル研は、「水質汚濁防止法」に基づき特定施設（特定事業所）の届出を行い、

当研究所から新川へ排水される排出水を規制することによって、公害防止の推進と「水

質汚濁防止法」及び「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例」の排出水の規制

を遵守している。 

第 1、第 2 排水処理場（浄化槽）では、所内で発生する生活排水（し尿、手洗い水、

流し排水）の処理を行っている。排水自動監視室では、調整池に流入した処理後の生活

排水及びユーティリティ排水（機械冷却水、施設排水、地下湧水）の水質分析・測定を

行い、排水基準値以下であることを確認し放流している。排水プロセスフロー図を図 

4.2-1 に示す。 

 

 

図 4.2-1 排水プロセスフロー図 

  

表 4.1-4 部・センター別工水使用量 

 
 

 

図 4.1-3 令和 4 年度 サイクル研の月別工水使用量 

 

4.1.6 工業用水設備の点検状況 

工業用水設備の点検実績を表 4.1-5 に示す。 

 

表 4.1-5 工業用水設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

給水施設監視棟、ポ

ンプ棟電気設備 

令和 5 年 1 月 16～20 日 (株)タナックス 異常なし 
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4.2.1 排水設備の運転状況 

(1) 使用実績 

サイクル研(旧本部含む)の月別の排水量を表 4.2-1 及び図 4.2-2 に示す。表及

び図から、ユ－ティリティ排水の夏季の排水量が多いことが確認できる。水冷式冷

凍機及び空調機の稼動が多くなるため、冷却塔からの排水量が増加していると考

えられる。 

 

表 4.2-1 令和 4 年度 サイクル研の月別排水量 

 
 

 

図 4.2-2 令和 4 年度 サイクル研の月別排水量 
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(2) 年度推移 

サイクル研の過去 5 年間の新川への排水量を表 4.2-2 及び図 4.2-3 に示す。 

 

表 4.2-2 過去 5 年間 サイクル研の月別排水量 

 

 
図 4.2-3 過去 5 年間 サイクル研の月別排水量 

 

4.2.2 排水設備点検 

排水設備の点検実績を表 4.2-3 に示す。 

  

4.2.1 排水設備の運転状況 

(1) 使用実績 

サイクル研(旧本部含む)の月別の排水量を表 4.2-1 及び図 4.2-2 に示す。表及

び図から、ユ－ティリティ排水の夏季の排水量が多いことが確認できる。水冷式冷

凍機及び空調機の稼動が多くなるため、冷却塔からの排水量が増加していると考

えられる。 

 

表 4.2-1 令和 4 年度 サイクル研の月別排水量 

 
 

 

図 4.2-2 令和 4 年度 サイクル研の月別排水量 
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表 4.2-3 排水設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

一般雑排水処理施

設の余剰汚泥処理 

令和 4 年 4 月 6～7 日、5 月 11～12 日、

6 月 8～9 日、7 月 6～7 日、 

8 月 3～4 日、9 月 7～8 日、 

10 月 5～6 日、11 月 9～10 日、

12 月 7～8 日、 

令和 5 年 1 月 11～12 日、2 月 1～2 日、

3 月 1～2 日 

(有)東海共同企

業 

異常なし 

第 2 排水処理場 

ルーツブロワー 

令和 4 年 7 月 13 日 環整工業(有) 異常なし 

一般雑排水処理施

設電気設備 

令和 5 年 1 月 23～25 日 (株)タナックス 異常なし 

 

4.2.3 検査等 

(1) 定期水質検査 

「水質汚濁防止法」及び「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例」等

に基づき、排水の水質検査を実施した。検査実績を表 4.2-4 に示す。 

 

表 4.2-4 水質汚濁防止法等に基づく水質検査実績 

採取日 

総合判定 

第 1 

排水溝 

第 1 排水

処理場 

第 2 排水

処理場 

第 1 排水処理

場流入汚水 

第 2 排水処理

場流入汚水 

リサイクル

ピット 

令和 4 年 4 月 8 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 5 月 13 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 6 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 7 月 8 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 8 月 5 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 9 月 9 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 10 月 14 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 11 月 11 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 12 月 9 日 合格 合格 合格 
採取不能のた

め、14 日採取

採取不能のた

め、14 日採取 
合格 

令和 4 年 12 月 14 日    合格 合格  

令和 5 年 1 月 6 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 5 年 2 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 5 年 3 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 
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(2) 浄化槽法定検査 

浄化槽法に基づき、排水の書類検査及び水質検査を受検した（表 4.2-5）。 

 

表 4.2-5 浄化槽法に基づく法定検査実績 

採取・実施日 
総合判定 

書類検査 水質検査(第 1 排水溝) 

令和 4 年 11 月 28 日 合格 合格 

 

(3) 水質汚濁防止法に基づく立入検査 

水質汚濁防止法に基づき、排水の書類検査及び水質検査を受検した（表 4.2-6）。 

 

表 4.2-6 水質汚濁防止法に基づく立入検査実績 

採取・実施日 
総合判定 

書類検査 水質検査(第 1 排水溝) 

令和 5 年 1 月 18 日 合格 合格 

 

 

4.2.4 トピックス 

(1) 補修作業 

① 旧調整池流入配管の補修作業 

実施日：令和 4 年 10 月 24～28 日、11 月 2 日 

実施業者：大昭化熱工業(株) 

旧調整池において、第 1 排水処理場、第 2 排水処理場、リサイクルピット、

中央排水処理場からの排水を受け入れる配管のバルブより漏水が発生してい

るため、配管及びバルブの補修作業を行った。既設配管を切断し、バルブの

設置、新設配管の溶接を行った。新設配管設置後、通水確認を行い、漏れが

ないことを確認した。補修作業の様子を写真 4.2-1 に示す。 

 

   

写真 4.2-1 補修作業中（左：既設配管撤去・右：新設配管溶接） 

表 4.2-3 排水設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

一般雑排水処理施

設の余剰汚泥処理 

令和 4 年 4 月 6～7 日、5 月 11～12 日、

6 月 8～9 日、7 月 6～7 日、 

8 月 3～4 日、9 月 7～8 日、 

10 月 5～6 日、11 月 9～10 日、

12 月 7～8 日、 

令和 5 年 1 月 11～12 日、2 月 1～2 日、

3 月 1～2 日 

(有)東海共同企

業 

異常なし 

第 2 排水処理場 

ルーツブロワー 

令和 4 年 7 月 13 日 環整工業(有) 異常なし 

一般雑排水処理施

設電気設備 

令和 5 年 1 月 23～25 日 (株)タナックス 異常なし 

 

4.2.3 検査等 

(1) 定期水質検査 

「水質汚濁防止法」及び「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例」等

に基づき、排水の水質検査を実施した。検査実績を表 4.2-4 に示す。 

 

表 4.2-4 水質汚濁防止法等に基づく水質検査実績 

採取日 

総合判定 

第 1 

排水溝 

第 1 排水

処理場 

第 2 排水

処理場 

第 1 排水処理

場流入汚水 

第 2 排水処理

場流入汚水 

リサイクル

ピット 

令和 4 年 4 月 8 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 5 月 13 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 6 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 7 月 8 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 8 月 5 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 9 月 9 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 10 月 14 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 11 月 11 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 4 年 12 月 9 日 合格 合格 合格 
採取不能のた

め、14 日採取

採取不能のた

め、14 日採取 
合格 

令和 4 年 12 月 14 日    合格 合格  

令和 5 年 1 月 6 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 5 年 2 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 

令和 5 年 3 月 3 日 合格 合格 合格 合格 合格 合格 
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② 新調整池流入配管補修作業 

実施日：令和 5 年 3 月 3 日、7～9 日、13～16 日 

実施業者：ストウ工業(株) 

新調整池において、第 1 排水処理場、第 2 排水処理場、リサイクルピット、

中央排水処理場からの排水を受け入れる配管のバルブより漏水が発生したた

め、配管及びバルブの補修作業を行った。既設配管を切断し、バルブの設置、

新設配管の溶接を行った。新設配管設置後、通水確認を行い、漏れがないこ

とを確認した。補修作業の様子を写真 4.2-2 に示す。 

 

   

写真 4.2-2 補修作業中（左：既設配管切断、右：新設配管溶接） 

 

(2) 部品交換 

① 第 2 排水処理場 No.1 汚水計量ポンプの更新 

実施日：令和 4 年 9 月 13 日 

実施業者：環整工業(有) 

第 2 排水処理場において、No.1 汚水計量ポンプが故障により使用不可とな

ったため更新を行った。更新後、絶縁抵抗値等を測定し、異常はなかった。

更新作業の様子を写真 4.2-3 に示す。 

   

写真 4.2-3 更新作業中（左：既設ポンプ引き上げ、右：新旧交換品） 
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(3) 設備更新 

実績なし。 

 

4.3 プルトニウム燃料ユーティリティ設備（プル UF） 

プルセンター内にある付属機械室は 1966 年（昭和 41 年）に、ユーティリティ施設は

1984 年（昭和 59 年）に運転を開始し、プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室及び

第三開発室等に圧縮空気、各種ガス、混合ガス、冷水及び冷却水等のユーティリティを

供給している。ユーティリティプロセスフロー図を図 4.3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

図 4.3-1 ユーティリティプロセスフロー図 

  

② 新調整池流入配管補修作業 

実施日：令和 5 年 3 月 3 日、7～9 日、13～16 日 

実施業者：ストウ工業(株) 

新調整池において、第 1 排水処理場、第 2 排水処理場、リサイクルピット、

中央排水処理場からの排水を受け入れる配管のバルブより漏水が発生したた

め、配管及びバルブの補修作業を行った。既設配管を切断し、バルブの設置、

新設配管の溶接を行った。新設配管設置後、通水確認を行い、漏れがないこ

とを確認した。補修作業の様子を写真 4.2-2 に示す。 

 

   

写真 4.2-2 補修作業中（左：既設配管切断、右：新設配管溶接） 

 

(2) 部品交換 

① 第 2 排水処理場 No.1 汚水計量ポンプの更新 

実施日：令和 4 年 9 月 13 日 

実施業者：環整工業(有) 

第 2 排水処理場において、No.1 汚水計量ポンプが故障により使用不可とな

ったため更新を行った。更新後、絶縁抵抗値等を測定し、異常はなかった。

更新作業の様子を写真 4.2-3 に示す。 

   

写真 4.2-3 更新作業中（左：既設ポンプ引き上げ、右：新旧交換品） 
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4.3.1 各種ガスの供給実績 

(1) プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室への各種ガス・混合ガスは、プル

トニウム燃料第一開発室裏のガスボンベ貯蔵区域に設置されている窒素-水素

混合ガス(NH)供給設備、窒素ガス(N₂)供給設備より供給している（表 4.3-1 参

照）。 

 

表 4.3-1 プルトニウム燃料第一、第二開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) プルトニウム燃料第三開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

プルトニウム燃料第三開発室への各種ガス・混合ガスは、ガス貯蔵庫に設置

されているアルゴン-水素混合ガス（ArH）設備、アルゴンガス（Ar）供給設備、

ヘリウムガス（He）供給設備、窒素ガス(N₂)供給設備より供給している（表 4.3-2

参照）。 

 

表 4.3-2 プルトニウム燃料第三開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

[単位：m3] 

ガスの種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月  

ArH（A 系） 0 0 0 0 0 0 

ArH（B 系） 328 401 261 549 0 0 

Ar（第三） 22 1 2 0 0 3 

ガスの種類 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 累計 

ArH（A 系） 0 0 0 0 0 0 0 

ArH（B 系） 244 356 0 0 0 0 2,139 

Ar（第三） 4 19 2 17 7 5 82 

[単位：m3] 

ガスの種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月  

NH（第一） 64 49 26 43 12 1 

NH（第二） 1,454 339 340 1,516 220 504 

N₂（第一） 84 51 29 77 351 107 

N₂（第二） 501 154 2,343 539 81 2,081 

ガスの種類 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 累計 

NH（第一） 24 28 75 53 52 48 475 

NH（第二） 753 231 375 365 758 760 14,385 

N₂（第一） 86 90 243 159 100 99 1,476 

N₂（第二） 3,656 85 195 114 381 361 10,491 
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4.3.2  冷水等の供給実績 

(1) プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室向け冷水及び研究用冷却水の供給実

績 

プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室への冷水及び研究用冷却水は、付属

機械室に設置されているターボ冷凍機 1 台、吸収式冷凍機 1 台より供給してい

る。施設側の結露発生防止のために令和 4 年度は 6 月下旬から 10 月中旬にかけ

てターボ冷凍機 1 台、吸収式冷凍機 1 台の併用運転、その他の時期は主にター

ボ冷凍機 1 台を運転し、冷水及び研究用冷却水の供給を行った。 

 

(2) プルトニウム燃料第三開発室向け冷水の供給実績 

プルトニウム燃料第三開発室への冷水は、ユーティリティ棟に設置されてい

るターボ冷凍機 4 台、チラー冷凍機 2 台より供給している。夏季の空調用とし

て冷水使用量の増加した 8 月は、ターボ冷凍機 1 台とチラー冷凍機 1 台の併用

運転、その他の時期はターボ冷凍機 1 台を運転し、冷水の安定供給を行った。施

設側の冷水の使用量が設計時の想定より少ない状況から、現状はターボ冷凍機 1

台による運転となっている。 

 

4.3.3 圧縮空気の供給実績 

(1) プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室向け圧縮空気の供給実績 

プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室への圧縮空気は、付属機械室に設置さ

れている空気圧縮機 4 台より供給している。施設側の圧縮空気の使用量が設計時

の想定より少ない状況から、現状は年間を通して空気圧縮機 1 台による運転とな

っており、定期的に切替えを行いながら運用している。 

 

(2) プルトニウム燃料第三開発室向け圧縮空気の供給実績 

プルトニウム燃料第三開発室への圧縮空気は、ユーティリティ棟に設置されて

いる空気圧縮機 6 台より供給している。施設側の圧縮空気の使用量が設計時の想

定より少ない状況から、現状は年間を通して空気圧縮機 2 台による運転となって

おり、定期的に切替えを行いながら運用している。

4.3.1 各種ガスの供給実績 

(1) プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

プルトニウム燃料第一開発室、第二開発室への各種ガス・混合ガスは、プル

トニウム燃料第一開発室裏のガスボンベ貯蔵区域に設置されている窒素-水素

混合ガス(NH)供給設備、窒素ガス(N₂)供給設備より供給している（表 4.3-1 参

照）。 

 

表 4.3-1 プルトニウム燃料第一、第二開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) プルトニウム燃料第三開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

プルトニウム燃料第三開発室への各種ガス・混合ガスは、ガス貯蔵庫に設置

されているアルゴン-水素混合ガス（ArH）設備、アルゴンガス（Ar）供給設備、

ヘリウムガス（He）供給設備、窒素ガス(N₂)供給設備より供給している（表 4.3-2

参照）。 

 

表 4.3-2 プルトニウム燃料第三開発室向け各種ガス・混合ガスの供給実績 

[単位：m3] 

ガスの種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月  

ArH（A 系） 0 0 0 0 0 0 

ArH（B 系） 328 401 261 549 0 0 

Ar（第三） 22 1 2 0 0 3 

ガスの種類 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 累計 

ArH（A 系） 0 0 0 0 0 0 0 

ArH（B 系） 244 356 0 0 0 0 2,139 

Ar（第三） 4 19 2 17 7 5 82 

[単位：m3] 

ガスの種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月  

NH（第一） 64 49 26 43 12 1 

NH（第二） 1,454 339 340 1,516 220 504 

N₂（第一） 84 51 29 77 351 107 

N₂（第二） 501 154 2,343 539 81 2,081 

ガスの種類 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 累計 

NH（第一） 24 28 75 53 52 48 475 

NH（第二） 753 231 375 365 758 760 14,385 

N₂（第一） 86 90 243 159 100 99 1,476 

N₂（第二） 3,656 85 195 114 381 361 10,491 
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4.3.4 付属設備点検 

付属設備（ガス設備、冷凍機等）の点検実績を表 4.3-3 に示す。 

 

表 4.3-3 付属設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

ガス設備点検等作業 令和 4 年 5 月 25 日～

6 月 7 日 

(株)巴商会 窒素水素混合ガス設

備にて配管の気密不

良が確認されたため

更新を実施 

UF ターボ冷凍機点検

等作業 

令和 4 年 10 月 26 日

～10 月 28 日、令和 5

年 3 月 9 日～3 月 10

日 

新菱冷熱工業(株) 異常なし 

チラー冷凍機点検等

作業 

令和 4 年 9 月 5 日～9

月 8 日、令和 5 年 3 月

6 日～3 月 7 日 

新菱冷熱工業(株) 異常なし 

付属ターボ冷凍機点

検等作業 

令和 4 年 10 月 31 日、

令和 4 年 11 月 7 日～

11 月 10 日 

荏原冷熱 システム

(株) 

異常なし 

吸収式冷凍機点検整

備作業 

令和 4 年 5 月 23 日～

5 月 26 日、令和 4 年

12 月 12 日～12 月 14

日 

川重冷熱工業(株) 異常なし 

圧空設備分解整備作

業 

令和 5 年 1 月 26 日～

3 月 3 日 

東興機械工業(株) 異常なし 

 

4.3.5 トピックス 

(1) 補修作業 

① ガス設備補修作業 

期間：令和 4 年 12 月 22 日～令和 5 年 1 月 13 日 

補修作業は、各種ガス・混合ガス供給設備の定期保全として毎年実施して

いる。令和 4 年度は、高圧水素受入架台に設置されている逆止弁の交換、ガ

ス貯蔵庫及びガスボンベ貯蔵区域の各所に設置されている可燃性ガス検知器

の更新を行った。 

 

② 部品交換 

・ガス設備（ガスボンベ貯蔵区域 窒素水素混合ガス設備）において、点検
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中にピンホールが確認され配管の更新を実施した。 

・ユーティリティ棟ターボ冷凍機において、圧空作動弁の更新を実施した。 

・ユーティリティ棟チラー冷凍機動力盤において、配線用遮断器（4 台）の

更新を実施した。 

 

③ 設備更新 

点検に併せて付属機械室にて空気圧縮機用冷却水ポンプの更新を行った。

付属機械室の空気圧縮機用冷却水ポンプ 2 台のうち 1 台の本体にクラック

が入り、必要な冷却水量を確保できない状態であったため運用を停止して

いたが、更新後、試運転を行い問題のないことを確認した。更新状況を写真

4.3-1 に示す。 

 

   

写真 4.3-1 冷却水ポンプ（左：更新前・右：更新後） 

 

(2) その他 

① 世界的なヘリウムガスの需要逼迫 

MOX 燃料の安定化処理（プルセンター）に必要なヘリウムガスは、米国の主

要なヘリウムガスプラントの定期修理の長期化、港湾ストライキ、ロシアの

ウクライナ侵攻等に端を発した世界的なヘリウムガスの需要逼迫により、既

存の取引先業者にてヘリウムガスを確保できない事態が発生した。このため、

国内外における流通の調査、ガス会社等 6 社への聞き取り・調整など、これ

まで培ってきた取引先との人脈を 大限に駆使した結果、うち 1 社より他機

関よりも優先して原子力機構に納入可能であるとの連絡を受けた。これによ

り、プルセンターに対し、安定的なヘリウムガスの供給を行うことができ、

MOX 燃料の安定化処理計画の推進に大きく貢献した。更には、ガラス固化技

術開発施設（TVF）において使用するヘリウムガスについても同様な問題を抱

えていたため、ヘリウムガス確保の道筋をつけた。 

  

4.3.4 付属設備点検 

付属設備（ガス設備、冷凍機等）の点検実績を表 4.3-3 に示す。 

 

表 4.3-3 付属設備点検実績 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

ガス設備点検等作業 令和 4 年 5 月 25 日～

6 月 7 日 

(株)巴商会 窒素水素混合ガス設

備にて配管の気密不

良が確認されたため

更新を実施 

UF ターボ冷凍機点検

等作業 

令和 4 年 10 月 26 日

～10 月 28 日、令和 5

年 3 月 9 日～3 月 10

日 

新菱冷熱工業(株) 異常なし 

チラー冷凍機点検等

作業 

令和 4 年 9 月 5 日～9

月 8 日、令和 5 年 3 月

6 日～3 月 7 日 

新菱冷熱工業(株) 異常なし 

付属ターボ冷凍機点

検等作業 

令和 4 年 10 月 31 日、

令和 4 年 11 月 7 日～

11 月 10 日 

荏原冷熱 システム

(株) 

異常なし 

吸収式冷凍機点検整

備作業 

令和 4 年 5 月 23 日～

5 月 26 日、令和 4 年

12 月 12 日～12 月 14

日 

川重冷熱工業(株) 異常なし 

圧空設備分解整備作

業 

令和 5 年 1 月 26 日～

3 月 3 日 

東興機械工業(株) 異常なし 

 

4.3.5 トピックス 

(1) 補修作業 

① ガス設備補修作業 

期間：令和 4 年 12 月 22 日～令和 5 年 1 月 13 日 

補修作業は、各種ガス・混合ガス供給設備の定期保全として毎年実施して

いる。令和 4 年度は、高圧水素受入架台に設置されている逆止弁の交換、ガ

ス貯蔵庫及びガスボンベ貯蔵区域の各所に設置されている可燃性ガス検知器

の更新を行った。 

 

② 部品交換 

・ガス設備（ガスボンベ貯蔵区域 窒素水素混合ガス設備）において、点検
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② 日本原燃(株)への技術情報開示 

令和 3 年 9 月に日本原燃(株)より「MOX 燃料加工施設の建設、運転等に関

する技術協力協定」（平成 12 年 12 月 27 日付）に基づき、アルゴン-水素混合

ガス設備に関する情報の開示を行った。また、令和 5 年 1 月 27 日に日本原燃

(株)による現場視察が行われた。視察では混合ガス設備の現物確認と設備運

用に関する意見交換が行われた。視察後、「水素・アルゴン混合ガスの設備設

計を見直す上で大変参考になった。特に水素・アルゴン混合ガス設備の現物

を確認でき、設計におけるイメージが明確になった。今回の視察で得られた

情報を社内で整理し、今後、必要に応じて情報開示依頼により、技術情報を

提供頂きたい。」とのコメントがあった。 

 

4.4 蒸気設備 

蒸気発生施設（中央運転管理室）は、旧蒸気発生設備（1973 年（昭和 48 年）設置）

の老朽化に伴い、1995 年（平成 7 年）に更新し現在に至っている。 

蒸気設備では、再処理施設及び核燃料物質使用施設をはじめとする所内各施設で使用

する蒸気を製造・供給している。 

蒸気を製造・供給するボイラ設備は、「労働安全衛生法」及びその他関係法令はもと

より、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の適用も受けている。 

蒸気は、プロセス（加熱・動力）用、管理区域内で使用した作業衣の洗濯用、吸収式

冷凍機（冷房用）の熱源及び建屋等の暖房用に使用され、施設操業上重要なユーティリ

ティとなっている。蒸気プロセスフロー図を図 4.4-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4.4-1 蒸気プロセスフロー図 

主要機器 

①ボイラ (25t/h)    ×4 基 

②重油貯蔵タンク(196kL) ×3 基 
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4.4.1 蒸気設備の運転状況 

(1) 各部・センターの使用内訳・年度経過 

ボイラ運転実績、月別蒸気使用量を表 4.4-1 及び図 4.4-2 に示す。 

表及び図から、年間では夏季及び冬季の使用量が多い。これは空調（冷暖房）に

使用されているためである。その他は再処理センターをはじめとする所内各施設

内のプロセス系及び洗濯等で年間を通じて使用されているものである。 

研究所内の各部・センター別、月別蒸気使用量及び燃料費を表 4.4-2及び図4.4-

3 に示し、年度別蒸気使用量、燃料費及びその推移を図 4.4-4 に示す。 

蒸気及び燃料使用量ともに年度毎に増加・減少を繰り返しているが、全体的に

は横ばいである。 

 

表 4.4-1 ボイラ運転実績 

 項目 

 

月  

蒸発量 

(t) 

燃料 

使用量 

(kL) 

運転 

時間 

(時間) 

大蒸発量(t) 給水量と蒸発量(m3) 

1 日の 

大量

1 時間

大 

工業用水 

(タンク受水量) 
供給水量 蒸発量

4 月 5,260 423 722 220.0 14.7 3,585 5,444 5,260

5 月 5,264 425 745 209.3 14.1 3,354 5,457 5,264

6 月 6,714 534 722 277.2 12.6 3,960 7,016 6,714

7 月 7,935 635 763 306.6 14.0 5,065 8,460 7,935

8 月 8,021 633 747 293.3 17.1 5,421 8,398 8,021

9 月 7,054 565 725 274.2 16.0 4,287 7,448 7,054

10 月 5,562 444 747 210.8 13.4 3,200 5,805 5,562

11 月 4,667 381 730 212.3 12.6 3,887 4,931 4,667

12 月 7,929 633 743 352.4 17.6 3,998 8,376 7,929

1 月 9,738 776 1,236 384.1 28.4 4,567 10,372 9,738

2 月 8,141 659 1,006 332.1 21.2 4,780 8,806 8,141

3 月 6,557 526 751 266.0 13.7 4,065 6,954 6,557

   Max Max  

合計 82,842 6,634 9,637 384.1 28.4 50,169 87,467 82,842

② 日本原燃(株)への技術情報開示 

令和 3 年 9 月に日本原燃(株)より「MOX 燃料加工施設の建設、運転等に関

する技術協力協定」（平成 12 年 12 月 27 日付）に基づき、アルゴン-水素混合

ガス設備に関する情報の開示を行った。また、令和 5 年 1 月 27 日に日本原燃

(株)による現場視察が行われた。視察では混合ガス設備の現物確認と設備運

用に関する意見交換が行われた。視察後、「水素・アルゴン混合ガスの設備設

計を見直す上で大変参考になった。特に水素・アルゴン混合ガス設備の現物

を確認でき、設計におけるイメージが明確になった。今回の視察で得られた

情報を社内で整理し、今後、必要に応じて情報開示依頼により、技術情報を

提供頂きたい。」とのコメントがあった。 

 

4.4 蒸気設備 

蒸気発生施設（中央運転管理室）は、旧蒸気発生設備（1973 年（昭和 48 年）設置）

の老朽化に伴い、1995 年（平成 7 年）に更新し現在に至っている。 

蒸気設備では、再処理施設及び核燃料物質使用施設をはじめとする所内各施設で使用

する蒸気を製造・供給している。 

蒸気を製造・供給するボイラ設備は、「労働安全衛生法」及びその他関係法令はもと

より、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の適用も受けている。 

蒸気は、プロセス（加熱・動力）用、管理区域内で使用した作業衣の洗濯用、吸収式

冷凍機（冷房用）の熱源及び建屋等の暖房用に使用され、施設操業上重要なユーティリ

ティとなっている。蒸気プロセスフロー図を図 4.4-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4.4-1 蒸気プロセスフロー図 

主要機器 

①ボイラ (25t/h)    ×4 基 

②重油貯蔵タンク(196kL) ×3 基 
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4.4.2 蒸気設備点検 

蒸気設備の点検実績を表 4.4-3 に示す。 

 

表 4.4-3 蒸気設備点検実績(1/2) 

設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

ボイラ設備点検等作業 令和 4 年 

6 月 10 日～6 月 21 日 

6 月 27 日～7 月 5 日 

7 月 11 日～7 月 20 日 

8 月 22 日～8 月 30 日 

11 月 24 日～12 月 26 日 

川重冷熱工業(株) 異常なし 

ボイラ押込送風機点検

等作業 

令和 4 年 9 月 5 日～9 月 8 日 東興機械工業(株) 異常なし 

ボイラ堆積物除去作業 令和 4 年 10 月 13 日～14 日 (株)グリーンテッ

クジャパン 

異常なし 

ボイラ計装機器点検作

業 

令和 4 年 10 月 19 日～10 月 21

日 

令和 4 年 12 月 8 日～12 月 12

日 

令和 4 年 12 月 15 日～12 月 19

日 

令和 4 年 12 月 20 日～12 月 26

日 

(株)タナックス 異常なし 

燃料移送配管肉厚測定 令和 4 年 10 月 19 日～10 月 20

日 

新日本空調(株) 異常なし 

蒸気配管肉厚測定 令和 4 年 12 月 13 日～12 月 15

日 

新日本空調(株) 異常なし 

ボイラ中央監視装置点

検等作業 

令和 4 年 12 月 20 日～12 月 21

日 

(株)明電エンジニ

アリング 

異常なし 

動力盤等点検等作業 令和 4 年 11 月 8 日～11 月 18

日 

(株)タナックス 異常なし 

受水タンク清掃及び汚

泥の産業廃棄物処分 

令和 4 年 11 月 8 日、11 月 15

日、 

令和 5 年 2 月 7 日、2 月 14 日

勝田環境(株) 異常なし 
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表 4.4-3 蒸気設備点検実績(2/2) 
設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

共同溝ガス検知器点検

等作業 

令和 4 年 12 月 21 日～12 月 22

日 

(株)タナックス 異常なし 

給水ポンプ分解整備作

業 

令和 5年 2月 13 日～2月 15 日 新日本空調(株) 異常なし 

汚水槽の清掃 令和 5 年 2 月 20 日 (有)東海共同企業 異常なし 

水処理装置点検等作業 令和 5 年 3 月 6 日～3 月 17 日 クリタ北関東(株) 異常なし 

 

4.4.3 検査等 

(1) ボイラ則に基づく性能検査 

性能検査の様子を写真 4.4-1 に示す。また、検査受検日を以下に示す。 

① 1 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 6 月 17 日 

② 2 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 1 日 

③ 3 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 15 日 

④ 5 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 8 月 26 日 

 

検査結果：合格 

 

   

写真 4.4-1 性能検査の様子（左：水ドラム外観検査、右：燃焼室外観検査） 

 

(2) 施設定期自主検査 

施設定期自主検査の実施状況を写真 4.4-2 に示す。また、検査受検日を以下に

示す。 

① 1 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 6 月 23 日 
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令和 4 年 7 月 14 日（不適合処置（7.3 節 (R4-再-001 参照)）完

了後に再度実施） 

令和 5 年 3 月 23 日（ボイラ水管交換完了後に再度実施、 

4.8.1 項参照） 

② 2 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 12 日 

③ 3 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 22 日（不適合処置（7.3 節 (R4-再-001 参照)完了

後に再度実施） 

令和 4 年 12 月 6 日（ボイラ水管交換完了後に再度実施、 

4.8.1 項参照） 

 

検査結果：合格 

 

   

写真 4.4-2 施設定期自主検査状況（左：検査前条件確認、右：運転圧力確認） 

 

4.4.4 トピックス 

(1) 補修作業 

① TUC 煙突避雷針補修作業 

中央運転管理室（TUC）裏に設置された煙突について、令和 4 年 8 月 4 日に

補修を実施した。本設備は、令和 3 年度に実施した劣化診断において、煙突

頂部に設置している避雷針と導線を接続する端子が避雷針支持管から外れて

いることが確認されたことから補修を実施した。更新状況を写真 4.4-3 に示

す。 

表 4.4-3 蒸気設備点検実績(2/2) 
設備名称等 点検期間 点検業者名 点検結果 

共同溝ガス検知器点検

等作業 

令和 4 年 12 月 21 日～12 月 22

日 

(株)タナックス 異常なし 

給水ポンプ分解整備作

業 

令和 5年 2月 13 日～2月 15 日 新日本空調(株) 異常なし 

汚水槽の清掃 令和 5 年 2 月 20 日 (有)東海共同企業 異常なし 

水処理装置点検等作業 令和 5 年 3 月 6 日～3 月 17 日 クリタ北関東(株) 異常なし 

 

4.4.3 検査等 

(1) ボイラ則に基づく性能検査 

性能検査の様子を写真 4.4-1 に示す。また、検査受検日を以下に示す。 

① 1 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 6 月 17 日 

② 2 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 1 日 

③ 3 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 7 月 15 日 

④ 5 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 8 月 26 日 

 

検査結果：合格 

 

   

写真 4.4-1 性能検査の様子（左：水ドラム外観検査、右：燃焼室外観検査） 

 

(2) 施設定期自主検査 

施設定期自主検査の実施状況を写真 4.4-2 に示す。また、検査受検日を以下に

示す。 

① 1 号ボイラ 

検査受検日：令和 4 年 6 月 23 日 
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写真 4.4-3 避雷針端子台（左：更新前・右：更新後） 

 

② 再処理用蒸気設備補修作業 

中央運転管理室に設置された再処理用蒸気設備（1 号ボイラ及び 3 号ボイ

ラ）について、令和 4 年 9 月 20 日～11 月 18 日、令和 5 年 1 月 10 日～3 月

16 日の期間で補修（計 246 本の水管交換）を実施した。本設備は、令和 3 年

度までに実施した非破壊検査の結果で減肉が確認されたことから補修を実施

した。 

 

③ 共同溝内還水配管等補修作業 

中央運転管理室及び共同溝に設置された還水配管について、令和 5 年 1 月

16 日～1 月 20 日、1 月 26 日の期間で補修を実施した。本設備は、日常点検

中において漏水等が確認されていたことから補修を実施した。補修状況を写

真 4.4-4 に示す。 

   

写真 4.4-4 補修状況（左：還水配管補修状況・右：還水配管補修完了後） 

 

④ 中央運転管理室避雷針補修作業 

中央運転管理室に設置された避雷針の基礎について、令和 5 年 3 月 6 日～

3 月 9 日の期間で補修を実施した。本設備は、以前に実施した建屋の健全性

確認において避雷針ベースプレートと下部 BOX との間に隙間が確認されたこ

とから補修を実施した。補修状況を写真 4.4-5 に示す。 
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写真 4.4-5 避雷針基礎（左：補修前・右：補修後） 

 

(2) 部品交換 

① ボイラ設備点検等作業において、給水制御弁等を交換した。 

② ボイラ計装機器点検作業において、pH 計の電極等を交換した。 

③ 動力盤等点検等作業において、蒸気流量積算計等を交換した。 

④ 共同溝ガス検知器点検等作業において、酸素濃度計等を交換した。 

⑤ 給水ポンプ分解整備作業において、主軸等を交換した。 

⑥ 水処理装置点検等作業において、脱気膜等を交換した。 

 

(3) 設備更新 

① TUC 自火報設備等更新作業 

中央運転管理室に設置された自火報設備（煙感知器、熱感知器、受信

機など）について、令和 5 年 1 月 16 日～1 月 20 日、1 月 26 日の期間で

更新を実施した。本設備は、自動火災報知設備の非火災報低減化活動と

して、設置後 15 年以上経過したものを中心に更新した。更新状況を写真

4.4-6 に示す。 

   

写真 4.4-6 更新状況（左：火災受信機（更新後）・右：煙感知器（更新後）） 

 

② ボイラ計装機器の更新 

中央運転管理室に設置されたボイラ計装機器（蒸気流量計、伝送器、

温度計など）について、令和 5 年 3 月 14 日～3 月 24 日の期間で更新を

   

写真 4.4-3 避雷針端子台（左：更新前・右：更新後） 

 

② 再処理用蒸気設備補修作業 

中央運転管理室に設置された再処理用蒸気設備（1 号ボイラ及び 3 号ボイ

ラ）について、令和 4 年 9 月 20 日～11 月 18 日、令和 5 年 1 月 10 日～3 月

16 日の期間で補修（計 246 本の水管交換）を実施した。本設備は、令和 3 年

度までに実施した非破壊検査の結果で減肉が確認されたことから補修を実施

した。 

 

③ 共同溝内還水配管等補修作業 

中央運転管理室及び共同溝に設置された還水配管について、令和 5 年 1 月

16 日～1 月 20 日、1 月 26 日の期間で補修を実施した。本設備は、日常点検

中において漏水等が確認されていたことから補修を実施した。補修状況を写

真 4.4-4 に示す。 

   

写真 4.4-4 補修状況（左：還水配管補修状況・右：還水配管補修完了後） 

 

④ 中央運転管理室避雷針補修作業 

中央運転管理室に設置された避雷針の基礎について、令和 5 年 3 月 6 日～

3 月 9 日の期間で補修を実施した。本設備は、以前に実施した建屋の健全性

確認において避雷針ベースプレートと下部 BOX との間に隙間が確認されたこ

とから補修を実施した。補修状況を写真 4.4-5 に示す。 

JAEA-Review 2023-051

- 33 -



実施した。本設備は、設置後約 30 年が経過し、劣化の兆候が確認された

ことから更新した。更新状況を写真 4.4-7 に示す。 

   

写真 4.4-7 更新状況（左：蒸気流量計（更新後）・燃料遠隔温度計（更新後）） 

 
③ 還水ポンプ制御盤の更新 

共同溝に設置された還水ポンプ制御盤一式について、令和 5 年 3 月 23

日～3 月 24 日の期間で更新を実施した。本設備は、令和 4 年 11 月に発

生した蒸気漏えいの影響により、盤表面のゆがみなどが発生したことか

ら更新した。更新状況を写真 4.4-8 に示す。 

   

写真 4.4-8 還水ポンプ制御盤（左：更新前・右：更新後） 

 

4.4.5 その他の実績 

(1) ボイラ水管の肉厚測定と水管交換作業 

中央運転管理室に設置されている再処理用ボイラ 3 基は、設置後 29 年を経過

しており、1 号ボイラは 3 回（平成 23 年 12 月、平成 25 年 6 月、平成 30 年 10

月）、3 号ボイラは 1 回（平成 30 年 7 月）、水管の腐食による漏水が発生してい

る。漏水の原因は、燃料の A 重油に含まれる硫黄分に起因する硫酸腐食である

と推定している 1)。 

腐食し漏水が発生した水管は施栓又は交換作業を行ってきているが、平成 30

年の漏水は同時期に複数のボイラで発生したため、蒸気設備の運転・保守方法

を見直し、水管の健全性確認（肉厚測定）2)を定期的に行い、腐食の進んでいる

水管を計画的に交換することとし、令和元年 12 月に再処理用ボイラ 3 基の水管
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の肉厚を測定した。その後、現在まで 1 回/年の頻度で肉厚測定を実施している。 

肉厚測定結果を表 4.4-4、肉厚測定の結果を踏まえて計画的に実施した水管

交換及び堆積物除去作業実績を表 4.4-5 に示す。 

 

表 4.4-4 肉厚測定結果 

（本） 

号機 種別 H25 R1 R2 R3 R4 

1 号 

ボイラ 

検査本数 799 399 400 400 400

設計上の 小値（0.7or1.0mm 以下） 8 4 0 0 0

メーカ推奨 小値（1.7or2.0mm 以下） 34 64 12 12 11

ボイラ構造規格 小値（2.0or2.3mm 以下） 71 84 79 78 121

2 号 

ボイラ 

検査本数 800 400 400 400 400

設計上の 小値（0.7or1.0mm 以下） 0 0 0 0 0

メーカ推奨 小値（1.7or2.0mm 以下） 1 1 1 1 2

ボイラ構造規格 小値（2.0or2.3mm 以下） 29 22 24 26 34

3 号 

ボイラ 

検査本数 800 400 225 203 400

設計上の 小値（0.7or1.0mm 以下） 0 0 0 0 0

メーカ推奨 小値（1.7or2.0mm 以下） 4 53 11 2 2

ボイラ構造規格 小値（2.0or2.3mm 以下） 45 93 63 9 15

5 号 

ボイラ 

検査本数 ― ― 400 400 400

設計上の 小値（0.7or1.0mm 以下） ― ― 0 0 0

メーカ推奨 小値（1.7or2.0mm 以下） ― ― 32 33 37

ボイラ構造規格 小値（2.0or2.3mm 以下） ― ― 29 34 35

 

表 4.4-5 水管交換及び堆積物除去作業実績 

号機 種別 H25 H30 R1 R2 R3 R4 

1 号 

ボイラ 

水管交換 9 本 ― 237 本 ― ― 135 本 

堆積物除去 ― ― 約 68.0kg ― ― 約 5.0kg

2 号 

ボイラ 

水管交換 ― ― ― ― ― ― 

堆積物除去 ― ― ― ― ― ― 

3 号 

ボイラ 

水管交換 ― 47 本 ― ― 314 本 111 本 

堆積物除去 ― 約 95.0kg ― ― 約 21.9kg 約 4.0kg

5 号 

ボイラ 

水管交換 ― ― ― ― ― ― 

堆積物除去 ― ― ― ― ― ― 

 

 

実施した。本設備は、設置後約 30 年が経過し、劣化の兆候が確認された

ことから更新した。更新状況を写真 4.4-7 に示す。 

   

写真 4.4-7 更新状況（左：蒸気流量計（更新後）・燃料遠隔温度計（更新後）） 
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共同溝に設置された還水ポンプ制御盤一式について、令和 5 年 3 月 23

日～3 月 24 日の期間で更新を実施した。本設備は、令和 4 年 11 月に発

生した蒸気漏えいの影響により、盤表面のゆがみなどが発生したことか

ら更新した。更新状況を写真 4.4-8 に示す。 

   

写真 4.4-8 還水ポンプ制御盤（左：更新前・右：更新後） 
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(1) ボイラ水管の肉厚測定と水管交換作業 

中央運転管理室に設置されている再処理用ボイラ 3 基は、設置後 29 年を経過

しており、1 号ボイラは 3 回（平成 23 年 12 月、平成 25 年 6 月、平成 30 年 10

月）、3 号ボイラは 1 回（平成 30 年 7 月）、水管の腐食による漏水が発生してい

る。漏水の原因は、燃料の A 重油に含まれる硫黄分に起因する硫酸腐食である

と推定している 1)。 

腐食し漏水が発生した水管は施栓又は交換作業を行ってきているが、平成 30

年の漏水は同時期に複数のボイラで発生したため、蒸気設備の運転・保守方法

を見直し、水管の健全性確認（肉厚測定）2)を定期的に行い、腐食の進んでいる

水管を計画的に交換することとし、令和元年 12 月に再処理用ボイラ 3 基の水管
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4.5 電気設備 

特別高圧変電所（以下「特高変電所」という。）は、1958 年（昭和 33 年）に設置され

60kV 受電で運用を開始し、1984 年（昭和 59 年）に設備の増強を行うとともに受電電圧

を 154kV に変更し、現在に至っている。特高変電所では東京電力パワーグリッド（株）茨

城変電所から村松線（1 号線及び 2 号線）によって 154kV で受電し、変圧器で 6.6kV に

降圧した後、各施設（二次変電設備）に供給している。配電系統図を図 4.5-1 に示す。 

また、サイクル研内各所に非常用発電機を 16 台配備し、停電時においても電気が供

給できるよう備えている。さらに、平成 25 年 3 月には、南東地区に屋外軽油タンク（約

195kL×2 基）を設置し、緊急時に備えた非常用発電機等の燃料備蓄を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5-1 配電系統図 
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4.5.1 電気の供給 

(1) 各部・センターの供給実績 

サイクル研(旧本部を含む)の各部・センター別使用電力量を表 4.5-1 に、所全

体の月別使用電力量を図 4.5-2 及び各部・センター別電力使用料金を表 4.5-2 に

示す。表及び図から、年間では夏季(特に 7 月、8 月、9 月)の 大電力及び電力使

用量が多い。これは施設の空調(冷房)に使用される電力であり、夏季特有のもの

である。R4 年度の 大電力については、研究所全体の節電対応の結果、契約電力

18,600kW に対して 18,032kW だった。 

 

表 4.5-1 各部・センター別使用電力量 

 

 

図 4.5-2 令和 4 年度 サイクル研及び旧本部の月別使用電力量 

 

場所 旧本部 保安管理部 工務技術部 放射線管理部 環境センター 再処理センター プル燃センター 総務・共生/労務課 事業所合計 東電検針値 最大電力
月 kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kW

4月 26,173.7 32,714.0 667,868.5 81,782.5 883,687.0 5,919,010.4 1,673,926.8 36,989.3 9,322,152 9,322,152 15,232
5月 23,249.5 28,832.6 820,703.4 75,580.2 922,452.7 6,145,498.6 1,745,938.6 30,968.1 9,793,224 9,793,224 15,512
6月 32,891.2 30,612.4 900,147.1 94,064.9 1,125,564.2 6,338,580.7 1,716,787.4 36,512.5 10,275,160 10,275,160 17,752
7月 33,235.8 34,071.0 1,028,285.8 115,232.9 1,227,740.2 6,956,201.3 1,635,400.5 39,352.4 11,069,520 11,069,520 17,584
8月 34,971.7 34,534.7 1,084,311.8 109,662.3 1,218,510.4 6,970,340.0 1,781,624.3 41,140.4 11,275,096 11,275,096 18,032
9月 26,664.5 32,157.5 1,014,288.8 106,374.0 1,153,382.0 6,355,391.8 1,793,598.3 36,454.7 10,518,312 10,518,312 17,472
10月 22,628.0 30,667.3 841,966.7 84,093.3 997,645.7 6,218,957.5 1,886,664.3 33,833.4 10,116,456 10,116,456 15,792
11月 24,598.2 33,453.5 642,440.1 86,346.9 892,265.0 5,945,149.3 1,573,088.3 40,418.7 9,237,760 9,237,760 14,728
12月 33,482.3 47,874.6 600,672.9 105,677.8 1,032,759.7 6,183,127.7 1,420,703.7 53,029.4 9,477,328 9,477,328 15,008
1月 39,085.6 49,204.8 676,138.8 110,242.7 1,054,720.5 6,115,309.3 1,675,604.8 59,141.4 9,779,448 9,779,448 15,904
2月 34,176.9 41,563.5 624,996.4 99,610.2 971,146.9 5,515,655.0 1,584,025.0 50,074.5 8,921,248 8,921,248 15,680
3月 27,398.4 35,978.0 622,815.4 89,527.4 968,025.4 6,102,497.2 1,642,931.0 41,355.4 9,530,528 9,530,528 14,840

合計 358,555.8 431,663.9 9,524,635.7 1,158,195.1 12,447,899.7 74,765,718.8 20,130,293.0 499,270.2 119,316,232 119,316,232 18,032
Max
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4.5.2 受変電設備の点検実績 

運転課所掌の受変電設備等における点検実績を表 4.5-3～表 4.5-7 に示す。 
 

表 4.5-3 特高変電所点検実績 

 
表 4.5-4 プル燃関係点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 
UF 変電室 

令和 4 年 12 月 5 日 
～令和 4 年 12 月 9 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 
ATR 変電室 異常なし 
PWTF 変電室 異常なし 
非常用予備発電棟(BB) 異常なし 
FBR 変電室 

直営点検 
異常なし 

第 2PWSF 変電室 異常なし 
ウラン貯蔵庫 異常なし 
プル第 1 変電室 

令和 5 年 1月 31 日 
～令和 5 年 2 月 3 日 

三菱電機プラントエ
ンジニアリング（株） 

異常なし 
プル第 2 変電室 異常なし 
プル警備所キュービクル 宇賀神電機（株） 異常なし 
燃料製造機器試験室 
キュービクル 直営点検 

異常なし 

集合体キュービクル 異常なし 

 
表 4.5-5 環境関係点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 
第 1 実規模変電所 令和 4 年 8月 29 日 

～令和 4年 8月 30日
明工産業（株） 

異常なし 
第 2 実規模変電所 異常なし 

ウラン濃縮電気室 

令和 4 年 10 月 4 日 
～令和 4 年 10 月 5 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

L 棟キュービクル 
宇賀神電機（株） 

異常なし 
J 棟電気室 異常なし 
第 2 ウラン貯蔵庫キュー
ビクル 

直営点検 

異常なし 

M 棟キュービクル 異常なし 
計測機器校正施設キュー
ビクル 

異常なし 

QUALITY 令和 4 年 10 月 24 日 
～令和4年10月26日

直営点検（1号系） 
異常なし （株）明電エンジニア

リング（2 号系） 
第 2UWSF 直営点検 異常なし 
ENTRY 第 1 試験棟 

令和 4 年 11 月 9 日 
～令和4年11月10日

八洲電機（株） 異常なし 
ENTRY 第 2 試験棟 

直営点検 

異常なし 
ENTRY 研究棟 異常なし 
一般雑芥廃棄物焼却施設
電気室 

異常なし 

CPF 
令和 5 年 2月 6 日 
～令和 5 年 2 月 10 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 
受電ユニット 

令和 5 年 2月 27 日 
～令和 5 年 3 月 3 日 

（株）東光高岳 

異常なし 
母連ユニット 異常なし 
変圧器ユニット 異常なし 
No.1・No.2 シェルター 異常なし 
特高監視室 異常なし 
付帯設備 異常なし 
No.3 シェルター 八洲電機（株） 異常なし 
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表 4.5-6 再処理施設関係点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 
第 13 変電所 

令和 4 年 9月 12 日 
～令和 4 年 9 月 16 日

八洲電機（株） 異常なし 

第 1 変電所 
（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 2 変電所 明工産業（株） 異常なし 

LWTF 技術開発棟 令和 4 年 9月 26 日 
～令和 4 年 9 月 30 日

一般財団法人 
関東電気保安協会 

異常なし 

LWTF 発電機棟 明工産業（株） 異常なし 

中間開閉所 

令和 4 年 12 月 12 日 
～令和4年12月16日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 3 変電所 明工産業（株） 異常なし 
第 1LASWS 変電所 明工産業（株） 異常なし 

AS-Ⅰ変電所 
一般財団法人 
関東電気保安協会 

異常なし 

第 4 変電所 富士電機（株） 異常なし 

第 5 変電所 
東芝三菱電機産業シ
ステム（株） 

異常なし 

第二中間開閉所 

令和 5 年 1月 23 日 
～令和 5 年 1 月 27 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 6 変変電所 
（株）戸上電機製作所 

異常なし 
第 7 変電所 異常なし 
第 8 変電所 異常なし 
第 9 変電所 明工産業（株） 異常なし 
第 10 変電所 一般財団法人 

関東電気保安協会 
異常なし 

第 14 変電所 異常なし 

RETF 
令和 5 年 2月 14 日 
～令和 5 年 2 月 17 日

直営点検 異常なし 

TVF 
令和 5 年 3月 6 日 
～令和 5 年 3 月 10 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 
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表 4.5-7 その他（一般施設）点検実績（1/2） 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

TUC 

令和 4 年 11 月 9 日 

～令和4年11月10

日 

直営点検（1号系） 異常なし 

（株）明電エンジニア

リング（2 号系） 
異常なし 

旧本社キュービクル 
令和 4 年 11 月 25 日 直営点検 

異常なし 

旧本社電源切替盤 異常なし 

支援施設非常系キュービク

ル 

令和 4 年 12 月 19 日
宇賀神電機（株） 

異常なし 

安全管理棟 A 非常系キュー

ビクル 
異常なし 

高圧分岐盤 直営点検 異常なし 

給水監視棟（常用系） 令和 4 年 12 月 19 日 直営点検 異常なし 

支援施設常用系キュービク

ル 

令和 4 年 12 月 20 日

直営点検 

異常なし 

支援施設高圧分岐盤 異常なし 

建設工務管理棟キュービク

ル 
異常なし 

第 2 検査キュービクル 異常なし 

構内食堂キュービクル 異常なし 

保安管理・研修合同棟キュ

ービクル 
異常なし 

雑排水処理場常用系キュー

ビクル 
異常なし 

緊急時対策所キュービクル 

宇賀神電機（株） 

異常なし 

安全管理棟 A 常用系キュー

ビクル 
異常なし 

安全管理棟 C キュービクル 異常なし 

第 1 検査キュービクル 異常なし 

応用試験棟 A キュービクル 

令和 4 年 12 月 21 日 直営点検 

異常なし 

応用試験棟 B キュービクル 異常なし 

レーザー試験棟キュービク

ル 
異常なし 

事務棟本館常用系キュービ

クル 

令和 4 年 12 月 21 日

宇賀神電機（株） 

異常なし 

技術管理第 1 棟キュービク

ル 
異常なし 

正門警備所キュービクル 異常なし 

放射線保健室キュービクル 
直営点検 

異常なし 

展示館キュービクル 異常なし 

A 棟シェルター 

令和 4 年 12 月 22 日

宇賀神電機（株） 

異常なし 

雑排水処理場非常系キュー

ビクル 
異常なし 

F/B 棟キュービクル 

直営点検 

異常なし 

工学試験棟キュービクル 異常なし 

モックアップ試験棟 A キュ

ービクル 
異常なし 

モックアップ試験棟 B キュ

ービクル 
異常なし 

  

表 4.5-6 再処理施設関係点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 
第 13 変電所 

令和 4 年 9月 12 日 
～令和 4 年 9 月 16 日

八洲電機（株） 異常なし 

第 1 変電所 
（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 2 変電所 明工産業（株） 異常なし 

LWTF 技術開発棟 令和 4 年 9月 26 日 
～令和 4 年 9 月 30 日

一般財団法人 
関東電気保安協会 

異常なし 

LWTF 発電機棟 明工産業（株） 異常なし 

中間開閉所 

令和 4 年 12 月 12 日 
～令和4年12月16日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 3 変電所 明工産業（株） 異常なし 
第 1LASWS 変電所 明工産業（株） 異常なし 

AS-Ⅰ変電所 
一般財団法人 
関東電気保安協会 

異常なし 

第 4 変電所 富士電機（株） 異常なし 

第 5 変電所 
東芝三菱電機産業シ
ステム（株） 

異常なし 

第二中間開閉所 

令和 5 年 1月 23 日 
～令和 5 年 1 月 27 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 

第 6 変変電所 
（株）戸上電機製作所 

異常なし 
第 7 変電所 異常なし 
第 8 変電所 異常なし 
第 9 変電所 明工産業（株） 異常なし 
第 10 変電所 一般財団法人 

関東電気保安協会 
異常なし 

第 14 変電所 異常なし 

RETF 
令和 5 年 2月 14 日 
～令和 5 年 2 月 17 日

直営点検 異常なし 

TVF 
令和 5 年 3月 6 日 
～令和 5 年 3 月 10 日

（株）明電エンジニア
リング 

異常なし 
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表 4.5-7 その他（一般施設）点検実績（2/2） 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

ウラン系廃棄物貯蔵施設キ

ュービクル 令和 4 年 12 月 22 日 直営点検 
異常なし 

田向門警備所キュービクル 異常なし 

事務棟本館非常系キュービ

クル 

令和 4 年 12 月 23 日 直営点検 

異常なし 

給水施設監視棟非常系電気

室 
異常なし 

緊急時予備電源・PAS 異常なし 
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4.5.3 直流電源装置の点検実績 

運転課所掌の直流電源装置の点検実績を表 4.5-8 に示す。 

点検期間：（上期）令和 4 年 9 月 1 日～令和 4 年 9 月 30 日 

（下期）令和 5 年 1 月 10 日～令和 5年 2 月 2 日 

点検業者：東神電池工業（株） 

 

表 4.5-8 直流電源装置点検実績 

作業場所 点検結果 作業場所 点検結果 

プル第 1 変電室 異常なし 再処理第 14 変電所電気室 異常なし 

プル第 2 変電室 異常なし LWTF 発電機棟電気室 異常なし 

FBR 電気室 異常なし LWTF 技術開発棟電気室 異常なし 

ATR 電気室 ※1 中央運転管理室電気室 ※2 

非常用予備発電機棟電気室 異常なし 特高変電所監視室 異常なし 

濃縮付属機械室電気室 異常なし 第 2PWSF 電気室 異常なし 

第 2UWSF 電気室 異常なし CPF発電機室(直流安定化電源) 異常なし 

ENTRY 研究棟電気室 異常なし 再処理第二中間開閉所電気室 異常なし 

ENTRY第2試験棟電気室(負荷電

圧補償装置) 

異常なし 実規模開発試験室電気室 異常なし 

QUALITY 電気室 異常なし 第 2 実規模開発試験室電気室 異常なし 

QUALITY 発電機室 異常なし 再処理第 11 変電所電気室 異常なし 

再処理中間開閉所電気室 異常なし RETF 電気室 異常なし 

再処理第 5変電所電気室 異常なし 再処理第 13 変電所電気室 異常なし 

※1：整流器出力ブレーカーの動作不良及び蓄電池については電槽のひび割れ、端子部の発錆・

傾き、極板の伸びの著しい悪化が確認（仮設蓄電池への切り替えを実施）。 

※2： 

① 直流電源装置：整流器において交流入力ブレーカーのトリップ不良、蓄電池においては電

圧不良が発生（装置一式の更新を実施）。 

② 無停電電源装置：電池の電圧不良が発生（バイパス処置を実施）。 

 

4.5.4 DC 電源装置の点検実績 

運転課所掌の DC 電源装置の点検実績を表 4.5-9 に示す。 

点検期間：（上期）令和 4 年 8 月 23 日～令和 4年 8 月 31 日 

（下期）令和 5 年 2 月 7 日～令和 5年 2 月 15 日 

点検業者：（株）明電エンジニアリング 

 

表 4.5-9 DC 電源装置点検実績 

作業場所 点検結果 作業場所 点検結果 

PWTF 電気室 異常なし プル UF 電気室 異常なし 

中央運転管理室発電機室 異常なし 再処理第 1変電所電気室 異常なし 

LWTF 発電機棟発電機室 異常なし 再 UC 発電機室 異常なし 

TVF 発電機室 異常なし  

表 4.5-7 その他（一般施設）点検実績（2/2） 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

ウラン系廃棄物貯蔵施設キ

ュービクル 令和 4 年 12 月 22 日 直営点検 
異常なし 

田向門警備所キュービクル 異常なし 

事務棟本館非常系キュービ

クル 

令和 4 年 12 月 23 日 直営点検 

異常なし 

給水施設監視棟非常系電気

室 
異常なし 

緊急時予備電源・PAS 異常なし 
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4.5.5 非常用発電設備の点検実績 

運転課所掌の非常用発電設備の点検実績を表 4.5-10 に示す。 

 

表 4.5-10 非常用発電設備点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

再処理中間開閉所 令和4年7月 11日～令和

4 年 7 月 16 日 

（株）明電エンジニア

リング 

異常なし 

LWTF 令和4年7月 19日～令和

4 年 7 月 22 日 

異常なし 

再 UC 令和4年8月 22日～令和

4 年 8 月 27 日 

異常なし 

TUC 令和 4 年 10 月 17 日～令

和 4 年 10 月 19 日 

異常なし 

BB 令和 4 年 10 月 20 日～令

和 4 年 10 月 22 日 

異常なし 

UF(FBR 機) 令和 4 年 11 月 21 日～令

和 4 年 11 月 23 日 

異常なし 

UF(PWTF 機) 令和 4 年 11 月 24 日～令

和 4 年 11 月 26 日 

異常なし 

TVF 令和5年1月 11日～令和

5 年 1 月 13 日 

異常なし 

再処理第二中間開閉所 令和5年1月 16日～令和

5 年 1 月 21 日 

異常なし 

QUALITY 令和 4 年 10 月 11 日～令

和 4 年 10 月 14 日 

八洲電機（株） 異常なし 

CPF 令和 4 年 11 月 28 日～令

和 4 年 12 月 3 日 

三菱電機プラントエン

ジニアリング（株） 

異常なし 
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4.5.6 検査等 

各保安規定等により定められた施設及び設備について、表 4.5-11 の通り検査

を実施した。 

 

表 4.5-11 令和 4 年度検査一覧表 

 施 設 定

期 自 主

検査 

「 非 常

用 発 電

機 の 作

動試験」 

定 期 事

業 者 検

査 

「 非 常

用 発 電

機 の 作

動試験」 

施 設 定

期 自 主

検査 

「 タ ン

ク ロ ー

リ ー の

作 動 試

験」 

定 期 事

業 者 検

査 

「 緊 急

時 対 応

設 備 の

確認」 

施 設 定

期 自 主

検査 

「建屋、

構 築 物

の 健 全

性確認」

定 期 事

業 者 検

査 

「建屋、

構 築 物

の 健 全

性確認」

施 設 管

理 自 主

検査 

「 非 常

用 発 電

機 の 作

動試験」

施 設 管

理 定 期

検査 

「 非 常

用 発 電

機 の 自

動 起 動

検査」 

施 設 管

理 自 主

確認 

「 非 常

用 発 電

機 の 自

動 起 動

検査」 

施 設 管

理 の た

め の 検

査 

「 非 常

用 発 電

機 の 作

動試験」 

自 主 検

査 

「 非 常

用 発 電

機 の 作

動試験」

再 UC R4.9.16 R4.12.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

再 処 理

中 間 開

閉所 

R4.12.16 R4.12.16 ― ― R5.3.17
R5.3.30

～3.31
― ― ― ― ― 

再 処 理

第 二 中

間 開 閉

所 

R5.1.27 R5.3.17 ― ― R5.3.17
R5.3.30

～3.31
― ― ― ― ― 

TVF R5.3.10 R5.3.17 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

プル UF ― ― ― ― ― ― R4.12.9 R5.1.30 ― ― ― 

非 常 用

予 備 発

電機棟 

― ― ― ― ― ― R4.12.10 R5.1.31 ― ― ― 

CPF ― ― ― ― ― ― ― ― R5.2.10 R5.3.16 ― 

TUC ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― R4.11.10

タ ン ク

ロ ー リ

ー 

― ― R5.3.8 
R5.3.23

～3.24
― ― ― ― ― ― ― 

 

 

4.5.5 非常用発電設備の点検実績 

運転課所掌の非常用発電設備の点検実績を表 4.5-10 に示す。 

 

表 4.5-10 非常用発電設備点検実績 

作業場所 点検期間 点検業者名 点検結果 

再処理中間開閉所 令和4年7月 11日～令和

4 年 7 月 16 日 

（株）明電エンジニア

リング 

異常なし 

LWTF 令和4年7月 19日～令和

4 年 7 月 22 日 

異常なし 

再 UC 令和4年8月 22日～令和

4 年 8 月 27 日 

異常なし 

TUC 令和 4 年 10 月 17 日～令

和 4 年 10 月 19 日 

異常なし 

BB 令和 4 年 10 月 20 日～令

和 4 年 10 月 22 日 

異常なし 

UF(FBR 機) 令和 4 年 11 月 21 日～令

和 4 年 11 月 23 日 

異常なし 

UF(PWTF 機) 令和 4 年 11 月 24 日～令

和 4 年 11 月 26 日 

異常なし 

TVF 令和5年1月 11日～令和

5 年 1 月 13 日 

異常なし 

再処理第二中間開閉所 令和5年1月 16日～令和

5 年 1 月 21 日 

異常なし 

QUALITY 令和 4 年 10 月 11 日～令

和 4 年 10 月 14 日 

八洲電機（株） 異常なし 

CPF 令和 4 年 11 月 28 日～令

和 4 年 12 月 3 日 

三菱電機プラントエン

ジニアリング（株） 

異常なし 
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4.5.7 トピックス 

(1) 部品交換等 

① 再処理第 4 変電所において、遮断器「TCB（2 台）」を「VCB（2 台）」へ更新し

た。 

② 第 1 検査キュービクルにおいて、保護継電器 2 台更新した。 

③ F/B 棟キュービクルにおいて、保護継電器 2 台更新した。 

④ 事務棟本館非常系キュービクルにおいて、保護継電器 1 台更新した。 

 

(2) 設備更新 

中央運転管理室電気室に設置している直流電源装置の更新を実施した。本設

備は、整流器において交流入力ブレーカーのトリップ不良、蓄電池においては電

圧不良が発生しており、バイパス処置を実施していた。この処置は応急的なもの

であり、緊急時に負荷への給電が困難となるおそれがあったことから令和 5 年 3

月 14 日から令和 5 年 3 月 23 日の期間で更新を実施した。なお、直流電源装置

は非常用発電機の制御電源等に使用されており、更新に伴う長時間の停止が困

難であることから仮設蓄電池を設置し実施した。更新した直流電源装置を写真

4.5-1 に、仮設蓄電池等の設置状況を写真 4.5-2 に示す。 

 

    

写真 4.5-1 直流電源装置（左：既設、右：新設） 

 

 

写真 4.5-2 仮設蓄電池等の設置状況 
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(3) 非常用発電機過給機点検 

東京電力ホールディングス（株）柏崎刈羽原子力発電所 1 号機で発生した、

非常用ディーゼル発電機 (B)過給機軸固着事象に関連した水平展開対応として、

第二中間開閉所非常用ディーゼル発電機の過給機のレーシングワイヤ等の調査

（レーシングワイヤ孔位置の計測、タービンブレードファツリーブの非破壊検

査）を実施した。調査の結果、異常がないことが確認された。検査状況を写真

4.5-3 に示す。 

 

   

写真 4.5-3 超音波探傷検査 

 

(4) その他 

① ATR 電気室における直流電源装置（蓄電池）仮設対応 

ATR 電気室に設置されている直流電源装置の点検の結果、整流器出力ブレー

カーの動作不良が確認され、また、蓄電池については経年劣化による電槽のひ

び割れ、端子部の発錆・傾き、極板の伸びの著しい悪化が確認された。この状

態で運用を続けた場合、端子部が断裂・脱落する可能性が示唆されたため、令

和 5 年 2 月 3 日に仮設蓄電池への負荷振替作業を行った。蓄電池のひび割れ

状況を写真 4.5-4 に、仮設蓄電池の設置状況を写真 4.5-5 に示す。 

 

   

写真 4.5-4 蓄電池のひび割れ、端子の傾き 

4.5.7 トピックス 

(1) 部品交換等 

① 再処理第 4 変電所において、遮断器「TCB（2 台）」を「VCB（2 台）」へ更新し

た。 

② 第 1 検査キュービクルにおいて、保護継電器 2 台更新した。 

③ F/B 棟キュービクルにおいて、保護継電器 2 台更新した。 

④ 事務棟本館非常系キュービクルにおいて、保護継電器 1 台更新した。 

 

(2) 設備更新 

中央運転管理室電気室に設置している直流電源装置の更新を実施した。本設

備は、整流器において交流入力ブレーカーのトリップ不良、蓄電池においては電

圧不良が発生しており、バイパス処置を実施していた。この処置は応急的なもの

であり、緊急時に負荷への給電が困難となるおそれがあったことから令和 5 年 3

月 14 日から令和 5 年 3 月 23 日の期間で更新を実施した。なお、直流電源装置

は非常用発電機の制御電源等に使用されており、更新に伴う長時間の停止が困

難であることから仮設蓄電池を設置し実施した。更新した直流電源装置を写真

4.5-1 に、仮設蓄電池等の設置状況を写真 4.5-2 に示す。 

 

    

写真 4.5-1 直流電源装置（左：既設、右：新設） 

 

 

写真 4.5-2 仮設蓄電池等の設置状況 
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写真 4.5-5 仮設蓄電池の設置状況 

 
② 受変電設備年次点検の直営点検による点検費用の削減 

受変電設備は、電気工作物保安規程等に基づき定期的に年次点検を行う必

要がある。平成 19 年度より、設備の直営点検を開始した。年々、可能な範囲

で点検箇所を拡大し、現在では外注費用として年間約 90 百万円の削減効果を

得ている。削減した資金については、期首予算で実施できなかった設備更新、

部品交換等のうち優先度の高い案件に充当した。 

 

4.6 夜間監視要員の削減 

ユーティリティ（電気、蒸気等）の安定供給を確保するとともに、異常の早期発見、

迅速な応急措置を講じるため、交替勤務にて 24 時間の監視体制としている（表 4.6-1）。 

平成 16 年度までは合計 44 名を交替勤務者としていたが、以降、再処理施設内は再 UC

監視室での集中監視システム導入による人員削減や、予算削減に伴う人員配置の見直し

を進めた。夜間・休日の監視要員については、平成 27 年度より再 UC1 名（H17 年度～

H19 年度末：3 名、H20 年度～H26 年度末：2 名）、TUC1 名（～H26 年度末：2 名）となっ

たが、特高変電所の監視員が再 UC の監視員と、プル UF の監視員が TUC の監視員と密に

連絡をとることで、ユーティリティの安定供給に努めている。 

 

表 4.6-1 交替勤務者体制 

  H15～ H16

年度 

H17～ H19

年度 

H20～ H21

年度 

H22～ H26

年度 

H27 ～ R4

年度 

電気 特高（CPF 含む） 8 人 8 人 8 人 8 人 8 人 

再 UC 16 人 12 人 8 人 8 人 4 人 

プル UF 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

機械 TUC 8 人 8 人 8 人 8 人 4 人 

プル UF 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

給水・排水 4 人 4 人 4 人 0 人 0 人 

合 計 44 人 40 人 36 人 32 人 24 人 
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4.7 原子力規制検査・巡視実績 

4.7.1 再処理施設 

(1) 原子力規制検査（机上検査） 

① 実施日 ：令和 4 年 4 月 26 日 

検査項目：サーベイランス試験ガイド「4.2(1)標準的な検査」 

対象設備：ガラス固化技術開発施設の非常用発電機 

② 実施日 ：令和 4 年 8 月 30 日 

検査項目：サーベイランス試験ガイド「4.2(1)標準的な検査」 

対象設備：再処理ユーティリティ施設の非常用発電機 

③ 実施日 ：令和 4 年 9 月 26 日 

検査項目：基本検査運用ガイド「自然災害防護」、「4.2(1) 外部電源及び代替

交流電源システムの準備状況及び（2）季節ごとの極端な気象条件

に対する対応策」 

対象設備：再処理施設関係設備 

 

(2) 原子力規制検査（現場巡視） 

① 実施日 ：令和 4 年 4 月 19 日 

巡視場所：第二中間開閉所、低放射性濃縮廃液貯蔵施設（第 14 変電所）、第

二高放射性固体廃棄物貯蔵施設（第 9 変電所）、第二アスファル

ト固化体貯蔵施設（第 8 変電所） 

② 実施日 ：令和 4 年 5 月 19 日 

巡視場所：特高変電所、中央運転管理室 

③ 実施日 ：令和 4 年 6 月 21 日 

巡視場所：再処理ユーティリティ施設（発電機室、第 2 及び第 13 変電所等）、

ガラス固化技術開発棟（第 11 変電所）、ガラス固化技術管理棟（発

電機室） 

④ 実施日 ：令和 4 年 7 月 22 日 

巡視場所：中間開閉所、プルトニウム転換技術開発施設（第 5 変電所）、ア

スファルト固化体貯蔵施設（アスファルト変電所） 

⑤ 実施日 ：令和 4 年 8 月 23 日 

巡視場所：再処理ユーティリティ施設（発電機室） 

⑥ 実施日 ：令和 4 年 9 月 8 日 

巡視場所：共同溝（特高変電所～再処理施設） 

⑦ 実施日 ：令和 4 年 10 月 12 日 

巡視場所：第二中間開閉所、低放射性濃縮廃液貯蔵施設（第 14 変電所）、焼

却施設（第 10 変電所）、ウラン脱硝施設（第 7 変電所） 

⑧ 実施日 ：令和 4 年 12 月 12 日 

巡視場所：中間開閉所 

   

写真 4.5-5 仮設蓄電池の設置状況 

 
② 受変電設備年次点検の直営点検による点検費用の削減 

受変電設備は、電気工作物保安規程等に基づき定期的に年次点検を行う必

要がある。平成 19 年度より、設備の直営点検を開始した。年々、可能な範囲

で点検箇所を拡大し、現在では外注費用として年間約 90 百万円の削減効果を

得ている。削減した資金については、期首予算で実施できなかった設備更新、

部品交換等のうち優先度の高い案件に充当した。 

 

4.6 夜間監視要員の削減 

ユーティリティ（電気、蒸気等）の安定供給を確保するとともに、異常の早期発見、

迅速な応急措置を講じるため、交替勤務にて 24 時間の監視体制としている（表 4.6-1）。 

平成 16 年度までは合計 44 名を交替勤務者としていたが、以降、再処理施設内は再 UC

監視室での集中監視システム導入による人員削減や、予算削減に伴う人員配置の見直し

を進めた。夜間・休日の監視要員については、平成 27 年度より再 UC1 名（H17 年度～

H19 年度末：3 名、H20 年度～H26 年度末：2 名）、TUC1 名（～H26 年度末：2 名）となっ

たが、特高変電所の監視員が再 UC の監視員と、プル UF の監視員が TUC の監視員と密に

連絡をとることで、ユーティリティの安定供給に努めている。 

 

表 4.6-1 交替勤務者体制 

  H15～ H16

年度 

H17～ H19

年度 

H20～ H21

年度 

H22～ H26

年度 

H27 ～ R4

年度 

電気 特高（CPF 含む） 8 人 8 人 8 人 8 人 8 人 

再 UC 16 人 12 人 8 人 8 人 4 人 

プル UF 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

機械 TUC 8 人 8 人 8 人 8 人 4 人 

プル UF 4 人 4 人 4 人 4 人 4 人 

給水・排水 4 人 4 人 4 人 0 人 0 人 

合 計 44 人 40 人 36 人 32 人 24 人 
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⑨ 実施日 ：令和 5 年 3 月 9 日 

巡視場所：中間開閉所 

 

(3) 原子力規制検査（不適合（トラブル）関係） 

① 実施日：令和 4 年 5 月 26 日 

内 容：上水（飲料水）埋設配管からの漏水 

② 実施日：令和 4 年 11 月 7 日 

内 容：プルセンター敷地内の付属機械室における火報吹鳴及び再処理施設

用蒸気供給配管からの漏えい 

③ 実施日：令和 4 年 11 月 28 日 

内 容：再処理施設用蒸気供給配管からの漏えい 

④ 実施日：令和 5 年 2 月 15 日 

内 容：再処理施設用蒸気供給配管の伸縮継手からの漏えい（不適合管理の

状況） 

 

4.7.2 使用施設 

(1) 原子力規制検査（机上検査） 

① 実施日 ：令和 4 年 8 月 31 日 

検査項目：基本検査運用ガイド サーベイランス試験(BO000010R1) 

対象設備：高レベル放射性物質研究施設（受変電設備及び非常用発電設備） 

 

(2) 原子力規制検査（現場巡視） 

① 実施日 ：令和 5 年 2 月 2 日 

巡視場所：プル第 1 変電所、プル第 2 変電所、プル UF（非常用発電設備） 

② 実施日 ：令和 5 年 3 月 24 日 

巡視場所：非常用予備発電棟 

 

(3) 原子力規制検査（不適合（トラブル）関係） 

① 実施日 ：令和 4 年 5 月 27 日 

内 容 ：上水（飲料水）の供給停止（断水）を伴う漏水箇所の補修方法等

の対応について 
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4.8 高経年化対応実績 

令和 4 年度は、安全・核セキュリティ統括本部より、高経年化対応予算として約

1.3 億円が配賦された。 

 

4.8.1 ボイラ水管交換作業 

(1) 契約内容 

契約番号 ：0402C01991 

契約件名 ：再処理用蒸気設備補修作業 

契約相手先 ：川重冷熱工業（株） 

契約期間 ：令和 4 年 8 月 3 日から令和 5 年 3 月 24 日 

契約金額 ：114,400,000 円（税込み） 

契約仕様 ：ボイラの水管交換（1 号ボイラ：134 本、3 号ボイラ 111 本）及び

水管交換に伴う準備・水管交換後の復旧（134 本）、ボイラ水管の

納品（127 本）等 

 

(2) 実績 

令和 4 年 9 月 30 日、11 月 11 日にボイラ水管を納品（計 127 本）した。 

令和 4 年 9 月 20 日～11 月 22 日の期間で 3 号ボイラの水管交換（111 本）、水

管交換に伴う準備、水管交換後の復旧を実施し、令和 5 年 1 月 10 日～3 月 16 日

の期間で 1 号ボイラの水管交換（134 本）、水管交換に伴う準備、水管交換後の

復旧を実施した（図 4.8-1、図 4.8-2 参照）。 

 

 

⑨ 実施日 ：令和 5 年 3 月 9 日 

巡視場所：中間開閉所 

 

(3) 原子力規制検査（不適合（トラブル）関係） 

① 実施日：令和 4 年 5 月 26 日 

内 容：上水（飲料水）埋設配管からの漏水 

② 実施日：令和 4 年 11 月 7 日 

内 容：プルセンター敷地内の付属機械室における火報吹鳴及び再処理施設

用蒸気供給配管からの漏えい 

③ 実施日：令和 4 年 11 月 28 日 

内 容：再処理施設用蒸気供給配管からの漏えい 

④ 実施日：令和 5 年 2 月 15 日 

内 容：再処理施設用蒸気供給配管の伸縮継手からの漏えい（不適合管理の

状況） 

 

4.7.2 使用施設 

(1) 原子力規制検査（机上検査） 

① 実施日 ：令和 4 年 8 月 31 日 

検査項目：基本検査運用ガイド サーベイランス試験(BO000010R1) 

対象設備：高レベル放射性物質研究施設（受変電設備及び非常用発電設備） 

 

(2) 原子力規制検査（現場巡視） 

① 実施日 ：令和 5 年 2 月 2 日 

巡視場所：プル第 1 変電所、プル第 2 変電所、プル UF（非常用発電設備） 

② 実施日 ：令和 5 年 3 月 24 日 

巡視場所：非常用予備発電棟 

 

(3) 原子力規制検査（不適合（トラブル）関係） 

① 実施日 ：令和 4 年 5 月 27 日 

内 容 ：上水（飲料水）の供給停止（断水）を伴う漏水箇所の補修方法等

の対応について 
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図 4.8-1 1 号ボイラ交換対象水管 

 

 
図 4.8-2 3 号ボイラ交換対象水管 
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4.8.2  第二中間開閉所受変電設備高経年化機器・部品の交換等 

(1) 契約内容 

契約番号 ：0402C02201 

契約件名 ：第二中間開閉所受変電設備高経年化機器・部品の購入 

契約相手先 ：（株）明電エンジニアリング 

契約期間 ：令和 4 年 8 月 9 日から令和 5 年 3 月 31 日 

契約金額 ：13,200,000 円 

購入品仕様 ： 表 4.8-1 のとおり 

 

 表 4.8-1 購入品仕様 

名称 型式 製造者 台数 備考 

保護継電器 MF80S1-C01A （株）明電舎 4 相当品可 

保護継電器 NTG-103A （株）明電舎 2 相当品可 

真空遮断器 VBJD-6220-ML-S （株）明電舎 3 相当品可 

 

(2) 実績 

令和 5 年 3 月 24 日に、購入品が第二中間開閉所に納品された。購入した機器

は、令和 5 年度の定期点検において交換予定である（写真 4.8-1 参照）。 

   

 写真 4.8-1 交換部品（左：保護継電器(6 台)・右：真空遮断器(3 台)） 

 

4.9 ESCO 事業導入の検討 

令和元年度から原子力機構として ESCO 事業を用いてエネルギー使用量の多い設備

の更新ができないか検討してきた。建設部によるフィージビリティ・スタディ（令和

3 年度実施）の結果、TUC のボイラ設備については、後述するシェアード・セイビング

ス契約により ESCO 事業が成立すると判定され、導入に向けた検討・調査を実施した。

ESCO 事業の概要及び検討・調査状況を以下に示す。 

 

 
図 4.8-1 1 号ボイラ交換対象水管 

 

 
図 4.8-2 3 号ボイラ交換対象水管 
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4.9.1  ESCO 事業とは 

ESCO 事業とは、省エネルギー改修事業（ESCO（Energy Service COmpany）事業）

のことであり、「事業者が、省エネを目的として、庁舎の供用に伴う電気、燃料等

に係る費用について当該庁舎の構造、設備等の改修に係る設計、施工、維持保全

等に要する費用の額以上の額の削減を保証して、当該設計等を行う事業」（環境配

慮契約法第 5 条第 2 項第 3 号）と定義される。 

平易に言うならば、「事業にかかる全ての工事費や維持管理費を光熱水費の削

減分で賄うため、初期投資が不要な省エネ設備等の導入により省エネ、CO2削減を

図るエネルギーサービス事業」である。 

ESCO 事業のイメージを図 4.9-1（以下「出典①」という。）に示す。 

ESCO 事業の契約方法は、ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会の「ESCO の

ススメ」4）を参考とした。 

 

 

図 4.9-1 ESCO 事業のイメージ図 3) 

 

出典：「環境配慮契約法基本方針関連資料」（環境省）  

https://warp.ndl.go.jp/collections/content/info:ndljp/pid/13413135/www.env.go.jp/co

ntent/000113324.pdf (accessed 2024-06-24). 
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4.9.2  ESCO 事業の概要 

(1) 特徴 

① ESCO 事業者が、省エネルギー診断、設計・施工、運転・維持管理、資金調達

などにかかる全てのサービスを提供。 

② 全ての費用（建設費、金利、事業者の経費（施設の運転・維持管理費を含む））

を省エネルギー改修で実現する光熱水費の削減分で賄うことが基本。 

③ ESCO 事業の成立には、当該施設において一定以上のエネルギー削減余地が見

込まれることが必要。 

④ 現状の光熱水費からの削減分の枠内で事業を行うことから、新たな財政支出

は不必要。 

⑤ 光熱水費の削減実績が予定額を下回った場合は、ペナルティーとして ESCO 事

業者が未達成分を負担。 → 契約時に予定した原子力機構側の利益を保証 

⑥ 光熱水費の削減実績が予定額を上回った場合は、ボーナスとして超過分の一

部（通常 50％）を ESCO 事業者に支給。 

 

(2) 事業期間 

ESCO 事業の契約は 10 か年度以内（環境配慮契約法第 7 条） 

 

(3) ESCO 事業の種類 

① ギャランティード・セイビングス契約（自己資金型） 

a 原子力機構が初期投資を実施。 

b ESCO 事業者とは光熱水費の削減保証を行うためのパフォーマンス契約を

締結。 

c 金利分の費用負担の必要がないのがメリットであるが、初期投資のための

予算措置が必要。 

d 改修後の施設の所有者は「原子力機構」。 

② シェアード・セイビングス契約（民間資金型） 

a ESCO 事業者が初期投資を実施。 

b 原子力機構として新たな予算措置の必要がない。 → 予算の平準化が可能 

c 金利分の費用負担が発生するため、ギャランティード・セイビングス契約

に比べその分コスト高。 

d 改修後の施設の所有者は通常「ESCO 事業者」（契約期間終了後は原子力機

構に所有権移転）。 

 

4.9.3  ボイラ設備への ESCO 事業導入の概要 

令和 3 年度のフィージビリティ・スタディの結果を以下に示す。また、事業費

の年度展開を表 4.9-1 に示す。 

  

4.9.1  ESCO 事業とは 

ESCO 事業とは、省エネルギー改修事業（ESCO（Energy Service COmpany）事業）

のことであり、「事業者が、省エネを目的として、庁舎の供用に伴う電気、燃料等

に係る費用について当該庁舎の構造、設備等の改修に係る設計、施工、維持保全

等に要する費用の額以上の額の削減を保証して、当該設計等を行う事業」（環境配

慮契約法第 5 条第 2 項第 3 号）と定義される。 

平易に言うならば、「事業にかかる全ての工事費や維持管理費を光熱水費の削

減分で賄うため、初期投資が不要な省エネ設備等の導入により省エネ、CO2削減を

図るエネルギーサービス事業」である。 

ESCO 事業のイメージを図 4.9-1（以下「出典①」という。）に示す。 

ESCO 事業の契約方法は、ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会の「ESCO の

ススメ」4）を参考とした。 

 

 

図 4.9-1 ESCO 事業のイメージ図 3) 

 

出典：「環境配慮契約法基本方針関連資料」（環境省）  

https://warp.ndl.go.jp/collections/content/info:ndljp/pid/13413135/www.env.go.jp/co

ntent/000113324.pdf (accessed 2024-06-24). 
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(1) 事業方式 

シェアード・セイビングス契約 

 

(2) 事業期間 

10 年間 

 

(3) 設備更新内容 

① ボイラ燃料を A 重油から液化天然ガス（LNG）へ変更 

→LNG タンクや専用配管等の設置、重油貯蔵タンクの撤去 

② ボイラのバーナ交換 

→A 重油仕様から LNG 仕様のバーナへ変更 

③ 老朽化した給水ポンプの更新 

→6 基のうち 4 基を高効率モーター型へ更新 

 

(4) 事業費 

① 改修費用 ：596,000 千円（ESCO 事業者が資金調達） 

② 機構準備費用 ：82,103 千円／年（821,030 千円／10 年） 

（新たに準備する必要はなく、現状の燃料費内から捻出） 

③ 機構利益 ：20,352 千円／年（203,520 千円／10 年） 

 

(5) その他 

過去 3 か年（平成 29～令和元年度）の一次エネルギー消費原単位（電気、

重油）は 111,339MJ／m2・年、平均年間光熱水費（電気代、重油代、上水代、

工水代）は約 473,231 千円として算出 
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(1) 事業方式 

シェアード・セイビングス契約 

 

(2) 事業期間 

10 年間 

 

(3) 設備更新内容 

① ボイラ燃料を A 重油から液化天然ガス（LNG）へ変更 

→LNG タンクや専用配管等の設置、重油貯蔵タンクの撤去 

② ボイラのバーナ交換 

→A 重油仕様から LNG 仕様のバーナへ変更 

③ 老朽化した給水ポンプの更新 

→6 基のうち 4 基を高効率モーター型へ更新 

 

(4) 事業費 

① 改修費用 ：596,000 千円（ESCO 事業者が資金調達） 

② 機構準備費用 ：82,103 千円／年（821,030 千円／10 年） 

（新たに準備する必要はなく、現状の燃料費内から捻出） 

③ 機構利益 ：20,352 千円／年（203,520 千円／10 年） 

 

(5) その他 

過去 3 か年（平成 29～令和元年度）の一次エネルギー消費原単位（電気、

重油）は 111,339MJ／m2・年、平均年間光熱水費（電気代、重油代、上水代、

工水代）は約 473,231 千円として算出 
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4.9.4 ESCO 事業導入効果 

(1) 原子力機構の厳しい予算状況を考慮し、「シェアード・セイビングス契約」を

活用することにより予算平準化が可能（初期投資不要）。 

(2) 燃料費の低減に伴う予算残額（原子力機構利益）を活用し、施設の高経年化

対策を前倒しすることが可能。 

(3) LNG を使用することで、窒素酸化物や硫黄酸化物の低減に繋がり光化学スモ

ッグ等の発生を抑制でき、環境負荷低減活動が可能。 

(4) CO2 排出係数の低い LNG を使用することで、約 5,304t／年の CO2 削減が可能

（カーボンニュートラルを実現し世界へ貢献）。 

(5) 硫黄分を含まない LNG を使用することで、令和元年度より高経年化対策とし

て取り組んでいる「ボイラ水管交換作業」で交換した水管の硫酸腐食抑制が

可能（水管の延命化／更新した水管の継続使用）。 

 

4.9.5  ESCO 事業導入に係る考察・課題 

(1) 予算制度 

① 省エネ設備等の導入により現状の光熱水費の削減分で、全ての事業費を賄

う制度であることから、現状の光熱水費レベルの予算措置が可能であれば

事業は成立。ただし、再処理施設に係る許認可対応の要否によっては事業費

が変動するおそれあり。 

内訳として「光熱水費」から、その一部が施設の改修・更新費及び維持管理

費等に位置付けが変わるため、予算科目の組み換えが想定されるが、例えば

「ESCO 事業」や「ボイラ燃料設備の更新」などの新たな予算科目で執行、

又は既存の「光熱水費」の予算科目からの執行でも問題はない。適切なセグ

メント管理が必要。実際に工事が始まる年度の実施計画編成時に対応。 

 

(2) 契約制度 

① 契約方式は、出典①にて適切な契約方式候補として「総合評価落札方式」も

しくは「プロポーザル方式」が提案されているが、「総合評価落札方式」が

妥当。 

② 契約条項は、財団法人省エネルギーセンターの「ESCO 導入のてびき(自治体

向け)」5)にて契約書の雛型が示されており、それを参考に契約条項を策定

することが可能。現行の原子力機構規程では ESCO 事業を想定した契約規程

が存在しないため、ESCO 事業導入に伴い規程類を制定・改訂する必要あり。 

 

(3) 資産管理制度 

契約期間中の施設の所有権が ESCO 事業者（BOT方式）となる予定であるが、

PFI 事業（荒谷台）と同様であり、契約額の内訳（資産部分、運営コスト等）

が分かるなら、会計処理（資産管理）上は問題ない。 
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(4) LNG タンク建設予定地 

フィージビリティ・スタディの結果により、当初 LNG タンク建設予定地は

重油貯蔵タンクの北側を予定していたが、当該予定地の一部は保安林であり、

解除手続きが難しいことから、中央運転管理室の南側を建設予定地とする。 

 

(5) QA・法規制要求事項 

① 契約期間中の施設の所有権が通常 ESCO 事業者となるため、品質保証上や安

全規制・許認可上の制約等について確認が必要。 

② LNG サテライト方式（加圧方法）により、高圧ガス保安法及び労働安全衛生

法上の有資格者が必要。 

 

(6) LNG 供給体制・備蓄量 

① 東京ガスの場合、関東地方に 3 基地（神奈川県根岸 LNG 基地、千葉県袖ケ浦

LNG 基地、茨城県日立 LNG 基地）を抱え、365 日年中無休で供給体制を完備。 

② LNG タンク容量が 150kL×2 基の場合、 大備蓄量は約 124t。1 日あたりの

使用量を約 14t（過去 5 か年の平均）と仮定すると、ローリ受入時点での備
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(7) 社会的受容性 

省エネや事業経費の低減効果があり、国及び独立行政法人での導入実績が

あることから、当該事業の社会的受容性は充分成立するものと思慮。 

 

4.9.6  今後の予定 

今後は、ESCO 契約を実施するための社内調整を進めるとともに、ESCO 事

業によるボイラ燃料設備の更新を実施するための設計検討や許認可手続き

等を実施していく予定である。 

4.9.4 ESCO 事業導入効果 

(1) 原子力機構の厳しい予算状況を考慮し、「シェアード・セイビングス契約」を

活用することにより予算平準化が可能（初期投資不要）。 

(2) 燃料費の低減に伴う予算残額（原子力機構利益）を活用し、施設の高経年化

対策を前倒しすることが可能。 

(3) LNG を使用することで、窒素酸化物や硫黄酸化物の低減に繋がり光化学スモ

ッグ等の発生を抑制でき、環境負荷低減活動が可能。 

(4) CO2 排出係数の低い LNG を使用することで、約 5,304t／年の CO2 削減が可能

（カーボンニュートラルを実現し世界へ貢献）。 

(5) 硫黄分を含まない LNG を使用することで、令和元年度より高経年化対策とし

て取り組んでいる「ボイラ水管交換作業」で交換した水管の硫酸腐食抑制が

可能（水管の延命化／更新した水管の継続使用）。 

 

4.9.5  ESCO 事業導入に係る考察・課題 

(1) 予算制度 

① 省エネ設備等の導入により現状の光熱水費の削減分で、全ての事業費を賄

う制度であることから、現状の光熱水費レベルの予算措置が可能であれば

事業は成立。ただし、再処理施設に係る許認可対応の要否によっては事業費

が変動するおそれあり。 

内訳として「光熱水費」から、その一部が施設の改修・更新費及び維持管理

費等に位置付けが変わるため、予算科目の組み換えが想定されるが、例えば

「ESCO 事業」や「ボイラ燃料設備の更新」などの新たな予算科目で執行、

又は既存の「光熱水費」の予算科目からの執行でも問題はない。適切なセグ

メント管理が必要。実際に工事が始まる年度の実施計画編成時に対応。 

 

(2) 契約制度 

① 契約方式は、出典①にて適切な契約方式候補として「総合評価落札方式」も

しくは「プロポーザル方式」が提案されているが、「総合評価落札方式」が

妥当。 

② 契約条項は、財団法人省エネルギーセンターの「ESCO 導入のてびき(自治体

向け)」5)にて契約書の雛型が示されており、それを参考に契約条項を策定

することが可能。現行の原子力機構規程では ESCO 事業を想定した契約規程

が存在しないため、ESCO 事業導入に伴い規程類を制定・改訂する必要あり。 

 

(3) 資産管理制度 

契約期間中の施設の所有権が ESCO 事業者（BOT方式）となる予定であるが、

PFI 事業（荒谷台）と同様であり、契約額の内訳（資産部分、運営コスト等）

が分かるなら、会計処理（資産管理）上は問題ない。 
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5. 所内営繕工事の作業実績 

5.1 一般工事及びコンサルティングの実績 

5.1.1 一般工事 

R4 年度は、各部センターから依頼された 24 件の当初計画に対し、4 件の営繕工

事を実施した。過去 5 年の件数を表 5.1-1 に示すが、今年度は電気代高騰等によ

り各部センターの予算が厳しく計画の取り下げが相次ぎ、例年よりも実施件数が

少ない年であった。今年度実施した各工事の概要を以下に示す。 

 

表 5.1-1 過去 5 年間の営繕工事実施状況 

年度 件数 総額 

H30 18 件 353,214,000 円 

R1 18 件 587,840,000 円 

R2 20 件 630,577,200 円 

R3 11 件 243,473,000 円 

R4 4 件 112,904,000 円 

 

(1)CPF 管理棟 空調設備更新工事 

契約工期：R4 年 7 月 7 日 ～ R4 年 11 月 30 日 

契約金額：3,949 万円（税込） 

工事内容：中央管理方式空調設備の撤去及び天井カセット形エアコンの新設 

全熱交換型換気扇の新設及びダクトの設置（写真 5.1-1、5.1-2 参照） 

上記に伴う天井及び電気設備の取外し復旧 

検討事項、得られた知見等： 

工事を進めるにあたり、居室に関しては一時引っ越しをしてもらい無人状態

で作業を行うことができた。しかし、共用部のホールや通路、階段室については

通行する従業員等が居るため、工区分けや作業時間等を調整したが、天井解体及

びダクト撤去については休日作業とし、第 3 者の被災防止に努めた。また、工事

中の火災報知器誤作動防止のため、作業時間帯に限定して火災報知機の移報遮

断を行い、更新作業を行った。 

エアコンを新設した際、室外機を発電機室脇に設置したが、発電機室は危険物

施設（一般取扱所）であることを失念し、保有空地内に設置してしまった。これ

は、発電機室を所掌する課室が本工事の依頼元とは別組織であり、依頼元も一般

取扱所であることを認識していなかったことが主な原因である。よって、工事依

頼を受ける際、当該施設及び付近の施設に危険物施設の有無を確認するよう未

然防止処置を行った。また、所轄消防と協議を行い『危険物製造所等の軽微な変

更届出書』を提出し、設置した室外機の側面から保有空地を確保することとした

（図 5.1-1 参照）。 
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写真 5.1-1 天井カセット形エアコン 

 

 

写真 5.1-2 全熱交換型換気扇 

 

 

図 5.1-1 室外機設置位置と保有空地 

  

5. 所内営繕工事の作業実績 

5.1 一般工事及びコンサルティングの実績 

5.1.1 一般工事 

R4 年度は、各部センターから依頼された 24 件の当初計画に対し、4 件の営繕工

事を実施した。過去 5 年の件数を表 5.1-1 に示すが、今年度は電気代高騰等によ

り各部センターの予算が厳しく計画の取り下げが相次ぎ、例年よりも実施件数が

少ない年であった。今年度実施した各工事の概要を以下に示す。 

 

表 5.1-1 過去 5 年間の営繕工事実施状況 

年度 件数 総額 

H30 18 件 353,214,000 円 

R1 18 件 587,840,000 円 

R2 20 件 630,577,200 円 

R3 11 件 243,473,000 円 

R4 4 件 112,904,000 円 

 

(1)CPF 管理棟 空調設備更新工事 

契約工期：R4 年 7 月 7 日 ～ R4 年 11 月 30 日 

契約金額：3,949 万円（税込） 

工事内容：中央管理方式空調設備の撤去及び天井カセット形エアコンの新設 

全熱交換型換気扇の新設及びダクトの設置（写真 5.1-1、5.1-2 参照） 

上記に伴う天井及び電気設備の取外し復旧 

検討事項、得られた知見等： 

工事を進めるにあたり、居室に関しては一時引っ越しをしてもらい無人状態

で作業を行うことができた。しかし、共用部のホールや通路、階段室については

通行する従業員等が居るため、工区分けや作業時間等を調整したが、天井解体及

びダクト撤去については休日作業とし、第 3 者の被災防止に努めた。また、工事

中の火災報知器誤作動防止のため、作業時間帯に限定して火災報知機の移報遮

断を行い、更新作業を行った。 

エアコンを新設した際、室外機を発電機室脇に設置したが、発電機室は危険物

施設（一般取扱所）であることを失念し、保有空地内に設置してしまった。これ

は、発電機室を所掌する課室が本工事の依頼元とは別組織であり、依頼元も一般

取扱所であることを認識していなかったことが主な原因である。よって、工事依

頼を受ける際、当該施設及び付近の施設に危険物施設の有無を確認するよう未

然防止処置を行った。また、所轄消防と協議を行い『危険物製造所等の軽微な変

更届出書』を提出し、設置した室外機の側面から保有空地を確保することとした

（図 5.1-1 参照）。 

JAEA-Review 2023-051

- 61 -



(2)共同溝送風機(DF-7、DF-8、DF-9)更新工事 

契約工期：R4 年 7 月 28 日 ～ R4 年 11 月 30 日 

契約金額：867.9 万円（税込） 

工事内容：軸流送風機及びダクトの更新 

既設動力制御盤内の遮断器の容量変更及び盤内改造 

（写真 5.1-3、5.1-4 参照） 

検討事項、得られた知見等： 

既設送風機は搬入口より大きいため、本体とモーターを解体して搬出すると

ともに、吊り上げ用の鋼材は今後の搬出入に利用できるよう本設として設置し

た。共同溝内は蒸気配管が通っており温度が高いため、ダクトは工場で塗装して

おくとともに共板工法ダクトを選定し、共同溝内の作業時間が短くなるように

した。 

盤内改造に使用するブレーカーが、世界的な半導体不足の影響で納期間際の

取付けとなった。工期延伸も検討したが、契約締結時点で半導体不足は公然の事

実であり、それを分かった上で受注していることから延伸は困難であった。既に

半導体不足は落ち着いているが、今後同様な情勢となった場合は、発注前に機器

類の納期をヒアリングして工期を十分に確保する等の対応が必要となる。 

 

 

写真 5.1-3 送風機及びダクト 
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写真 5.1-4 動力制御盤内改造 

 

(3)第 2 保管庫 耐震改修工事 

契約工期：R4 年 7 月 29 日 ～ R4 年 12 月 23 日 

契約金額：374 万円（税込） 

改修内容：壁面ブレース 5 箇所及び屋根水平ブレース 2 箇所の増設 

各鉄骨部の錆及び腐食部の補修 

外部水切りの補修及びサッシ廻りのシーリング打替え 

使用していない給電盤及び消火配管の撤去 

（写真 5.1-5、5.1-6、5.1-7 参照） 

検討事項、得られた知見等： 
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胴縁を補強するための変更契約を行った（約 35 万円増額）。設計から発注まで期

間が空いている案件については、発注前に再度現場を確認することが必要であ

る。 

現時点では問題なくても今後雨漏りに進展しそうな箇所がないか、足場を利

用して散水試験を行った。するとサッシ枠のはめ込み部及び固定ビスから微細

な水の滲みを発見し、コーキング処理を行った。また、屋根に積もっていた枯葉

の除去も行った。足場を利用してできる限りのことを実施した。本工事は耐震改

修ではあるが、構内施設は老朽化してきており、一緒に雨漏り状況も確認して処

置することが重要と考える。 
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写真 5.1-3 送風機及びダクト 
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写真 5.1-5 壁面ブレース 

 

 

写真 5.1-6 屋根水平ブレース 

 

 

写真 5.1-7 胴縁の腐食状況 

  

腐食箇所
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(4)事故対処設備の保管場所等の整備工事 -南東地区他- 

契約工期：R4 年 9 月 12 日 ～ R5 年 2 月 28 日 

契約金額：6,347 万円（税込） 

工事内容：可搬型事故対処設備（発電機、水タンク、20ft コンテナ等）を設置す

るための基礎新設（計 7 箇所） 

（写真 5.1-8、5.1-9 参照） 

検討事項、得られた知見等： 

南東地区の基礎は縦 26m、横 110m の大面積であるため、ひび割れが懸念され

ていた。誘発目地を入れる計画としていたが、更に念を入れて普通セメントから

高炉セメントに変更した。 

工事で大型車両が通行するため、仮設道路を設ける計画としていた。同様に可

搬型事故対処設備も大型車両での輸送となるため、この仮設道路を本設にする

こととした。そのため、工事で発生した残土を仮設道路の補強（盛土）として使

用することで、残土処分費用（約 280 万円）の合理化ができた。 

本工事の予算は施設整備費補助金であった。そのため工事仕様の妥当性や検

査の有効性については細部まで根拠資料を整え、説明責任を万全にした。 

コンクリート打設が厳寒期となり、対策（シート養生やジェットヒーター）を

行っていたものの、南東地区の 後の工区について、凍結によりコンクリート表

面にスケーリング（剥離、浮き等）が発生した（写真 5.1-10 参照）。天気予報に

より冷え込みが緩む日に打設を行ったが、翌日に降雪があり積もってしまい、そ

れで凍結に至ったものである。補修前後にテストハンマーによる強度試験及び

打診試験を行い、健全性を確認した。予算の都合上年度末に工事が集中してしま

うものではあるが、屋外の工事はできるだけ厳寒期前に終了するような計画が

必要である。 

 

 

写真 5.1-8 南東地区箇所 

 

写真 5.1-5 壁面ブレース 

 

 

写真 5.1-6 屋根水平ブレース 

 

 

写真 5.1-7 胴縁の腐食状況 

  

腐食箇所
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写真 5.1-9 分散配置箇所 

（10ft コンテナ設置用、同形状 6 箇所） 

 

 

写真 5.1-10 スケーリング状況 

 

(5)瑕疵工事（2 件） 

R3 年度に実施した安全管理棟別棟及び H29 年度に実施した第二放射性固体廃

棄物貯蔵場（2LASWS）の屋上防水工事にて R4 年度に不具合が発生した。安全管

理棟別棟は防水塗膜のひび割れ、剥離であり、2LASWS は劣化、亀裂による雨漏

りである。調査した結果、いずれも厳寒期の施工が共通しており、材料管理（材

料を屋外保管して凍結させてしまい、防水材の成分が変化してしまった。）と施

工面の管理（終日日陰で霜が降りており下地が十分に乾いていなかったため、接

着不良を起こした。）に意識が回らなかったことが原因である。2 件とも防水保

証期間内で発生した不具合であることから、瑕疵工事として取り扱った。 

今後の予防対策として、営繕工事管理要領書に気温等の気象条件や材料の取

扱説明書に従った施工及び保管方法について追記し、未然防止処置を行った。 
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(6)機器の供給不足に伴う対応 

R3 年度から新型コロナウイルス感染症の拡大や半導体を含む構成部品の供給

不足等の様々な要因により、特定の機器・器具類※の供給網が混乱しており、納

入までに時間をかなり要すものや納入時期が見通せないという状態が R4 年度も

継続している。このため、工事依頼元にてこれらの機器類を事前に購入しておい

てもらい、工事では支給品にするという臨時的な措置を行った。実績として CPF

の空調機（R4 年度実施）と CPF の衛生器具（R5 年度実施予定）についてこの対

応を行った。なお、購入してから支給するまでの間に器具類の保証期間が切れな

いよう調整が必要となる。 

※：空調設備機器、衛生器具類、ポンプ類、照明器具類、自火報感知器、 

分電盤改修の電気部品、自家発電装置 

 

5.1.2 設計・コンサルタント 

R4 年度は 10 件の設計・コンサルタントを実施した。件名を以下に示す。 

 

(1)アウトソース分 

①事故対処設備の保管場所等の整備に係る設計業務（施工設計） 

契約期間：R4 年 4 月 20 日 ～ R4 年 7 月 1 日 

契約金額：99 万円（税込） 

②第 2 器材保管庫 耐震改修工事の調整設計業務 

契約期間：R4 年 11 月 21 日 ～ R5 年 2 月 28 日 

契約金額：99 万円（税込） 

 

(2)内部実施分（工事予算はいずれも税込） 

① 安全管理別棟 屋外汚水配管補修工事（工事予算：約 400 万円） 

② 安全管理別棟 外壁（東面・西面・北面）補修工事（工事予算：約 1,200 万） 

③ エントリー 空調機更新工事（工事予算：約 1,100 万円） 

④ TUC ボイラ用煙突補修工事（工事予算：約 11,500 万円） 

⑤ 防災管理棟 屋上、外壁補修、空調機更新工事（工事予算：約 6,000 万円） 

⑥ 排水自動監視室 補修工事（工事予算：約 700 万円） 

⑦ エントリー 東側駐車場補修工事（工事予算：約 3,000 万円） 

⑧ CPF 研究棟 屋上防水補修工事（工事予算：約 2,000 万円） 

 

5.1.3 カウンターコンサル 

新しい試みとして、R4 年度よりカウンターコンサルの運用を開始した。具体的に

は、設計・コンサルティング業務未満の簡易的な技術提供であり、依頼元の要望を

ヒアリングしながら工事の概略予算額の算出、補修方法の提案、簡易図面の提供等

を行うものである。 

 

写真 5.1-9 分散配置箇所 

（10ft コンテナ設置用、同形状 6 箇所） 

 

 

写真 5.1-10 スケーリング状況 

 

(5)瑕疵工事（2 件） 

R3 年度に実施した安全管理棟別棟及び H29 年度に実施した第二放射性固体廃

棄物貯蔵場（2LASWS）の屋上防水工事にて R4 年度に不具合が発生した。安全管

理棟別棟は防水塗膜のひび割れ、剥離であり、2LASWS は劣化、亀裂による雨漏

りである。調査した結果、いずれも厳寒期の施工が共通しており、材料管理（材

料を屋外保管して凍結させてしまい、防水材の成分が変化してしまった。）と施

工面の管理（終日日陰で霜が降りており下地が十分に乾いていなかったため、接

着不良を起こした。）に意識が回らなかったことが原因である。2 件とも防水保

証期間内で発生した不具合であることから、瑕疵工事として取り扱った。 

今後の予防対策として、営繕工事管理要領書に気温等の気象条件や材料の取

扱説明書に従った施工及び保管方法について追記し、未然防止処置を行った。 

  

JAEA-Review 2023-051

- 67 -



R4 年度は 28 件の図面提供、概略予算の提供を行ったところ、各部センターより

高い評価が得られた。 

今後も各部センターにおける営繕計画に関する相談を積極的に受け付け、カウン

ターコンサルを通して、施設営繕課の価値を高めていきたい。 

 

5.2 研究所における耐震化対応 

原子力機構全体の耐震化対応計画の実施方針を受け、サイクル研における一般施設の

耐震化対応業務を確実に遂行するため、H24 年度から H29 年度にかけて 99 施設の耐震

診断を行った。この結果、不合格判定となった 63 施設のうち 47 施設を耐震化対応の

対象（残り 16 施設は構外の厚生施設等）とし、人命優先の観点から居室のある施設を

優先して耐震改修施設を選定の上、R9 年度までに全ての耐震改修･解体撤去工事を終え

る計画で対応を進めている（表 5.2-1 参照）。 

耐震化対応は、建設部が管理している耐震化対応予算の確保状況から、耐震改修や解

体撤去の対象施設や実施時期について適宜見直しを行っており、耐震化対応が完了する

までの間は、各部センターにおいて施設利用の際の安全配慮措置(地震対応マニュアル、

避難ルート 標示、資器材の配備)を定めている（H30 年度に施行）。 

なお、構外の厚生施設等（16 施設）は、売却又は売却手続きに向けた検討を進めてい

る。 

 

表 5.2-1 耐震化対応の実施状況    （R5 年 3 月末現在） 

実施状況 施設数 主な施設 

耐震改修

(18 施設) 

工事完了 16 

事務管理棟、Pu 燃料工作室、Pu 燃料

補修室、乾式プロセス・材料試験棟、

環境前処理棟、第 2 保管庫 

設計のみ完了 2 第 2 器材保管庫、工学試験棟 

解体撤去

(29 施設) 

工事完了 4 Pu 工作室前保管庫、アトムワールド

設計のみ完了 

(一部未着手含む）
5 濃縮第 1 倉庫、廃棄物一時保管庫(B)

未実施 

（解体確定施設）
20 

クリープ試験室、仮眠所、体育館、

モックアップ試験棟、Pu 倉庫等 
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6. 建設工事等の作業実績 

6.1 第三ウラン貯蔵庫建設工事 

6.1.1 施設概要等 

（1）施設計画の目的 

本施設は、県内のウラン燃料加工メーカにて保管されている原子力機構所有の核

燃料物質の貯蔵、サイクル研内の廃止措置対象施設等に保管されている核燃料物質

の貯蔵、及び既存のウラン貯蔵庫での改修工事等における核燃料物質の一時貯蔵場

所の確保を図るため、サイクル研内に新設するものであり、本施設に貯蔵する核燃

料物質は、天然ウラン及び劣化ウラン並びにこれらの化合物（以下「天然ウラン等」

という。）である。 

 

（2）施設の位置及び構造 

本施設は、サイクル研敷地内のほぼ中央部に位置し、海岸から約 900m 離れた海

抜約 25～27m の小丘上の平坦部に設置する。 

本施設の建家は、プルセンター敷地の西側に位置する。 

構内配置図を図 6.1-1 に示す。 

 

 

 

図 6.1-1 構内配置図 
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る。 
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工事完了 4 Pu 工作室前保管庫、アトムワールド

設計のみ完了 
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5 濃縮第 1 倉庫、廃棄物一時保管庫(B)
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本施設は、建築面積約 740m2、延べ床面積約 990m2、地上 2 階建（一部 1 階建）の

鉄骨鉄筋コンクリート造の建家である。1 階には核燃料物質を貯蔵するためのウラ

ン貯蔵室、物品の搬出入を行うローディングドック、受払室を配置し、ローディン

グドック上部の 2 階には搬送クレーンを備えた搬出入エリアを配置している。その

他、電源設備と換気設備を設置する給気・受電室及び排気室を配置している。 

平面図を図 6.1-2及び図 6.1-3に、搬出入設備の配置図を図 6.1-4及び図 6.1-

5 に示す。 

 

 

 
図 6.1-2 1 階平面図 
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図 6.1-3 2 階平面図 
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図 6.1-4 搬出入設備の配置図（正面図） 
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図 6.1-2 1 階平面図 
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図 6.1-5 搬出入設備の配置図（側面図） 

 

 

（3）主要設備の概要 

電気設備：受変電設備、屋内電気設備、屋外電気設備 

機械設備：空調換気設備、屋内給排水設備、自動制御設備、屋外給排水設備 

建家機能：遮蔽機能（壁 30 ㎝・天井 20 ㎝）、負圧機能（自主設置） 

 

（4）スケジュール 

第三ウラン貯蔵庫の整備に係る全体工程表を図 6.1-6 に示す。また、主な項目は

以下の通り進捗した。 

着工：令和 4 年 4 月 13 日（掘削開始日） 

基礎工事完了：6 月 23 日（基礎工事打設完了） 

鉄骨建方開始：7 月 19 日 

建築指導課中間検査①（鉄骨建方工事）：7 月 28 日 

建築指導課中間検査②（2 階床・梁の配筋工事）：10 月 5 日 

躯体工事完了：12 月 23 日（R 階スラブコンクリート打設完了） 

本設受電：令和 5 年 2 月 24 日 

天井クレーン落成検査：4 月 6 日 

消防検査：5 月 10 日 

建築指導課完了検査：5 月 16 日 

竣工：5 月 31 日 

 

搬送クレーン 
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図 6.1-6 第三ウラン貯蔵庫の整備に係る全体工程表 

 

 

（5）実施体制 

第三ウラン貯蔵庫建設工事に関する実施体制図を図 6.1-7 に示す。 

 

図 6.1-7 第三ウラン貯蔵庫建設工事 実施体制図 
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6.1.2 建築工事 

（1）工事概要 

基礎杭工事（鋼管コンクリート杭：500φ～900φ、26 本）は、第Ⅰ期工事とし

て平成 29 年度に施工済であり、本工事は杭上部の基礎工事からの施工となる。 

受注者：（株）大林組 

契約工期：令和 4 年 1 月 6 日～令和 5 年 5 月 31 日 

契約金額：433,158,000 円 

主要工種・数量は以下の通りである。 

鉄筋（SD295A（D10～D16））：約 120t 

（SD345（D19～D25））：約 60t 

鉄骨（SS400、SN400B、SN490B）：約 60t 

コンクリート（FC＝24N/mm2）：約 1,500m3 

天井走行クレーン：定格荷重 5.0t 

搬入ハッチ（手動）：7m×4m リンク式（密閉タイプ）ブラケット受方式 

遮蔽要求：ウラン貯蔵室周辺壁（30cm）、天井（20cm） 

建設状況写真を写真 6.1-1 及び写真 6.1-2 に示す。 

 

 

写真 6.1-1 第三ウラン貯蔵庫 鉄骨建方状況 令和 4 年 7 月 

 

 

写真 6.1-2 第三ウラン貯蔵庫 建設状況 令和 5 年 3 月 
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（2）施工上の主な技術的検討事項について 

①コンクリート打設計画 

本建家は、プルセンター敷地内に位置しているため、車両の入構には構内田向

門及び Pu 警備所の 2 箇所の入構手続きが必要となる。特に Pu 警備所においては

書類への記載、金属探知機による検査や車内確認が必要なため、現場への入構に

時間が掛かることが予想されていた。特に生コン打設日には多数の生コン車が入

構するため円滑な入構ができないと全体工事工程にも影響を与える可能性があ

った。 

このため、コンクリート打設においては多少の早出残業は許容するものの 8：

30 打設開始 16：30 完了を目標に以下の打設計画、協力依頼を行った。 

1 回の打設量は 200m3程度（生コン車 1 台 4.25m3：約 40～50 台/日、6～8 台/時

間、ポンプ車 1～2 台配置）として、打設区分は基礎を 3 工区、躯体部は各階を 2

回に分けて打設する計画とした。図 6.1-8 参照。 

他部署等への協力依頼としては、Pu 警備所の入構手続きを円滑に出来るようプ

ルセンターの協力により以下を実施した。 

・業務連絡書により従業員等へのコンクリート打設の協力依頼。 

・Pu 警備員への円滑な入構手続きへの協力依頼。 

・生コン運転手名簿の事前提出による入構手続き時間短縮など。 

以上の対応を図り、 初は入構手続きに多少は時間が掛かったものの警備員、

運転手とも次第に慣れてきて円滑に入構することが出来、計画通り打設すること

が出来た。 

 

 

 

図 6.1-8 コンクリート打設区分図 
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鉄骨（SS400、SN400B、SN490B）：約 60t 

コンクリート（FC＝24N/mm2）：約 1,500m3 

天井走行クレーン：定格荷重 5.0t 

搬入ハッチ（手動）：7m×4m リンク式（密閉タイプ）ブラケット受方式 

遮蔽要求：ウラン貯蔵室周辺壁（30cm）、天井（20cm） 

建設状況写真を写真 6.1-1 及び写真 6.1-2 に示す。 

 

 

写真 6.1-1 第三ウラン貯蔵庫 鉄骨建方状況 令和 4 年 7 月 

 

 

写真 6.1-2 第三ウラン貯蔵庫 建設状況 令和 5 年 3 月 
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②外壁目地仕様 

外壁目地については、壁厚が 300 ㎜と十分あることから壁全体に対して均等割

配置、目地間隔は 3.8～5m とし、ひび割れを集中させるための誘発目地ではなく、

化粧目地を設ける設計としていた。工事契約後の施工検討において、負圧機能の

ある施設での微細なひび割れによる漏水の可能性について懸念されたため、目地

仕様について検討を行った。 

ひび割れ指針等では、目地の間隔は 3m 程度以下とされており、本建家において

は若干間隔が大きい箇所がある状況であったため、ひび割れ幅について収縮ひび

割れ幅の簡易予想法（修正ベース・マレー法）にて算定した。その結果、現状の

目地間隔では許容値 0.3mm を超過することが判明したため、縦目地を誘発目地に

変更することとした。目地間隔が 3m 程度となるよう柱間に目地を 1 本追加する

配置とし再算定した結果、許容値 0.3mm 以下となることを確認した。 

 

6.1.3 電気設備工事 

（1）工事概要 

受注者：新生テクノス（株） 

契約工期：令和 4 年 3 月 29 日～令和 5 年 5 月 31 日 

契約金額：113,300,000 円 

主要電気設備概要は以下の通りである。 

幹線・動力設備：本施設は、プルセンター第 2 開発室屋外変電設備より共同溝

を経由して商用電源（動力 1 系統、電灯 2 系統）を受電して

いる。なお、閉じ込め機能は要求されていないことから、非

常用電源系統はない。 

 

屋内電気設備 

・電灯設備：分岐盤（1 面）、電灯分電盤（4 面）他 

・動力設備：分岐盤（1 面）、電灯動力盤（4 面）、動力制御盤（5 面）他 

・情報通信網設備：光成端箱（1 面）他 

・電話配管設備、電気時計設備：端子盤（3 面）、電気親時計（壁付型） 他 

・拡声設備：壁掛型アンプ、スピーカー、アッテネーター 他 

・防災監視設備：電線管・ボックス一式 

・自動火災報知設備：受信機（1 面）、中継器盤（1 面）、感知器 他 

 

（2）施工上の主な技術的検討事項について 

①主幹配線用遮断器等の追加による安全性・利便性の向上 

第三ウラン貯蔵庫の電気設備は、工務技術部運転課所掌のプルセンター第

2 開発室屋外変電設備の分電盤（PTR-34）より受電し、施設側所掌の動力分

岐盤（U3MS-P）内で分岐する配線用遮断器（MCCB）により、施設内各電気負
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荷設備へ給電する設計としていた。 

このため、動力分岐盤（U3MS-P）内のいずれかのフィーダーで電気事故等

が発生した場合、直接、上位の分電盤側に影響が波及するおそれがあった（上

位波及）。また、第三ウラン貯蔵庫側（施設側）の点検保守等により施設を停

電させる必要がある場合、給電系統の構成上、施設側のみの都合では停電で

きず、その都度、運転課との停電日程の調整を行う必要があった（利便性が

悪い）。 

上記の課題に対して、第三ウラン貯蔵庫内の動力分岐盤（U3MS-P）に主幹

配線用遮断器（MCCB800AF/800AT）を追加した。これにより、施設側で電気事

故等が発生した場合の上位波及が防止でき（安全性の向上）、また、施設側で

の主幹 MCCB による一括停電操作が可能となった（利便性の向上）。 

その他、追加の安全対策として、雷サージからの電気設備を保護すること

を目的に、動力分岐盤（U3MS-P）に避雷器（SPD）を追加した（図 6.1-9 参

照）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1-9 動力分岐盤の主幹配線用遮断器等の追加 

 

       ②接地工事における施設相互間の電位変動の安定性確保 

第三ウラン貯蔵庫電気設備の接地方式は、プルセンター第 2 開発室屋外変

電設備から電源線と併せて布設される既設の D 種接地(A 種共用 10Ω以

下:MCCB 電路用接地)と、第三ウラン貯蔵庫側に新規に D 種接地（2Ω 以下：

漏電遮断器保護）及び避雷器用接地（10Ω 以下）を設け 3 点接地となる設計

であった。 
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主幹配線用遮断器の追加

避雷器の追加 

②外壁目地仕様 

外壁目地については、壁厚が 300 ㎜と十分あることから壁全体に対して均等割

配置、目地間隔は 3.8～5m とし、ひび割れを集中させるための誘発目地ではなく、

化粧目地を設ける設計としていた。工事契約後の施工検討において、負圧機能の

ある施設での微細なひび割れによる漏水の可能性について懸念されたため、目地

仕様について検討を行った。 

ひび割れ指針等では、目地の間隔は 3m 程度以下とされており、本建家において

は若干間隔が大きい箇所がある状況であったため、ひび割れ幅について収縮ひび

割れ幅の簡易予想法（修正ベース・マレー法）にて算定した。その結果、現状の

目地間隔では許容値 0.3mm を超過することが判明したため、縦目地を誘発目地に

変更することとした。目地間隔が 3m 程度となるよう柱間に目地を 1 本追加する

配置とし再算定した結果、許容値 0.3mm 以下となることを確認した。 

 

6.1.3 電気設備工事 

（1）工事概要 

受注者：新生テクノス（株） 

契約工期：令和 4 年 3 月 29 日～令和 5 年 5 月 31 日 

契約金額：113,300,000 円 

主要電気設備概要は以下の通りである。 

幹線・動力設備：本施設は、プルセンター第 2 開発室屋外変電設備より共同溝

を経由して商用電源（動力 1 系統、電灯 2 系統）を受電して

いる。なお、閉じ込め機能は要求されていないことから、非

常用電源系統はない。 

 

屋内電気設備 

・電灯設備：分岐盤（1 面）、電灯分電盤（4 面）他 

・動力設備：分岐盤（1 面）、電灯動力盤（4 面）、動力制御盤（5 面）他 

・情報通信網設備：光成端箱（1 面）他 

・電話配管設備、電気時計設備：端子盤（3 面）、電気親時計（壁付型） 他 

・拡声設備：壁掛型アンプ、スピーカー、アッテネーター 他 

・防災監視設備：電線管・ボックス一式 

・自動火災報知設備：受信機（1 面）、中継器盤（1 面）、感知器 他 

 

（2）施工上の主な技術的検討事項について 

①主幹配線用遮断器等の追加による安全性・利便性の向上 

第三ウラン貯蔵庫の電気設備は、工務技術部運転課所掌のプルセンター第

2 開発室屋外変電設備の分電盤（PTR-34）より受電し、施設側所掌の動力分

岐盤（U3MS-P）内で分岐する配線用遮断器（MCCB）により、施設内各電気負
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本接地方式においては、既設の D 種接地（10Ω以下）と第三ウラン貯蔵庫 

        側で新規設置する D 種接地（2Ω以下）を有するため、地絡事故時において

は、両施設へ相互に影響を及ぼす可能性があり、第三ウラン貯蔵庫の電位変

動の安定性確保について懸念が生じていた。 

  上記の課題に対して、相互干渉のない接地方式とするため、プルセンター

第 2 開発室屋外変電設備と第三ウラン貯蔵庫との間で接地上の縁切を図るこ

ととした。具体的には、既設の D 種接地（MCCB 電路用接地）を取り止め、第

三ウラン貯蔵庫側で設置する新規 D 種接地の 1 点接地（避雷器用接地は除く）

とした。なお、新規 D 種接地（漏電遮断器保護）は、漏電遮断器保護でない

電路の接地（既設 MCCB からの電路）と共用することになるが、新設 D 種接地

の接地抵抗は 2Ω以下の低抵抗であるため、共用は可能＊1となる。 

 

＊1内線規程 6)1350-13 接地線及び接地極の共用の制限 

漏電遮断器で保護されている電路と保護されていない電路に施設される

機器などの接地線及び接地極は共用しないこと。 

ただし、2Ω以下の低抵抗の接地極を使用する場合はこの限りでない。 

       

6.1.4 機械設備工事 

（1）工事概要 

受注者：（株）アトックス 

契約工期：令和 4 年 3 月 30 日～令和 5 年 5 月 31 日 

契約金額：154,990,000 円 

主要機械設備概要は以下の通り。 

空調換気設備 ：送排風機各 1 台により建家内の換気を行う。手動ダンパーに

より負圧を確保し、一番深い受払室で-30Pa としている。HEPA

フィルタ 1 段により排気をろ過し、以降を気密ダクトとして

いる。管理区域境界壁貫通部に気密ダンパーを設け、換気停

止時の漏えいを防止している。空気熱源ヒートポンプチリン

グユニットにより冷水及び温水を製造し、コイルユニットに

供給する。 

給排水衛生設備：上水及び工水の 2 系統受水とし、衛生器具及び空調配管に給

水する。排水は汚水及びユーティリティ排水の 2系統である。

ユーティリティ排水は既設桝の設置レベルが高く、ポンプア

ップ中継槽を設けている。既設消火配管から分岐し、屋外消

火栓により建家を警戒する。 

自動制御設備 ：送排風機に起動順位を設け、起動時及び停止時に静圧になる

ことを防ぐとともに、電動気密ダンパーの開閉操作を行う。

定置式複合ピトー管センサにて排気風量を監視し、各部屋の
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負圧は現場に設置した微差圧計にて確認する。給気温度によ

り三方弁及び再熱電気ヒータの制御を行うとともに、給気温

度が 5℃以下になった場合、凍結防止運転を行う。換気設備

概略系統図を図 6.1-10 に示す。 

 

【非管理区域】
給気・受電室

【管理区域】
排気室

【管理区域】
ウラン貯蔵室、搬出入エリア、

受払室、更衣室、前室へ

【非管理区域】
玄関、便所、

ローディングドックへ

外気

大気放出 大気放出

：送風機，排風機

：高性能エアフィルタ

：ダンパ

：気流の向き

（凡例）

 

図 6.1-10 換気設備概略系統図 

 

（2）施工上の主な技術的検討事項について 

①管理区域境界気密ダンパにおけるフェイルクローズ（FC）機能の検討 

管理区域境界には万一のトラブルの際、放射性物質の漏えい（非管理区域側

への逆流防止）を防ぐため気密ダンパ（バタフライ弁：以下「BV」という。）が

設置されている。本建家には圧縮空気源がないため BV は電動であり、全電源

喪失時でも閉止できる機能（フェイルクローズ：以下「FC」という。）を持たせ

ているが、大口径（φ400 以上）の BV は大きな駆動力が必要となり、スプリン

グでの閉止ができないことからバッテリー付きとなっていた。 

しかし、本バッテリーについては定期的に交換が必要であることから、管理

区域へのバッテリー設置の是非について施設側の保守担当課と協議したが、

「管理区域内のバッテリーは廃棄物としての処分が困難である。」との見解が

示された。 

ここで更衣室と前室の境界壁については、更衣室は部屋の半分から前室側が

管理区域であり、BV のバッテリーケーブルが 4m という制約もあることから、

バッテリーを管理区域内に設置せざるを得ない状況であった。そのため、バッ

テリーを設置せずに FC 機能（逆流防止機能）が果たせる構成について検討を

行った。検討の結果、バッテリーによる FC 機能を取り止めることとし、FC 機

能の代替として重力式逆流防止ダンパ（CD）を追加設置することにより、管理

本接地方式においては、既設の D 種接地（10Ω以下）と第三ウラン貯蔵庫 

        側で新規設置する D 種接地（2Ω以下）を有するため、地絡事故時において

は、両施設へ相互に影響を及ぼす可能性があり、第三ウラン貯蔵庫の電位変

動の安定性確保について懸念が生じていた。 

  上記の課題に対して、相互干渉のない接地方式とするため、プルセンター

第 2 開発室屋外変電設備と第三ウラン貯蔵庫との間で接地上の縁切を図るこ

ととした。具体的には、既設の D 種接地（MCCB 電路用接地）を取り止め、第

三ウラン貯蔵庫側で設置する新規 D 種接地の 1 点接地（避雷器用接地は除く）

とした。なお、新規 D 種接地（漏電遮断器保護）は、漏電遮断器保護でない

電路の接地（既設 MCCB からの電路）と共用することになるが、新設 D 種接地

の接地抵抗は 2Ω以下の低抵抗であるため、共用は可能＊1となる。 

 

＊1内線規程 6)1350-13 接地線及び接地極の共用の制限 

漏電遮断器で保護されている電路と保護されていない電路に施設される

機器などの接地線及び接地極は共用しないこと。 

ただし、2Ω以下の低抵抗の接地極を使用する場合はこの限りでない。 

       

6.1.4 機械設備工事 

（1）工事概要 

受注者：（株）アトックス 

契約工期：令和 4 年 3 月 30 日～令和 5 年 5 月 31 日 

契約金額：154,990,000 円 

主要機械設備概要は以下の通り。 

空調換気設備 ：送排風機各 1 台により建家内の換気を行う。手動ダンパーに

より負圧を確保し、一番深い受払室で-30Pa としている。HEPA

フィルタ 1 段により排気をろ過し、以降を気密ダクトとして

いる。管理区域境界壁貫通部に気密ダンパーを設け、換気停

止時の漏えいを防止している。空気熱源ヒートポンプチリン

グユニットにより冷水及び温水を製造し、コイルユニットに

供給する。 

給排水衛生設備：上水及び工水の 2 系統受水とし、衛生器具及び空調配管に給

水する。排水は汚水及びユーティリティ排水の 2系統である。

ユーティリティ排水は既設桝の設置レベルが高く、ポンプア

ップ中継槽を設けている。既設消火配管から分岐し、屋外消

火栓により建家を警戒する。 

自動制御設備 ：送排風機に起動順位を設け、起動時及び停止時に静圧になる

ことを防ぐとともに、電動気密ダンパーの開閉操作を行う。

定置式複合ピトー管センサにて排気風量を監視し、各部屋の
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区域内にバッテリーを設置することなく、FC 機能（逆流防止）が可能となった

（図 6.1-11 参照）。 

 

 

 

 

図 6.1-11 ダクト平面図（更衣室及び前室） 

 

一方、ウラン貯蔵室と給気・受電室の境界壁については、給気・受電室が非

管理区域のためバッテリー付きの電動 BV を設置したが、一般的に広く普及し

ている製品ではなく、取り扱っているメーカも限定的であり、設計及び製作に

通常より時間を要した。また、ギヤ比を調整して大きな駆動力を発生させてい

るため、FC 機能に影響を与えるものではないものの、全閉⇔全開に時間が掛か

るものとなっている。（φ600 で約 90 秒、FC 時も同様）。 

以上のことから、FC 機能を持たせた大口径の BV を設置する場合は、圧縮空

気源を確保し、圧空作動とするような設計にすることが望ましい。 

  

CD を追加したことに伴うメリット 
 
① CD の入口を角形、出口を丸形 

にすることで、BV 設置に伴う 
ダクトの角丸変換が 1 つ不要に 
なった。 

② 気密ダクトの両端に気密ダン 
パが設置されたことによって、 
現地据付後の漏えい検査用の 
閉止板が不要となった。 
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      ②送排風機起動及び停止時の建家内過負圧の防止 

設計においては、送排風機の起動及び停止時に施設内の負圧が正圧になるこ

とを防ぐため、送排風機に起動順位を設け、起動時は排風機起動後に送風機起

動開始、停止時は送風機停止後に排風機停止開始としていた。それに加え、モ

ーターダンパ（以下「MD」という。）を給気系統に設置し、起動時は送風機起動

後に開、停止時は送風機停止後に閉となる設計としていた。 

しかし、上記の設計では、送排風機の起動時や停止時に MD によって給気系

統が閉止されることにより、排風機のみが稼働している間は施設内が過負圧と

なるおそれがあった。 

本課題に対しては、MD を削除することにより、排風機のみが稼働している間

の給気の締めきりを回避（自然給気）させるとともに、試運転調整により、送

排風機の起動及び停止の 適なタイミングを調整し、送排風機の起動及び停止

時における施設内の過負圧防止を図った。 

 

      ③静圧計算確認の重要性と注意すべき事項 

機器図及び施工図承諾に伴い、ダクト系の圧力損失再計算を実施した。その

結果、設計計算の不備（フィルタ終期圧損ではなく初期圧損での計算、プレフ

ィルタの見落し、フィルタ単体のみ計上しケーシング圧損の見落し）が確認さ

れた。 

これらの不備を見直したところ、送風機静圧は 900Pa→1300Pa、排風機静圧

は 900Pa→1500Pa の能力増が必要となった（送排風機能力の変更のみ、電動機

定格の変更なしで対応）。また、給気・受電室の給気ファンは有圧扇が選定され

ていたが、能力が足りずストレートシロッコファンに変更が必要となった。 

設計図書照査にあたっては、十分な注意が必要である。 

 

      ④排気フィルタユニットの取合いノズル数の変更機器仕様等 

排気フィルタユニットは排気風量から算出して、フィルタ 4 列が必要（排気

風量 10,260MCH／フィルタ定格 3,000MCH＝3.42 列）となり、ユニット 1 基にフ

ィルタを 4 列配置する設計としていた。また、本排気フィルタユニットの取合

いノズルは、フィルタに風が均等にあたるよう考慮してか、入口及び出口ノズ

ルともに 2 本（2 箇所）を有するものとなっていた。 

課題は、取合いノズルが 2 本のため、フィルタ交換時の DOP 測定をする際に

装置が 2 セット必要となってしまい、測定した結果を合計するなど煩雑な作業

を強いられることが挙げられた。そこで、工事受注者等と協議し、本排気フィ

ルタユニットの取合いノズルを 1 本とした場合でも、技術的に排気フィルタユ

ニットの性能が担保できるのか検討した。結果として、フィルタはノズルに近

い所から目詰まりが発生していくが、 終的にはノズルから遠い（目詰まりが

少なくて抵抗が小さい）フィルタの方に風が流れるため、4 列とも終期圧損ま

区域内にバッテリーを設置することなく、FC 機能（逆流防止）が可能となった

（図 6.1-11 参照）。 

 

 

 

 

図 6.1-11 ダクト平面図（更衣室及び前室） 

 

一方、ウラン貯蔵室と給気・受電室の境界壁については、給気・受電室が非

管理区域のためバッテリー付きの電動 BV を設置したが、一般的に広く普及し

ている製品ではなく、取り扱っているメーカも限定的であり、設計及び製作に

通常より時間を要した。また、ギヤ比を調整して大きな駆動力を発生させてい

るため、FC 機能に影響を与えるものではないものの、全閉⇔全開に時間が掛か

るものとなっている。（φ600 で約 90 秒、FC 時も同様）。 

以上のことから、FC 機能を持たせた大口径の BV を設置する場合は、圧縮空

気源を確保し、圧空作動とするような設計にすることが望ましい。 

  

CD を追加したことに伴うメリット 
 
① CD の入口を角形、出口を丸形 

にすることで、BV 設置に伴う 
ダクトの角丸変換が 1 つ不要に 
なった。 

② 気密ダクトの両端に気密ダン 
パが設置されたことによって、 
現地据付後の漏えい検査用の 
閉止板が不要となった。 
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で使用可能である（排気フィルタユニットの性能を担保できる）との結論を得

た。これにより本排気フィルタユニットの取合いノズルを 1 本へ変更し、フィ

ルタ交換時における DOP 測定作業の煩雑性の解消を図った（図 6.1-12 参照）。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更前              変更後 

 

    図 6.1-12 排気フィルタユニット概略図 
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6.2 東海固体廃棄物廃棄体化施設(TWTF)α系統合焼却炉内装設備の詳細設計 

サイクル研において発生する低線量 TRU 廃棄物（以下｢低放射性廃棄物｣という。）を

処理する東海固体廃棄物廃棄体化施設（以下｢TWTF｣という。）のうち、TWTF の 1 期施設

(TWTF-1)であるα系統合焼却炉の内装設備の詳細設計(建家設計及び核物質防護設計を

除く)の業務について、令和 4 年度は、以下の設計を実施した。 

(1)高温配管冷却に関する設計 

(2)施設全体のコンポジット調整 

 

6.2.1 令和 4 年度の設計契約 

設計工期：令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 17 日 

契約金額：124,000,000 円 

受注者 ：日揮（株） 

 

6.2.2 α系統合焼却炉の目的及び概要 

α系統合焼却炉は、主としてサイクル研使用施設で発生する低放射性の可・難燃

性廃棄物（以下｢可・難燃物｣という。）、サイクル研再処理施設で発生するプルトニ

ウムで汚染された可・難燃物、TWTF で発生する可・難燃物を焼却減容する施設で、

サイクル研では新規事業となる｢廃棄物管理施設｣である。図 6.2-1 に TWTF 整備計

画の概要を示す。 

α系統合焼却炉は、焼却炉にプルセンターや再処理センターで建設・運転実績が

ある水冷ジャケット式竪型円筒炉を採用するとともに、施設運用に伴って発生する

廃棄物を処理・保管する廃棄物の保管設備や廃液処理設備等の付属設備も合わせて

建設する。図 6.2-2 にα系統合焼却炉の概略図を示す。 
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図 6.2-2 α系統合焼却炉の概略図 

 

6.2.3 詳細設計(令和 4 年度実施分)の設計結果について 

 (1)高温配管冷却に関する設計 

α系統合焼却炉は、放射性廃棄物の焼却などで発生した排ガスを、排気(HEPA)フ

ィルタ等で放射性物質を除去し、建家換気と混合して、屋外に放出する。 

排ガスの一部は、高温(焼却炉排ガス(温度 182℃)及びエアスニファ排ガス(温度

125℃))となるので、建家換気(温度約 40℃)のダクトへの熱影響を回避するため、

高温の排ガスを冷却する必要性が生じた。 

排ガスの冷却は、排風機等の後段に、水冷式の冷却器を設置し、冷却(温度 55℃)

することにした。 

なお、冷却器の隔離弁が万が一閉止した場合、冷却器内部の冷却水が沸騰し配管

を破損させる課題があり、タイラインを設置し、沸騰した蒸気を膨張水槽に戻す設

計とすることで、課題を解決した(図 6.2-3)。 
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図 6.2-3 高温配管冷却に関する設計例 

 

 (2)施設全体のコンポジット調整 

建設部が実施する建家実施設計とのコンポジット調整を 3D-CAD(Navisworks)を

活用して実施し、施設全体コンポジット調整図として取りまとめた。3D-CAD によ

るコンポジット調整例を図 6.2-4 に示す。 

なお、図中の建電換設備とは、建築設備、電気設備、換気設備の総称である。 

 

 

図 6.2-4 コンポジット調整例 

 

 

 

図 6.2-2 α系統合焼却炉の概略図 
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排ガスの冷却は、排風機等の後段に、水冷式の冷却器を設置し、冷却(温度 55℃)
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計とすることで、課題を解決した(図 6.2-3)。 
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6.3 リサイクル機器試験施設(RETF)の維持管理 

6.3.1 施設概要等 

 (1) 施設の概要 

FBR 燃料再処理のための新型機器・プロセスの工学規模ホット試験を行う施設と

して、平成 7 年 7 月より試験棟の建設工事を開始した。その後、FBR 燃料再処理に

係る全体計画の見直しが行われ、平成 12 年 6 月末（第 1 期工事）で一旦、工事を

中断することとした。第 1 期工事においては、試験棟の建物、電気設備、換気・給

排水設備の工事がほぼ終了し、内装設備の工事は、地下 2 階から地上 1 階（試験セ

ルは除く）までの先入れ機器の製作・据付工事をほぼ終了させている。 

以降、工事中断中の施設として、据付工事が完了している試験棟建家本体、電気

設備、換気設備及び一部の内装設備について維持管理（運転、保守点検、巡視等）

をこれまで実施してきている。 

建設当初の完成予想図（イメージ図）を図 6.3-1 に示す。 

 

 

     「建物規模」試験棟：地下 2 階、地上 6 階(約 52m×72m×地上 34m×地下 15m) 

 

図 6.3-1 建設当初の RETF 完成予想図（イメージ図） 

 

(2) 施設の現状 

本試験棟は稼働中の施設ではないものの、工事中断にあたり消防法が準拠され、

「ひたちなか・東海広域事務組合消防本部」の指導により防火管理上、消火設備や

自動火災報知設備等の消防設備を稼働させた状態で管理してきている。 

また、施設内には保管された機器等を健全に維持するため、必要 小限の電気設 

     備及び換気設備等を稼働させた状態として管理してきている。 

 

6.3.2 各設備の点検実績 

令和 4 年度の主な各設備の機器等の点検実績を以下に示す。 
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 (1) 建築設備 

建物及び付随する設備機器等の巡視点検は、1 回／週の頻度で実施した。 

 

 (2) 電気設備（自動火災報知設備を含む） 

受電している電気設備のうち、主要な盤（8 面）及び自動火災報知設備について

は、1 回／週の頻度で点検を実施している。受電しているその他の盤(約 81 面)、

受電停止している盤（約 9 面）については、1 回／月の頻度にて点検を実施した。 

また、避雷設備及び建家内電路(絶縁抵抗測定)については、1 回／年の頻度で点

検を実施した。 

 

 (3) 換気空調設備 

換気設備では、主に送排風機（15 基）について結露が発生しない時期（10 月～

5 月）に 1 回／月の頻度で運転して点検を実施している。空調設備（熱源機器 21

台、フィルタ 53 基など）については、1 回／月、消火設備（消火ポンプ）は 1 回／

3 ヶ月、パッケージエアコンは 1 回／週の頻度でそれぞれ点検を実施した。 

また、点検以外の作業等として、結露が発生する時期(6 月～9 月)は、地下階を

中心にポータブル除湿器(11 台)を 24 時間連続で運転し結露防止を図っている。 

 

(4) 外注による点検等 

外注による点検は、エレベータ、自火報、動力分電盤、送排風機等の点検を専業

メーカに依頼して実施した。 

 

 (5) 内装設備 

内装設備は、機器・配管設備、機械設備、計装・放射線管理設備があり、製作途

中の機器及び施工済みの機器等が施設内に設置・仮置き保管されており、これらの

機器について外観点検、作動確認を主に 1 回/月の頻度で実施した。 

 

6.3.3 各設備の不具合箇所について 

試験棟における工事中断以降の維持管理においては、不具合箇所を設備毎に点検

記録で管理するとともに、年度毎に「ダメマップ」と称した不具合リストを作成し、

不具合情報を整理し、依頼元へ年度報告している。不具合箇所は必要に応じ直営又

は外注により修繕している。 

 

令和 4 年度の維持管理点検等において確認された主な不具合は、以下のとおりで

ある。また、これまでの不具合箇所についての概要を図 6.3-2「RETF 維持管理の現

状 概要版」に示す。 

  

6.3 リサイクル機器試験施設(RETF)の維持管理 

6.3.1 施設概要等 

 (1) 施設の概要 

FBR 燃料再処理のための新型機器・プロセスの工学規模ホット試験を行う施設と

して、平成 7 年 7 月より試験棟の建設工事を開始した。その後、FBR 燃料再処理に

係る全体計画の見直しが行われ、平成 12 年 6 月末（第 1 期工事）で一旦、工事を

中断することとした。第 1 期工事においては、試験棟の建物、電気設備、換気・給

排水設備の工事がほぼ終了し、内装設備の工事は、地下 2 階から地上 1 階（試験セ

ルは除く）までの先入れ機器の製作・据付工事をほぼ終了させている。 

以降、工事中断中の施設として、据付工事が完了している試験棟建家本体、電気

設備、換気設備及び一部の内装設備について維持管理（運転、保守点検、巡視等）

をこれまで実施してきている。 

建設当初の完成予想図（イメージ図）を図 6.3-1 に示す。 

 

 

     「建物規模」試験棟：地下 2 階、地上 6 階(約 52m×72m×地上 34m×地下 15m) 

 

図 6.3-1 建設当初の RETF 完成予想図（イメージ図） 

 

(2) 施設の現状 

本試験棟は稼働中の施設ではないものの、工事中断にあたり消防法が準拠され、

「ひたちなか・東海広域事務組合消防本部」の指導により防火管理上、消火設備や

自動火災報知設備等の消防設備を稼働させた状態で管理してきている。 

また、施設内には保管された機器等を健全に維持するため、必要 小限の電気設 

     備及び換気設備等を稼働させた状態として管理してきている。 

 

6.3.2 各設備の点検実績 

令和 4 年度の主な各設備の機器等の点検実績を以下に示す。 
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(1)建築設備 

① 屋上部のコンクリート劣化（経過観察中） 

② 通路天井部(3 階)の雨漏り（経過観察中） 

(2)電気設備 

① 照明器具の故障 

② ページング端末機の故障 

(3)換気空調設備 

① 防火ダンパーの故障（外注により更新済み） 

② 屋外充水タンク補給水系統のバルブ故障(更新計画中) 

(4)内装設備 

① 大型気密扉(R02M6907)の作動不良(経過観察中) 

② ラック吊上ホイスト（R02M26）リミットスイッチの破損(補修済み) 

③ 電動気密扉(R02M6906)のハンドル作動不良(経過観察中) 

 

以上の不具合について確認されたが、次年度以降も継続して維持管理業務を行い、RETF

の今後の利活用計画に向けた適切な管理と情報提供に努めていく。 

 

6.3.4 その他 

令和 4 年度は、今後の RETF 利活用計画に向け、試験棟を使用可能な状態(建

築確認申請の完了検査に合格）にするため、試験棟の改修設計を建設部が設計

主管部署として実施した（高速炉・新型炉研究開発部門からの依頼）。 

施設建設課としては、施設の維持管理データ及び設計図書の提供、施設の調

査・支援などを行い改修工事のための設計支援を実施した。次年度以降、改修

工事が進められ、建築確認完了検査に向けた対応が実施される計画である。 
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(1)建築設備 

① 屋上部のコンクリート劣化（経過観察中） 

② 通路天井部(3 階)の雨漏り（経過観察中） 

(2)電気設備 

① 照明器具の故障 

② ページング端末機の故障 

(3)換気空調設備 

① 防火ダンパーの故障（外注により更新済み） 

② 屋外充水タンク補給水系統のバルブ故障(更新計画中) 

(4)内装設備 

① 大型気密扉(R02M6907)の作動不良(経過観察中) 

② ラック吊上ホイスト（R02M26）リミットスイッチの破損(補修済み) 

③ 電動気密扉(R02M6906)のハンドル作動不良(経過観察中) 

 

以上の不具合について確認されたが、次年度以降も継続して維持管理業務を行い、RETF

の今後の利活用計画に向けた適切な管理と情報提供に努めていく。 

 

6.3.4 その他 

令和 4 年度は、今後の RETF 利活用計画に向け、試験棟を使用可能な状態(建

築確認申請の完了検査に合格）にするため、試験棟の改修設計を建設部が設計

主管部署として実施した（高速炉・新型炉研究開発部門からの依頼）。 

施設建設課としては、施設の維持管理データ及び設計図書の提供、施設の調

査・支援などを行い改修工事のための設計支援を実施した。次年度以降、改修

工事が進められ、建築確認完了検査に向けた対応が実施される計画である。 
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6.4 核燃料施設における内装設備の耐震計算機プログラムの整備 

サイクル研の核燃料施設は「原子力発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」7)

の制定（昭和 56 年）以前に設計施工された古い機器・配管等が数多く存在しており、

近年の基準地震動の改定や設備自体の補修等に伴い、耐震性の再評価が必要となるケー

スが多い。機器・配管等の耐震評価の方法には FEM 解析のほか、「原子力発電所耐震設

計技術規程」8)（JEAC4601）等に基づく定式化による評価がある。定式化による評価は、

機器形状によって計算方法が異なるものの、一度計算機プログラムを構築すれば内作で

同様の機器を短時間で評価することが可能となり、経済的にも評価期間の短縮化にも有

効である。 

そのため、内作でより合理的に評価ができるよう平成 26 年度から令和 2 年度までに

計 16 種類の機器形状に応じた計算機プログラムを整備してきた。 

プログラムの活用範囲は JEAC4601 を適用する核燃料施設全般であり、再処理施設や

使用施設等、幅広く活用可能である。汎用ソフト（Microsoft Excel）を用いてブラッ

クボックスが発生しないようにプログラム化及びドキュメント化しているため、今後の

規格改訂等に伴うバージョンアップにも柔軟な対応が可能である。 

プログラムの整備による効果としては、内作による耐震評価の実施範囲が拡大し、評

価を実施する際の柔軟性が増すとともに、評価期間の短縮化、外注費用の削減効果が得

られた。また、多くの手作業プロセスを自動化したことにより作業負担の軽減、解析時

間の短縮、解析結果の品質向上に繋がった。検証活動や品質保証体系の確立等により高

い品質を確保し、許認可業務でも活用可能なものとなった。 

さらに、副次的な効果としては、施設建設等に伴い耐震計算を外注した場合、限られ

た時間の中で計算の細部までを審査することは困難であり、過去には施工段階に入って

から計算ミス等が見つかる例があったが、本プログラムを用いて設計審査することで審

査時に計算結果の妥当性を検証することができ、不適合の予防効果にも繋がる。本プロ

グラムについては計算やデータ処理が正しく行えているか検証を行うとともに、耐震評

価の実例、プログラムの取扱い説明書も合わせてまとめており、技術伝承としても有効

活用できる。 

 

6.4.1 計算機プログラムの整備概要 

原子力施設の許認可申請等に係る解析業務の品質向上のためには、計算の誤り

や記載の誤り等の不適合を未然に防止するための活動に取り組むことが必要で

ある。計算機プログラムの検証は、一般社団法人原子力安全推進協会の『原子力

施設における許認可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン』9)（以下こ

の章で「ガイドライン」という。）に則って実施した。 

このガイドラインは、解析業務に係る品質保証活動として、各事業者の管理プ

ロセスの中で自主的に取り組むべき内容を明確にしたものであり、この管理プロ

セスで解析業務を行うことで許認可申請等にも使用できる適切性が確保できる。 

また、ガイドラインでは、使用する計算機プログラムが適正であることが検証
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され、その検証方法及び登録方法（登録リストによる管理方法等）を明確にして

管理することが求められている。 

計算機プログラムの整備は、プログラムの作成、一次検証、二次検証、登録の

流れとなっている。計算機プログラムは、機器形状に応じた計算機プログラム及

び評価に附随する計算機プログラムに分類できる。 

令和 2 年度までに整備した機器形状に応じた計算機プログラムを表 6.4-1 に

示す。同じく令和 2 年度までに整備した評価に附随する計算機プログラムを表 

6.4-2 に示す。また、令和 2 年度以降整備した機器形状に応じた計算機プログラ

ムを表 6.4-3 に示す。令和 2 年度までに整備した 16 本と合わせて、機器形状に

応じた計算機プログラムは 20 本となった。令和 2 年度以降整備した評価に附随

する計算機プログラムはなく 8 本のままである。 

また、必要に応じて、新規プログラムの作成、既存プログラムの改定を実施し

てきた。作成・改定したプログラムは、必要性、緊急性に応じて順次検証してい

る。令和 2 年度以降作成・改定し、登録に至っていない機器形状に応じた計算機

プログラムを表 6.4-4 に示す。同じく、登録に至っていない評価に附随する計算

機プログラムを表 6.4-5 に示す。 

 

表 6.4-1 令和 2 年度までに整備した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 備考 

スカート支持たて置円筒形容器耐震評価プログラム JEAC4601 

平底たて置円筒形容器耐震評価プログラム JEAC4601 

四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラム JEAC4601 

横置円筒形容器（2 脚）耐震評価プログラム JEAC4601 

ラグ支持たて置円筒形容器（4 ラグ 2 ボルト）耐震評価プログラム JEAC4601 

横形ポンプ耐震評価プログラム JEAC4601 

横置円筒形容器（1 脚）耐震評価プログラム CTS 

ラグ支持たて置円筒形容器（2 ラグ 2 ボルト）耐震評価プログラム CTS 

ラグ支持たて置円筒形容器（1 ラグ）耐震評価プログラム CTS 

フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価プログラム CTS 

定ピッチスパン法（一覧表）耐震評価プログラム CTS 

横置円筒形容器（2 脚傾斜等）耐震評価プログラム 独自 

ラグ支持たて置円筒形容器（4 ラグ 1 ボルト）耐震評価プログラム 独自 

ラグ支持たて置円筒形容器（4 ラグ 4 ボルト）耐震評価プログラム 独自 

ラグ支持たて置円筒形容器（2 ラグ 1 ボルト）耐震評価プログラム 独自 

壁掛盤耐震評価プログラム 独自 
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サイクル研の核燃料施設は「原子力発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」7)

の制定（昭和 56 年）以前に設計施工された古い機器・配管等が数多く存在しており、

近年の基準地震動の改定や設備自体の補修等に伴い、耐震性の再評価が必要となるケー

スが多い。機器・配管等の耐震評価の方法には FEM 解析のほか、「原子力発電所耐震設

計技術規程」8)（JEAC4601）等に基づく定式化による評価がある。定式化による評価は、

機器形状によって計算方法が異なるものの、一度計算機プログラムを構築すれば内作で

同様の機器を短時間で評価することが可能となり、経済的にも評価期間の短縮化にも有

効である。 
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プログラムの活用範囲は JEAC4601 を適用する核燃料施設全般であり、再処理施設や

使用施設等、幅広く活用可能である。汎用ソフト（Microsoft Excel）を用いてブラッ

クボックスが発生しないようにプログラム化及びドキュメント化しているため、今後の

規格改訂等に伴うバージョンアップにも柔軟な対応が可能である。 

プログラムの整備による効果としては、内作による耐震評価の実施範囲が拡大し、評

価を実施する際の柔軟性が増すとともに、評価期間の短縮化、外注費用の削減効果が得

られた。また、多くの手作業プロセスを自動化したことにより作業負担の軽減、解析時

間の短縮、解析結果の品質向上に繋がった。検証活動や品質保証体系の確立等により高

い品質を確保し、許認可業務でも活用可能なものとなった。 

さらに、副次的な効果としては、施設建設等に伴い耐震計算を外注した場合、限られ

た時間の中で計算の細部までを審査することは困難であり、過去には施工段階に入って

から計算ミス等が見つかる例があったが、本プログラムを用いて設計審査することで審

査時に計算結果の妥当性を検証することができ、不適合の予防効果にも繋がる。本プロ

グラムについては計算やデータ処理が正しく行えているか検証を行うとともに、耐震評

価の実例、プログラムの取扱い説明書も合わせてまとめており、技術伝承としても有効

活用できる。 

 

6.4.1 計算機プログラムの整備概要 

原子力施設の許認可申請等に係る解析業務の品質向上のためには、計算の誤り

や記載の誤り等の不適合を未然に防止するための活動に取り組むことが必要で

ある。計算機プログラムの検証は、一般社団法人原子力安全推進協会の『原子力

施設における許認可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン』9)（以下こ

の章で「ガイドライン」という。）に則って実施した。 

このガイドラインは、解析業務に係る品質保証活動として、各事業者の管理プ

ロセスの中で自主的に取り組むべき内容を明確にしたものであり、この管理プロ

セスで解析業務を行うことで許認可申請等にも使用できる適切性が確保できる。 

また、ガイドラインでは、使用する計算機プログラムが適正であることが検証
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表 6.4-2 令和 2 年度までに整備した評価に附随する計算機プログラム 

プログラム名 備考 

材料物性値算出プログラム JSME S NJ1-2012 10) 

局部バネ定数算出プログラム Bijlaard 1955 11) 

局部応力補正係数算出プログラム Bulletin 537 12) 

支持構造物の許容応力算出プログラム JEAC4601 

座屈に対する評価算出プログラム JEAC4601 

せん断弾性係数算出プログラム 機械工学便覧 13) 

胴の有効範囲角の 1/2 算出プログラム L.P.Zick 14) 

基礎ボルトの有効断面積算出プログラム JIS B 1082 15) 

 

表 6.4-3 令和 2 年度以降整備した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 登録年月日 

天井クレーン耐震評価プログラム Ver.3.0 令和 3 年 11 月 26 日

天井クレーン（ローヘッド形）耐震評価プログラム Ver.2.0 令和 4 年 2 月 28 日 

防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 7 月 20 日 

天井クレーン（S クラス対応）耐震評価プログラム Ver.4.0 令和 5 年 2 月 16 日 

 

表 6.4-4 登録に至っていない機器形状に応じた計算機プログラム(1/2) 

プログラム名 バージョン 備考 

クラス 3 容器 耐圧強度計算

プログラム 

Ver.3.0 JSME S NC1-2012 発電用原子力設備規格

設計・建設規格を基に耐圧強度計算用に作

成した。 

四脚たて置円筒形容器耐震評

価プログラム 

Ver.4.3 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラムを取り込むために

改定した。 

フィルタユニット及び電気計

装盤等耐震評価プログラム 

Ver.4.2 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラム、フレームの断面

性能算出プログラム及び缶体の断面性能算

出プログラムを取り込むために改定した。

吊り支持機器耐震評価プログ

ラム 

Ver.1.0 建築設備耐震設計・施工指針を基に独自に

作成した。 

壁掛盤耐震評価プログラム Ver.1.2 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラム、フレームの断面

性能算出プログラム及び缶体の断面性能算

出プログラムを取り込むために改定した。
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表 6.4-4 登録に至っていない機器形状に応じた計算機プログラム(2/2) 

プログラム名 バージョン 備考 

自立架台耐震評価プログラム Ver.2.0 四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラ

ムを基に独自に作成した。 

二脚たて置円筒形容器耐震評価プ

ログラム 

Ver.1.0 四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラ

ムを基に独自に作成した。 

ラグ支持たて置円筒形容器（1 ラ

グ）耐震評価プログラム 

Ver.4.3 据付ボルトがラグと直角方向のときも計

算できるように改定した。 

 
表 6.4-5 登録に至っていない評価に附随する計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 備考 

形鋼の断面性能算出プログラム Ver.1.0 手入力であった形鋼の断面性能を自動で

算出できるよう作成した。 

フレームの断面性能算出プログラ

ム 

Ver.1.0 手入力であったフレームの断面性能を自

動で算出できるよう作成した。 

缶体の断面性能算出プログラム Ver.1.0 手入力であった缶体の断面性能を自動で

算出できるよう作成した。 

設計震度の算出プログラム Ver.1.0 手入力であった動的地震力からの設計震

度を自動で算出できるよう作成した。 

 

6.4.2 令和 4 年度の検証内容 

プログラムの一次検証は、ガイドラインに則って実施した。解析方法は、手計

算又は理論解との比較とし、実際の機器又は文献に記載の機器をモデルとした。

計算に必要なデータを「入力シート」に入力することにより、「計算シート」の「記

号の定義」項に計算の途中の値を含む応力計算結果（以下「計算シートの値」と

いう。）が得られる。計算シートの値が正しいことを理論解計算結果との比較によ

り確認することとした。また、理論解計算結果も別途計算式を確認した。さらに、

入力根拠を明確にし、限界値テストも実施した。 後に機器形状に応じた計算機

プログラムと評価に附随する計算機プログラムの相互リンクを確認した。令和 4

年度に一次検証した機器形状に応じた計算機プログラムを表 6.4-6 に示す。令和

4 年度に一次検証した評価に附随する計算機プログラムを表 6.4-7 に示す。 

プログラムの二次検証は一次検証と担当者を替えて、一次検証と同じくガイド

ラインに則って実施した。令和 4 年度に二次検証した機器形状に応じた計算機プ

ログラムを表 6.4-8 に示す。 
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防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 7 月 20 日 

天井クレーン（S クラス対応）耐震評価プログラム Ver.4.0 令和 5 年 2 月 16 日 

 

表 6.4-4 登録に至っていない機器形状に応じた計算機プログラム(1/2) 

プログラム名 バージョン 備考 

クラス 3 容器 耐圧強度計算

プログラム 

Ver.3.0 JSME S NC1-2012 発電用原子力設備規格

設計・建設規格を基に耐圧強度計算用に作

成した。 

四脚たて置円筒形容器耐震評

価プログラム 

Ver.4.3 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラムを取り込むために

改定した。 

フィルタユニット及び電気計

装盤等耐震評価プログラム 

Ver.4.2 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラム、フレームの断面

性能算出プログラム及び缶体の断面性能算

出プログラムを取り込むために改定した。

吊り支持機器耐震評価プログ

ラム 

Ver.1.0 建築設備耐震設計・施工指針を基に独自に

作成した。 

壁掛盤耐震評価プログラム Ver.1.2 評価に附随する計算機プログラムの形鋼の

断面性能算出プログラム、フレームの断面

性能算出プログラム及び缶体の断面性能算

出プログラムを取り込むために改定した。

 

JAEA-Review 2023-051

- 93 -



表 6.4-6 令和 4 年度に一次検証した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 7 日 

四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラム Ver.4.3 令和 4 年 4 月 13 日 

フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価

プログラム 

Ver.4.2 令和 4 年 4 月 18 日 

壁掛盤耐震評価プログラム Ver.1.2 令和 4 年 5 月 11 日 

吊り支持機器耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 5 月 12 日 

自立架台耐震評価プログラム Ver.2.0 令和 4 年 6 月 22 日 

 

表 6.4-7 令和 4 年度に一次検証した評価に附随する計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

形鋼の断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 13 日 

フレームの断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 15 日 

缶体の断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 15 日 

設計震度の算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 5 月 25 日 

局部バネ定数算出プログラム Ver.1.2 令和 5 年 1 月 31 日 

 
表 6.4-8 令和 4 年度に二次検証した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 7 月 20 日 

天井クレーン（S クラス対応）耐震評価プログラム Ver.4.0 令和 5 年 2 月 16 日 

 

6.4.3 令和 4 年度の計算機プログラムの運用 

令和 2 年度以降、解析業務の実施として、ガイドラインに基づき計算機プログ

ラムを運用してきた。解析業務は、計算機プログラムの検証、入力根拠の明確化、

入力結果の確認、解析結果の審査、検証、業務報告書の確認の流れとなっている。

まず、計算機プログラムの検証は、前項で述べたとおりである。入力根拠の明確

化では、入力根拠書を作成し、計算機プログラムに入力するすべてのデータの根

拠を取りそろえる。入力結果の確認は、明確化された入力根拠書と入力結果を比

較して相違のないことを確認する。解析結果の審査、検証は解析結果が受容でき

るものであることを確認する。業務報告書の確認は、所定の要求事項に適合し、

また実施した検証済みの解析結果が適切に業務報告書に反映されていることを

確認する。 

 

(1) 計算機プログラムによる解析 

令和 4 年度に実施した計算機プログラムによる解析は、「TWTF 耐震暫定再評価
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（機器）」と「LWTF 機器の耐震評価」の 2 件である。 

①「TWTF 耐震暫定再評価（機器）」 

6.2 章における TWTFα系統合焼却炉の主要な内装設備については、以前から暫

定的に耐震評価を実施していたが、令和 4 年の詳細設計の進捗に応じて令和 4 年

9 月 14 日～令和 4 年 12 月 16 日に以下の機器を対象に再度計算機プログラムに

よる解析を実施した（全 18 基）。表 6.4-9 に TWTF 耐震暫定再評価（機器）の対

象を示す。 

 

②「LWTF 機器の耐震評価」 

廃止措置申請に係る機器評価の一環として令和 5 年 2 月 21 日に計算機プログ

ラムによる解析を実施した。表 6.4-10 に LWTF 機器の耐震評価の対象を示す。 

 

表 6.4-9 TWTF 耐震暫定再評価（機器）の対象 

機器形状 基数 使用プログラム 

四脚たて置型円筒形容器 1 基 四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラム 

横置円筒形容器 2 基 横置円筒形容器（2 脚）耐震評価プログラム 

横型ポンプ・ブロワ類 1 基 横形ポンプ耐震評価プログラム 

フィルタユニット（自立型） 2 基 
フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価プログ

ラム 

盤類（垂直自立型） 2 基 
フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価プログ

ラム 

盤類（壁掛型） 6 基 壁掛盤耐震評価プログラム 

その他の機器 4 基 
フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価プログ

ラム（うち 1 基：横形ポンプ耐震評価プログラム）

 

表 6.4-10 LWTF 機器の耐震評価の対象 

機器形状 基数 使用プログラム 

スカート支持たて置円筒形

容器 
1 基 スカート支持たて置円筒形容器耐震評価プログラム 

ラグ支持たて置円筒形容器 1 基 
ラグ支持たて置円筒形容器（4 ラグ 2 ボルト）耐震評

価プログラム 

 

(2) 解析結果の審査、検証 

令和 4 年度に実施した解析結果の審査、検証は、「TWTF 耐震暫定再評価（機器）」

の 1 件である。令和 5 年 1 月 5 日から令和 5 年 1 月 11 日に解析結果の審査、検証

のうち一次検証を実施した。 

 

表 6.4-6 令和 4 年度に一次検証した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 7 日 

四脚たて置円筒形容器耐震評価プログラム Ver.4.3 令和 4 年 4 月 13 日 

フィルタユニット及び電気計装盤等耐震評価

プログラム 

Ver.4.2 令和 4 年 4 月 18 日 

壁掛盤耐震評価プログラム Ver.1.2 令和 4 年 5 月 11 日 

吊り支持機器耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 5 月 12 日 

自立架台耐震評価プログラム Ver.2.0 令和 4 年 6 月 22 日 

 

表 6.4-7 令和 4 年度に一次検証した評価に附随する計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

形鋼の断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 13 日 

フレームの断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 15 日 

缶体の断面性能算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 4 月 15 日 

設計震度の算出プログラム Ver.1.0 令和 4 年 5 月 25 日 

局部バネ定数算出プログラム Ver.1.2 令和 5 年 1 月 31 日 

 
表 6.4-8 令和 4 年度に二次検証した機器形状に応じた計算機プログラム 

プログラム名 バージョン 検証年月日 

防振ゴム据付型ブロア耐震評価プログラム Ver.1.0 令和 4 年 7 月 20 日 

天井クレーン（S クラス対応）耐震評価プログラム Ver.4.0 令和 5 年 2 月 16 日 

 

6.4.3 令和 4 年度の計算機プログラムの運用 

令和 2 年度以降、解析業務の実施として、ガイドラインに基づき計算機プログ

ラムを運用してきた。解析業務は、計算機プログラムの検証、入力根拠の明確化、

入力結果の確認、解析結果の審査、検証、業務報告書の確認の流れとなっている。

まず、計算機プログラムの検証は、前項で述べたとおりである。入力根拠の明確

化では、入力根拠書を作成し、計算機プログラムに入力するすべてのデータの根

拠を取りそろえる。入力結果の確認は、明確化された入力根拠書と入力結果を比

較して相違のないことを確認する。解析結果の審査、検証は解析結果が受容でき

るものであることを確認する。業務報告書の確認は、所定の要求事項に適合し、

また実施した検証済みの解析結果が適切に業務報告書に反映されていることを

確認する。 

 

(1) 計算機プログラムによる解析 

令和 4 年度に実施した計算機プログラムによる解析は、「TWTF 耐震暫定再評価
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(3) 業務報告書の確認 

令和 4 年度に実施した解析結果の業務報告書の確認は、「TWTF 耐震暫定評価（配

管）」の 1 件である。昨年度に二次検証まで実施していた「TWTF 耐震暫定評価（配

管）」について、令和 4 年 5 月 25 日に解析結果の業務報告書の確認を終了した。 

解析結果から、FEM 評価となる対象配管は、目安として 15Hz 以上となるように

設計すべきとの結論が得られた。この結果は、作成した解析エビデンスも含め、今

後の設計審査でも活用できるので、技術伝承資料として保管することとした。 

 

6.5 CTS の整備・改定 

6.5.1 CTS の概要 

施設建設技術標準（CTS）は、東海再処理主工場及び関連施設の建設及び運転の

経験に基づく知見、 新技術等を集約したもので、新規施設建設及び補修・改造

時の設計・施工・検査への適用により設計・仕様の統一化及び施設・設備の品質

向上を図るものである。内容的には、建物、機器・機械、配管等の設備毎、さら

に設計・製作・施工・検査等の工程毎に分類され、全 302 技術標準数から構成さ

れている。（表 6.5-1） 

 

表 6.5-1 施設建設技術標準(CTS)の分類 

         

 

 

CTS の整備は、昭和 60 年から開始し、平成 5 年に標準集としてほぼ完成した。 

その後、 新知見の反映及び法令改定反映等を目的に、2 度の大規模な改定作

業を実施し、現在に至っている。平成 5 年以降の施設建設にあたっては、発注仕

様書に CTS を添付しており、設計管理業務における設計・仕様の統一化と、施工

管理における品質確保の観点で必要不可欠な技術標準となっている。 

また、本標準は新規施設のみでなく再処理施設の設備機器、放射線管理設備等

の改造・更新時の技術標準としても広く活用されている。 
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さらに、民間への技術移転として、数回に亘り日本原燃（株）へデータベース

を提供しており、本 CTS をベースとして日本原燃（株）における設計管理基準検

索システムが構築されている。 

なお、CTS は所内イントラを介し閲覧でき、業務に活用している。 

 

6.5.2 CTS の改定 

CTS の改定については、再処理施設の新規建設工事の低放射性廃棄物処理技術

開発施設（LWTF）の建設の実績を踏まえた見直しを行うとともにその後、定期的

なレビュー、再処理関連部署からの依頼等により年度単位での改定作業を継続し

標準の 新版化に努めている。 

令和 4 年度においては、再処理関連部署からの改定依頼や新知見の情報等もな

かったことから、改定は行っていない。 

 

6.5.3 今後の改定について 

当該標準は、今後も継続的に見直し作業を進め、技術ノウハウを蓄積するとと

もに新知見の反映、技術継承を目的として 新版化に努めていく計画であり、令

和 5 年度は、新知見の反映としてセル内照明設備の耐放射線性 LED 化に関する設

計標準の改定、電気設備のケーブル埋設に関する設計標準の改定等を予定してい

る。 

 

  

(3) 業務報告書の確認 

令和 4 年度に実施した解析結果の業務報告書の確認は、「TWTF 耐震暫定評価（配

管）」の 1 件である。昨年度に二次検証まで実施していた「TWTF 耐震暫定評価（配

管）」について、令和 4 年 5 月 25 日に解析結果の業務報告書の確認を終了した。 

解析結果から、FEM 評価となる対象配管は、目安として 15Hz 以上となるように

設計すべきとの結論が得られた。この結果は、作成した解析エビデンスも含め、今

後の設計審査でも活用できるので、技術伝承資料として保管することとした。 

 

6.5 CTS の整備・改定 

6.5.1 CTS の概要 

施設建設技術標準（CTS）は、東海再処理主工場及び関連施設の建設及び運転の

経験に基づく知見、 新技術等を集約したもので、新規施設建設及び補修・改造

時の設計・施工・検査への適用により設計・仕様の統一化及び施設・設備の品質

向上を図るものである。内容的には、建物、機器・機械、配管等の設備毎、さら

に設計・製作・施工・検査等の工程毎に分類され、全 302 技術標準数から構成さ

れている。（表 6.5-1） 

 

表 6.5-1 施設建設技術標準(CTS)の分類 

         

 

 

CTS の整備は、昭和 60 年から開始し、平成 5 年に標準集としてほぼ完成した。 

その後、 新知見の反映及び法令改定反映等を目的に、2 度の大規模な改定作

業を実施し、現在に至っている。平成 5 年以降の施設建設にあたっては、発注仕

様書に CTS を添付しており、設計管理業務における設計・仕様の統一化と、施工

管理における品質確保の観点で必要不可欠な技術標準となっている。 

また、本標準は新規施設のみでなく再処理施設の設備機器、放射線管理設備等

の改造・更新時の技術標準としても広く活用されている。 
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7. 品質保証 

7.1 目標管理 

(1) 品質目標 

サイクル研の活動方針を踏まえ、毎年度各種活動目標を設定し、保安活動や安全文

化の醸成活動、安全衛生活動、環境保全活動等を実施している。活動状況について

は、年度中期及び年度末といったタイミングで定期的に評価し、サイクル研へ報告

している。令和 4 年度の工務技術部における品質目標及び実施状況を表 7.1-1 に示

す。また、TWTF の設計に係る品質目標及び実施状況を表 7.1-2 に示す。すべての品

質目標に対して、計画通りに実施し、達成することができた。 

 

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(1/9) 

目 標 内 容 実施内容 

1.請負企業の保安活動（役務、
工事、年間請負企業による直
営作業を含む。）について、
以下の確認又は処置等を行
う。 

 
 
①作業計画書起案時の打合せ等

で作業員名簿から作業員の力
量（資格を含む）確認 

 
 
②作業計画書起案時の打合せ等

でリスクアセスメントワーク
シートから潜在的なリスクの
認識の確認 

 
 
③MO や巡視で基本動作の徹底

を含む作業手順（ルール）の
遵守状況の確認 

 
 
④確認の結果、気付き事項等が

あった場合には、意識付け等
の指導や必要な処置 

【保安】 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
請負企業の保安活動注）に対し、作業員の力量確認、リスク
の共有、作業手順の遵守状況の確認及び気付き事項等の処
置を実施した。 
 
①作業員の力量確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 
②潜在的なリスクの認識確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 
③作業手順（ルール）の遵守状況確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 

④＜運転課＞ 
指導又は処置の実施件数：10 件 
・TUC 屋外重油タンクに設置されているステップに滑り

止めを付けること。（業務請負：指導 6/16、処置 6/17）
・作業通路上に置き忘れていた工具を片付けること。（再

処理用蒸気設備補修作業：指導・処置 9/28） 
・発電機運転中は耳栓を着用すること。（ガスタービン非

常用発電設備点検等作業：指導 11/26） 
・出入許可証は胸へ確実に着用すること。（プル UF 等受

変電設備点検作業：指導 12/9） 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(2/9) 
目 標 内 容 実施内容 

  
 ・絶縁抵抗測定は 2 名で実施すること。（安全管理棟 A 屋

外受変電設備点検作業：指導 12/20） 
・検電するときは確実に検電器を使用すること。(TVF 非

常用発電設備年次点検作業：指導・処置 1/12) 
・受電盤前面に工具類を置かないこと。(再処理第 6 変

電所等受変電設備点検等作業：指導・処置 1/24) 
・作業者の足元に作業用延長ケーブルを敷設しないこ

と。（ボイラ計装機器の更新：指導・処置 2/14） 
・接地取付け作業時は、必要に応じ監視人の配置又は突

起物に養生すること。（再処理中間開閉所等受変電設
備点検等作業：指導・処置 3/6）。 

・配管に足を乗せて作業する際には、足元に注意するこ
と。（UF ターボ冷凍機点検整備作業：指導・処置 3/9）

 
＜施設営繕課＞ 

指導又は処置の実施件数：6 件 
・事務作業に支障をきたす照度なので、仮設照明を増備

すること。（CPF 管理棟空調設備更新工事：指導・処置
9/29） 

・工事現場の出入口ゲートが開いたままになっているの
で、通行時以外は閉めること。(事故対処設備の保管場
所等の整備工事南東地区他：指導・処置 12/27) 

・仮設ハウスに設置している消火器について、使用期限
が切れているため交換すること。(事故対処設備の保
管場所等の整備工事南東地区他：指導・処置 12/28) 

・ジェットヒーターの電源ケーブルに結んである紐は、
延焼防止のために取り除くこと。(指導・処置 1/11) 

・ジェットヒーター使用時には周りに水撒きを行うこ
と。(指導・処置 1/11) 

・ジェットヒーターへの給油後は、給油口周りに燃料が
こぼれていないか確認すること。こぼれた場合はウエ
スで拭き取ること。(指導・処置 1/11) 

 
注）運転課は保安規定等の適用施設で実施する保安活動、
施設営繕課は営繕工事すべての案件を対象とする。 
 
【評価】 
①効果 

点検・工事着手前の確認及び巡視、指導を行うこと
で、請負企業の安全に対する意識を高めることができ、
事故・トラブルを未然に防止することができた。 
 
②課題等 
特になし。 
 

 

  

7. 品質保証 

7.1 目標管理 

(1) 品質目標 

サイクル研の活動方針を踏まえ、毎年度各種活動目標を設定し、保安活動や安全文

化の醸成活動、安全衛生活動、環境保全活動等を実施している。活動状況について

は、年度中期及び年度末といったタイミングで定期的に評価し、サイクル研へ報告

している。令和 4 年度の工務技術部における品質目標及び実施状況を表 7.1-1 に示

す。また、TWTF の設計に係る品質目標及び実施状況を表 7.1-2 に示す。すべての品

質目標に対して、計画通りに実施し、達成することができた。 

 

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(1/9) 

目 標 内 容 実施内容 

1.請負企業の保安活動（役務、
工事、年間請負企業による直
営作業を含む。）について、
以下の確認又は処置等を行
う。 

 
 
①作業計画書起案時の打合せ等

で作業員名簿から作業員の力
量（資格を含む）確認 

 
 
②作業計画書起案時の打合せ等

でリスクアセスメントワーク
シートから潜在的なリスクの
認識の確認 

 
 
③MO や巡視で基本動作の徹底

を含む作業手順（ルール）の
遵守状況の確認 

 
 
④確認の結果、気付き事項等が

あった場合には、意識付け等
の指導や必要な処置 

【保安】 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
請負企業の保安活動注）に対し、作業員の力量確認、リスク
の共有、作業手順の遵守状況の確認及び気付き事項等の処
置を実施した。 
 
①作業員の力量確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 
②潜在的なリスクの認識確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 
③作業手順（ルール）の遵守状況確認の実施率：100％ 
＜運転課＞ 

確認件数 28 件/作業件数 28 件 
＜施設営繕課＞ 

確認件数 6 件/作業件数 6 件 
 

④＜運転課＞ 
指導又は処置の実施件数：10 件 
・TUC 屋外重油タンクに設置されているステップに滑り

止めを付けること。（業務請負：指導 6/16、処置 6/17）
・作業通路上に置き忘れていた工具を片付けること。（再

処理用蒸気設備補修作業：指導・処置 9/28） 
・発電機運転中は耳栓を着用すること。（ガスタービン非

常用発電設備点検等作業：指導 11/26） 
・出入許可証は胸へ確実に着用すること。（プル UF 等受

変電設備点検作業：指導 12/9） 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(3/9) 
目 標 内 容 実施内容 

2.各課の管理者による自己評価
の結果より、品質マネジメン
ト計画書「4.1 一般要求事項」
(4)i)に定める「目指す状態」
8 項目から取り組むべき項目
を選択し、「あるべき姿」を設
定し、安全文化を育成し維持
するための活動を計画して実
施する。 

  また、JANSI の安全文化に
係る意識調査結果において、
前回調査及び標準値との比較
から安全文化の状態をより良
く改善する項目についてグル
ープ討議等を行い、その結果
に応じた改善活動を実施す
る。 

【安全文化】 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
①各課の管理者による自己評価の結果を踏まえた活動計
画を策定した。 
＜管理課＞ 
・CAP 要領書の改定及び CAP 情報の傾向分析等を実施する

計画を策定した。(5/10) 
＜運転課＞ 
・水平展開検討会の情報から、自部署で想定される同類の

不具合事象に対する取り組み事項又は取り組むべき事
項の討論を課会で実施する計画を策定した。(6/24) 

＜施設営繕課＞ 
・CAP 活動の活性化及び CAP 活動に関する教育を行う計画

を策定した。(6/27) 
 
②上記①の計画に従い活動を実施した。 
＜管理課＞ 
・CAP 活動の運用を改善するため、CAP 報告手順の見直し

及び様式の変更等を行い、部三次文書「不適合管理検討
部会運営要領書」を改定した。（7/26） 

・不適合管理検討部会に情報提供された CAP 案件を課内に
情報共有した。（29 回：5/16～12/28） 

・管理課から報告した CAP 情報について、毎月課会で処置
状況を紹介し共有した。（8 回：5/31､6/29､8/4､8/31､
9/27､10/31､11/30､12/23） 

・CAP 件数及び情報区分について傾向分析を実施した。
(12/28) 

＜運転課＞ 
・課会時に水平展開事項より運転課で関連する案件を題材

とし討論を実施した。(6 回：7/7､8/9､9/8､10/11､11/11､
12/9) 

＜施設営繕課＞ 
・課長及び課員巡視結果を CAP 情報として報告した。(7回：

7/4､7/11､7/25､9/12､10/31､11/7､12/19) 
・工事現場（パトロール、巡視、MO 等）での気づき事項を

CAP 情報として報告した。(7 回：8/22、9/12､10/3､10/24､
11/14､11/28､12/5) 

・CAP 活動に関する事項を教育した。（8/19） 
 
③各課のJANSIの安全文化に係る意識調査結果を踏まえた

活動計画を策定した。 
＜管理課＞ 

「教育・訓練の実効性」及び「安全対策の評価の見直し」
に弱さがあると認識したため、保安教育資料の改善、通報
対応訓練、作業計画等の評価改善を実施する計画を策定し
た。(10/3) 
＜運転課＞ 

「CAP 活動の必要性」に弱さがあると認識したため、課
会時に「起案することが想定される案件」、「起案の方法」
等の再周知を追加する計画に見直し策定した。(10/3)  
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(4/9) 

目 標 内 容 実施内容 
 ＜施設営繕課＞ 

「お互いがベストをつくすように励ましあう」及び「安
全について難しいことも話し合う」に弱さがあると認識し
たため、「良好事例を CAP 情報として報告」「営繕工事に関
する災害の事例研究を行う」計画を策定した。(10/3) 

 
④上記③の計画に従い活動を実施した。 
＜管理課＞ 
・教育資料に対する課員からの意見、要望を基に、受講者

のニーズに応じた教育資料に見直しを行い、改定の概要
を課会で周知した。（3/28） 

・傷病者発生、火災又は核物質防護事象に課員が遭遇した
想定で、緊急通報連絡訓練を実施した。（9 名：2/2～2/24）

・男子更衣室ロッカーの搬出作業について、作業のホール
ドポイント、安全対策及びリスク対策の取り組み状況を
課会にて周知し、作業に対する評価改善を確認した。
（3/28） 

＜運転課＞ 
・課会時に安全活動を向上させるための活動として CAP 活

動の必要性等の再周知を実施した。(10/11､11/11､12/9)
＜施設営繕課＞ 
・良好事例を CAP 情報として報告した。 
 (7 回：10/31､11/7､11/28､12/5､1/30､2/27､3/20) 
・災害の事例研究を実施した。 

(火災：11/10､交通事故：12/22､埋設物損傷：2/16) 
 
【評価】 
①効果 

要領書の改定、教育、ミーティングを通した改善点の抽
出により、安全文化の育成及び維持に向けた有効な活動が
実施できた。また、「不適合管理検討部会運営要領書」の改
定により、CAP の提案件数が増加し改善の効果が得られた
ことから、今回の改定は有効であったと評価する。 

JANSI アンケート結果を踏まえた対応については、抽出
された弱みに対する改善活動を各課で実施したことによ
り、それぞれの弱みに対する状態の改善及び安全文化に対
する意識付けを高めることができたと評価する。 
 
②課題等 
管理課で実施した通報訓練は、自らの役割・責任への意識
付けに有効であり、管理課以外にも展開していきたい。 
 

 

  

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(3/9) 
目 標 内 容 実施内容 

2.各課の管理者による自己評価
の結果より、品質マネジメン
ト計画書「4.1 一般要求事項」
(4)i)に定める「目指す状態」
8 項目から取り組むべき項目
を選択し、「あるべき姿」を設
定し、安全文化を育成し維持
するための活動を計画して実
施する。 

  また、JANSI の安全文化に
係る意識調査結果において、
前回調査及び標準値との比較
から安全文化の状態をより良
く改善する項目についてグル
ープ討議等を行い、その結果
に応じた改善活動を実施す
る。 

【安全文化】 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
①各課の管理者による自己評価の結果を踏まえた活動計
画を策定した。 
＜管理課＞ 
・CAP 要領書の改定及び CAP 情報の傾向分析等を実施する

計画を策定した。(5/10) 
＜運転課＞ 
・水平展開検討会の情報から、自部署で想定される同類の

不具合事象に対する取り組み事項又は取り組むべき事
項の討論を課会で実施する計画を策定した。(6/24) 

＜施設営繕課＞ 
・CAP 活動の活性化及び CAP 活動に関する教育を行う計画

を策定した。(6/27) 
 
②上記①の計画に従い活動を実施した。 
＜管理課＞ 
・CAP 活動の運用を改善するため、CAP 報告手順の見直し

及び様式の変更等を行い、部三次文書「不適合管理検討
部会運営要領書」を改定した。（7/26） 

・不適合管理検討部会に情報提供された CAP 案件を課内に
情報共有した。（29 回：5/16～12/28） 

・管理課から報告した CAP 情報について、毎月課会で処置
状況を紹介し共有した。（8 回：5/31､6/29､8/4､8/31､
9/27､10/31､11/30､12/23） 

・CAP 件数及び情報区分について傾向分析を実施した。
(12/28) 

＜運転課＞ 
・課会時に水平展開事項より運転課で関連する案件を題材

とし討論を実施した。(6 回：7/7､8/9､9/8､10/11､11/11､
12/9) 

＜施設営繕課＞ 
・課長及び課員巡視結果を CAP 情報として報告した。(7回：

7/4､7/11､7/25､9/12､10/31､11/7､12/19) 
・工事現場（パトロール、巡視、MO 等）での気づき事項を

CAP 情報として報告した。(7 回：8/22、9/12､10/3､10/24､
11/14､11/28､12/5) 

・CAP 活動に関する事項を教育した。（8/19） 
 
③各課のJANSIの安全文化に係る意識調査結果を踏まえた

活動計画を策定した。 
＜管理課＞ 

「教育・訓練の実効性」及び「安全対策の評価の見直し」
に弱さがあると認識したため、保安教育資料の改善、通報
対応訓練、作業計画等の評価改善を実施する計画を策定し
た。(10/3) 
＜運転課＞ 

「CAP 活動の必要性」に弱さがあると認識したため、課
会時に「起案することが想定される案件」、「起案の方法」
等の再周知を追加する計画に見直し策定した。(10/3)  
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(5/9) 
目 標 内 容 実施内容 

3.他施設の安全情報について
「自部署でも起こるかもしれ
ない」という視点で未然防止
処置の必要性を確認し、必要
な未然防止処置を展開する。
また、展開した事項の実施状
況を MO、巡視、CAP 等のツー
ルを活用して確認する。 

【保安】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
①他の施設から報告されたCAP情報を基に未然防止処置の
要否検討を行った。 

 
＜管理課＞ 

CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 
・CAP 報告件数：73 件 
・未然防止処置の要否検討件数：73 件 

＜運転課＞ 
CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 
・CAP 報告件数：6 件 
・未然防止処置の要否検討件数：6 件 

＜施設営繕課＞ 
CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 

・CAP 報告件数：1 件 
・未然防止処置の要否検討件数：1 件 
 
②上記①の結果を受け、未然防止処置が必要と判断され
たものについて、未然防止処置を実施した。 

実施状況確認の実施率：100％ 
 ○未然防止処置の展開件数：9 件 
 ○実施状況の確認件数：9 件 
 
・大洗研究所及び原子力科学研究所における年間主要事業

計画書の誤記について 
（誤記防止として、許認可資料を複数名で確認するよう

要領書を改定する自主的改善を確認した。：12/19） 
・サイクル研における JANSI ピアレビューでの要改善事

項について 
（改善計画に従い電気室及び発電機室に火災防護低減

策が完了したことを確認した。：1/31） 
・新型転換炉原型炉ふげんにおける燃料受渡しプールへ

の使用工具の落下について 
（工具等の落下防止対策として、注意事項の追記、様

式の変更等、要領書等の改定を確認した。：2/27） 
・蒸気配管等の総点検（簡易点検）について 
 （蒸気配管等の総点検結果、異常のないことを確認し

た。：12/22） 
・東海第二発電所輸送本部脇の変圧器における火災につ

いて 
（屋外に設置された電気設備については、既に対策が

施されているため、改善を必要とする箇所がないこ
とを確認した。：2/27） 

・大洗研究所ホットラボ施設ローカルエアサンプリング
システムの運用に係る不備について 
（許可申請書及び保安規定等に記載された内容と現場

の状況と管理状況が合致していることを確認した。 
：3/13） 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(6/9) 
目 標 内 容 実施内容 

 ・蒸気配管等の総点検（詳細点検）について 
（蒸気配管等の詳細点検の結果、異常がないことを確認

した。：3/20） 
・A 棟におけるケーブル溶融痕確認について 

（類似設備の調査・点検の結果、端子箱内に改善の必要
はないこと及び今後の点検計画について確認した。 
：3/27） 

・川崎市水道工事現場において発生した地中送電線損傷事
象について 
（事故調査報告書を参考に、通報体制の確認、事故発生

時の対応を要領書に反映されていることを確認した。
：2/27） 

 
【評価】 
①効果 

他施設の安全情報を入手することで、未然防止処置を実
施する手掛かりとなり、必要な安全対策が実施できた。ま
た、自部署への適用の有無について検討することで、自ら
の業務を客観的に評価することができた。 
 
②課題等 

特になし。 
 

 

  

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(5/9) 
目 標 内 容 実施内容 

3.他施設の安全情報について
「自部署でも起こるかもしれ
ない」という視点で未然防止
処置の必要性を確認し、必要
な未然防止処置を展開する。
また、展開した事項の実施状
況を MO、巡視、CAP 等のツー
ルを活用して確認する。 

【保安】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
①他の施設から報告されたCAP情報を基に未然防止処置の
要否検討を行った。 

 
＜管理課＞ 

CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 
・CAP 報告件数：73 件 
・未然防止処置の要否検討件数：73 件 

＜運転課＞ 
CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 
・CAP 報告件数：6 件 
・未然防止処置の要否検討件数：6 件 

＜施設営繕課＞ 
CAP 情報の展開検討の実施率：100％ 

・CAP 報告件数：1 件 
・未然防止処置の要否検討件数：1 件 
 
②上記①の結果を受け、未然防止処置が必要と判断され
たものについて、未然防止処置を実施した。 

実施状況確認の実施率：100％ 
 ○未然防止処置の展開件数：9 件 
 ○実施状況の確認件数：9 件 
 
・大洗研究所及び原子力科学研究所における年間主要事業

計画書の誤記について 
（誤記防止として、許認可資料を複数名で確認するよう

要領書を改定する自主的改善を確認した。：12/19） 
・サイクル研における JANSI ピアレビューでの要改善事

項について 
（改善計画に従い電気室及び発電機室に火災防護低減

策が完了したことを確認した。：1/31） 
・新型転換炉原型炉ふげんにおける燃料受渡しプールへ

の使用工具の落下について 
（工具等の落下防止対策として、注意事項の追記、様

式の変更等、要領書等の改定を確認した。：2/27） 
・蒸気配管等の総点検（簡易点検）について 
 （蒸気配管等の総点検結果、異常のないことを確認し

た。：12/22） 
・東海第二発電所輸送本部脇の変圧器における火災につ

いて 
（屋外に設置された電気設備については、既に対策が

施されているため、改善を必要とする箇所がないこ
とを確認した。：2/27） 

・大洗研究所ホットラボ施設ローカルエアサンプリング
システムの運用に係る不備について 
（許可申請書及び保安規定等に記載された内容と現場

の状況と管理状況が合致していることを確認した。 
：3/13） 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(7/9) 
目 標 内 容 実施内容 

4.施設管理実施計画による保全
活動において、保全の過剰な
部分や改善の要否の確認を含
めて保全の有効性を「業務の
計画及び実施管理要領書」（工
Q-D）に基づき評価する。また、
改善事項があった場合には、
施設管理実施計画の見直しを
行う。 

【施設管理】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 

施設管理実施計画（再処理施設）の運用（事業者検査、
設備保全整理表等）における保全活動の有効性を「業務の
計画及び実施管理要領書」（工 Q-D）に基づき評価した。
（5/31） 
 なお、保全有効性評価の結果を「第 3 回施設管理実施計
画」に反映し制定した。（9/21） 
 

施設管理実施計画（使用施設）の運用（事業者検査、設
備保全整理表等）における保全活動の有効性を「業務の計
画及び実施管理要領書」（工 Q-D）に基づき評価した。（令
和 5 年 3 月 31 日） 
 
【評価】 
①効果 

施設管理実施計画の運用における保全活動の有効性を
評価し、必要に応じ改善を行うことで、今後の設備機器
の保全活動がより良い活動となった。 
 
②課題等 

特になし。 
 

5.作業又は工事における注意点
や問題意識を更に高めるた
め、気づきの感性を向上させ
る教育を実施する。 

【安全文化】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
＜運転課＞ 

「エレベータ点検作業における負傷」に係る再現ビデオ
を基に問題点についてディスカッションを交え教育を実
施した。（8/9～8/31） 
＜施設営繕課＞ 

過去のトラブル事例を基に、なぜなぜ分析のグループワ
ークを実施した。（10/4～10/11） 
 
【評価】 
①効果 

気づきの意識付けにより、作業又は工事に対する注意
点や問題意識を更に高めることができた。 
 
②課題等 

特になし。 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(8/9) 
目 標 内 容 実施内容 

6.運転及び保守管理に係る業務
の円滑な遂行を図る。 

 
【品質マネジメント計画書（7.1

項）に基づく業務の計画に係
る品質目標】 

 
①ユーティリティ設備の年度

保全計画に基づく点検を実
施する。 

 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 

年度保全計画に基づき点検を実施した。 

 定期点検の実施率：100％ 

  （実施件数：31 件/計画件数：31 件） 

内訳 

施設 実施 計画 

再処理 14 件 14 件 

使用 17 件 17 件 

非該当 (2)件 (2)件 

( )内は使用施設と重複していることを示す。 

 
【評価】 
①効果 

計画に基づいた点検を遅滞なく実施することで、ユー
ティリティの安定供給及び設備の維持管理ができた。ま
た、施設側の状況に応じ、適切に工程を組み替えること
で当初計画していた年次点検をすべて終了することがで
きた。 
 
②課題等 

特になし。 
 

②点検結果に基づく、必要な年
度保全計画の見直し・更新を
実施する。 

 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 

必要に応じて年度保全計画の見直しを実施した。 

 年度保全計画の見直し率：100％ 

（実施回数：6 回/必要回数：6 回） 

  電気：3/31､7/13 

  機械：7/15､9/1､9/28､12/12 

 
【評価】 
①効果 

点検結果や施設側の状況に応じた保全計画の見直しを
行うことで、他部署との連携がとれ適した時期に点検が
できた。これにより、年度当初に計画した点検等がすべ
て完了することができた。 
 
 
②課題等 

特になし。 
 

 
  

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(7/9) 
目 標 内 容 実施内容 

4.施設管理実施計画による保全
活動において、保全の過剰な
部分や改善の要否の確認を含
めて保全の有効性を「業務の
計画及び実施管理要領書」（工
Q-D）に基づき評価する。また、
改善事項があった場合には、
施設管理実施計画の見直しを
行う。 

【施設管理】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 

施設管理実施計画（再処理施設）の運用（事業者検査、
設備保全整理表等）における保全活動の有効性を「業務の
計画及び実施管理要領書」（工 Q-D）に基づき評価した。
（5/31） 
 なお、保全有効性評価の結果を「第 3 回施設管理実施計
画」に反映し制定した。（9/21） 
 

施設管理実施計画（使用施設）の運用（事業者検査、設
備保全整理表等）における保全活動の有効性を「業務の計
画及び実施管理要領書」（工 Q-D）に基づき評価した。（令
和 5 年 3 月 31 日） 
 
【評価】 
①効果 

施設管理実施計画の運用における保全活動の有効性を
評価し、必要に応じ改善を行うことで、今後の設備機器
の保全活動がより良い活動となった。 
 
②課題等 

特になし。 
 

5.作業又は工事における注意点
や問題意識を更に高めるた
め、気づきの感性を向上させ
る教育を実施する。 

【安全文化】 
 
 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
＜運転課＞ 

「エレベータ点検作業における負傷」に係る再現ビデオ
を基に問題点についてディスカッションを交え教育を実
施した。（8/9～8/31） 
＜施設営繕課＞ 

過去のトラブル事例を基に、なぜなぜ分析のグループワ
ークを実施した。（10/4～10/11） 
 
【評価】 
①効果 

気づきの意識付けにより、作業又は工事に対する注意
点や問題意識を更に高めることができた。 
 
②課題等 

特になし。 
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表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(9/9) 
目 標 内 容 実施内容 

7.東海再処理施設の廃止措置に
係る業務について、再処理セ
ンターと連携し、必要な対応
を実施する。 

 
【品質マネジメント計画書（7.1

項）に基づく業務の計画に係
る品質目標】 

 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
 必要な対応の実施率：100％ 
 （実施回数 5 回/必要回数 5 回） 
 ・クリプトン施設運転停止後点検（5/20） 
 ・分離精製工場運転開始前点検（5/30､3/15） 
 ・TVF 運転開始前点検（6/24） 
 ・分離精製工場及び TVF 運転停止後点検（10/20） 
 
【評価】 
①効果 

各施設の運転に合わせて、運転開始前及び停止後の点検
を実施し、必要な対応を実施することができた。 
 
②課題等 

特になし。 
 

8.依頼元から要求される機能を
満足させるとともに、安全性、
信頼性の保持に十分配慮した
工事を実施する。 

 
【品質マネジメント計画書（7.1

項）に基づく業務の計画に係
る品質目標】 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
 留意事項の抽出実施率：100％ 
（実施件数 1 件/依頼件数 1 件） 

・再）2LASWS 屋上の防水補修作業 
 

対象工事の実施率：100％ 
（完了件数 1 件/依頼件数 1 件） 

・再）2LASWS 屋上の防水補修作業（11/21 完了） 
 

トラブル件数：0 件 
 
【評価】 
①効果 

依頼された要求を確実に作業計画書、各種要領書等に
反映させることで、工事をトラブルゼロで完了できた。 
 
②課題等 

特になし。 
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表 7.1-2 令和 4 年度 TWTF の設計に係る品質目標及び実施状況(1/2) 

TWTF の設計に係る 

品質目標内容 
実施内容 

建家実施設計との設計取合い
調整（建家設計条件の提示、
コンポジット調整等）を確実
に行い、令和 4 年度末までに
内装設備詳細設計Ⅲの実施
範囲（高温配管の冷却、施設
全体のコンポジット調整）を
完了させる。 

【目標の達成状況】 
達成 

 
【実施内容】 
 契約に基づく設計の進捗管理の回数：1 回以上/月 

○キックオフミーティング(4/12) 
○設計工程調整会議(6/9、7/7、8/4、9/7、10/6、11/7、

12/8、1/18、2/16、3/9) 
○提出図書(月報)による進捗確認(5/13) 

 
詳細設計Ⅲの完了時期：3/17 完了 

 
【評価】 
①効果 

設計工程調整会議において、業務の進捗状況、業務計画
の達成状況について確認を行っており、業務の着実な遂行
を図ることができた。 
 
②課題等 
特になし。 
 

水平展開の情報提供を受けた
際、TWTF において類似事象の
可能性がある場合は、必要に
応じて対策等を設計に反映す
る。 

【目標の達成状況】 
達成 

 
【実施内容】 

反映の要否判断の実施率：100％ 
（提供情報数：87 件、反映要否の判断数：87 件） 
（設計への反映数：0 件、反映不要数:87 件） 
 
【評価】 
①効果 

水平展開の情報によって、他施設の事故・トラブル情報
を把握し、TWTF 設計への展開の必要性を評価した。これに
より、TWTF において、設計に起因する類似トラブルを回避
することができた。 
 
②課題等 
特になし。 
 

 

  

表 7.1-1 令和 4 年度 工務技術部品質目標及び実施状況(9/9) 
目 標 内 容 実施内容 

7.東海再処理施設の廃止措置に
係る業務について、再処理セ
ンターと連携し、必要な対応
を実施する。 

 
【品質マネジメント計画書（7.1

項）に基づく業務の計画に係
る品質目標】 

 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
 必要な対応の実施率：100％ 
 （実施回数 5 回/必要回数 5 回） 
 ・クリプトン施設運転停止後点検（5/20） 
 ・分離精製工場運転開始前点検（5/30､3/15） 
 ・TVF 運転開始前点検（6/24） 
 ・分離精製工場及び TVF 運転停止後点検（10/20） 
 
【評価】 
①効果 

各施設の運転に合わせて、運転開始前及び停止後の点検
を実施し、必要な対応を実施することができた。 
 
②課題等 

特になし。 
 

8.依頼元から要求される機能を
満足させるとともに、安全性、
信頼性の保持に十分配慮した
工事を実施する。 

 
【品質マネジメント計画書（7.1

項）に基づく業務の計画に係
る品質目標】 

【目標の達成状況】 
 達成 
 
【実施内容】 
 留意事項の抽出実施率：100％ 
（実施件数 1 件/依頼件数 1 件） 

・再）2LASWS 屋上の防水補修作業 
 

対象工事の実施率：100％ 
（完了件数 1 件/依頼件数 1 件） 

・再）2LASWS 屋上の防水補修作業（11/21 完了） 
 

トラブル件数：0 件 
 
【評価】 
①効果 

依頼された要求を確実に作業計画書、各種要領書等に
反映させることで、工事をトラブルゼロで完了できた。 
 
②課題等 

特になし。 
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表 7.1-2 令和 4 年度 TWTF の設計に係る品質目標及び実施状況(2/2) 

TWTF の設計に係る 

品質目標内容 
実施内容 

廃棄物管理施設として要求さ
れる機能を満足させるととも
に、安全性、信頼性の保持に十
分配慮した設計を実施する。 

【目標の達成状況】 
達成 

 
【実施内容】 
 設計レビュー会議の開催：1 回以上/四半期 

○第 1 四半期：3 回 
・内装設備の詳細設計Ⅲ仕様書説明会（4/6） 
・建家実施設計Ⅱとの取合い状況の確認（5/13） 
・設計レビュー会議（6/9） 
○第 2 四半期：3 回 
・設計レビュー会議（8/4、8/29） 
・建家実施設計Ⅱとの設計取合いレビュー（コンポジッ

ト調整の進め方）（9/27） 
○第 3 四半期：4 回 
・建家実施設計Ⅱとの設計取合いレビュー(コンポジッ

ト調整の進め方)（10/6、10/28、11/7） 
・設計レビュー会議（12/8） 
○第 4 四半期：1 回 
・設計レビュー会議（1/18） 

 
課題に対する対応率：100％ 
（対応件数：4 件/課題件数：4 件） 
・コンポジット調整要領の確認(11/9 調整終了) 
・建家実施設計Ⅰにおける 3D CAD データの不足 (5/16

不足データ入手済) 
・前設計成果における建家設備と機器・配管設備の干渉

の取扱い調整(3/27 引継ぎ書を作成済) 
・排ガス冷却器を第一種圧力容器適用外とするための確

認(8/29 確認済) 
 
【評価】 
①効果 

適宜、設計レビュー会議を実施することで、要求される
機能を満足させる設計を実施するとともに、安全性、信頼
性の保持に十分配慮した。なお、発生した課題は、適宜対
応できた。 
 
②課題等 
特になし。 
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(2) 安全衛生活動 

令和 4 年度の工務技術部における安全衛生活動の実施状況を表 7.1-3 に示す。すべ

ての活動計画に対して、計画通りに実施し、達成することができた。 

 

表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(1/8) 

実施内容 実施状況 

部長は、巡視、懇談等を実

施し、安全に関する声かけな

ど従業員との情報共有や相

互理解を深める。また、巡視

時には、現場運転員等と意見

交換を実施する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 部長との懇談会及び部長巡視を実施し、従業員との情報共

有や相互理解を深めた。 

 

懇談の実施回数 

【管理課】1 回(5/12) 

【運転課】1 回(8/8) 

【施設営繕課】1 回(11/9) 

【施設建設課】1 回(2/2) 

 

部長巡視及び現場運転員等との意見交換の頻度：1 回/月(意

見交換は 5 月期から実施) 

(4/6,5/11,6/1,7/6,8/3,9/7,10/5,11/2,12/7,1/11,2/1,3/8)

 

【評価】 

部長との懇談会及び部長巡視を通じて、職場における課題

や気がかり事項を共有することができ、各現場の作業員との

相互理解の促進に有効であった。また、今年度から実施した

部長巡視に合わせた各現場での懇談は、現場の意見を直接聞

くことで、情報共有及び相互理解に非常に有効であった。今

後も意見交換を通じて、課題等を共有し、安全に対する意識

の向上を推進する。 

 
  

表 7.1-2 令和 4 年度 TWTF の設計に係る品質目標及び実施状況(2/2) 

TWTF の設計に係る 

品質目標内容 
実施内容 

廃棄物管理施設として要求さ
れる機能を満足させるととも
に、安全性、信頼性の保持に十
分配慮した設計を実施する。 

【目標の達成状況】 
達成 

 
【実施内容】 
 設計レビュー会議の開催：1 回以上/四半期 

○第 1 四半期：3 回 
・内装設備の詳細設計Ⅲ仕様書説明会（4/6） 
・建家実施設計Ⅱとの取合い状況の確認（5/13） 
・設計レビュー会議（6/9） 
○第 2 四半期：3 回 
・設計レビュー会議（8/4、8/29） 
・建家実施設計Ⅱとの設計取合いレビュー（コンポジッ

ト調整の進め方）（9/27） 
○第 3 四半期：4 回 
・建家実施設計Ⅱとの設計取合いレビュー(コンポジッ

ト調整の進め方)（10/6、10/28、11/7） 
・設計レビュー会議（12/8） 
○第 4 四半期：1 回 
・設計レビュー会議（1/18） 

 
課題に対する対応率：100％ 
（対応件数：4 件/課題件数：4 件） 
・コンポジット調整要領の確認(11/9 調整終了) 
・建家実施設計Ⅰにおける 3D CAD データの不足 (5/16

不足データ入手済) 
・前設計成果における建家設備と機器・配管設備の干渉

の取扱い調整(3/27 引継ぎ書を作成済) 
・排ガス冷却器を第一種圧力容器適用外とするための確

認(8/29 確認済) 
 
【評価】 
①効果 

適宜、設計レビュー会議を実施することで、要求される
機能を満足させる設計を実施するとともに、安全性、信頼
性の保持に十分配慮した。なお、発生した課題は、適宜対
応できた。 
 
②課題等 
特になし。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(2/8) 
実施内容 実施状況 

自らの職場で起こり得る

災害事例集等を活用し、課会

等において、課長クラスから

の災害事例の紹介により情

報の共有を行い、各個人の危

険に対する知識や感受性を

高める。 

【目標の達成状況】 

「達成」 

 

【実施内容】 

 自らの職場で起こり得る災害事例について、課安全衛生委

員会等で課長クラスからの紹介により情報共有を実施した。

 

災害事例の情報共有頻度 

【管理課】 

第 1 四半期：2 回(5/11,6/29) 

第 2 四半期：1 回(8/4) 

第 3 四半期：4 回(10/31(2 回),11/30,12/23) 

第 4 四半期：1 回(2/24) 

【運転課】 

第 1 四半期：1 回(6/10) 

第 2 四半期：1 回(8/9) 

第 3 四半期：1 回(12/9) 

第 4 四半期：1 回(3/7) 

【施設営繕課】 

第 1 四半期：2 回(5/12,6/23) 

第 2 四半期：2 回(7/28(2 回)) 

第 3 四半期：2 回(11/10,12/22) 

第 4 四半期：1 回(2/16) 

【施設建設課】 

第 1 四半期：1 回(6/14) 

第 2 四半期：1 回(9/13) 

第 3 四半期：1 回(11/8) 

第 4 四半期：1 回(2/15) 

 

【評価】 

 自らの職場で起こり得る災害事例等を情報共有し、各個人

の危険に対する知識や感受性を高めることができた。今後も

本活動を通じて、同様の災害を発生させないように災害に対

する意識の向上を推進する。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(3/8) 
実施内容 実施状況 

現場巡視等により各職場

の危険ポイントを確認し、必

要に応じて危険マップの更

新を行い、課会等で情報を共

有する。また、各課で更新し

た『危険マップ』を活用し、

KY を実施する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 労働災害のリスクを踏まえた各職場の危険ポイントを現場

巡視等により確認した。また、危険箇所を改善後、マップの

更新を行い、課会等で情報共有を実施した。 

 

危険マップの更新及び情報共有回数 

危険マップによる KY の実施回数 

【管理課】 

危険マップ更新：2 回(8/4,1/27) 

情報共有回数：2 回(8/4,1/27) 

KY の実施回数：2 回(8/5～8/9,2/7～2/13) 

【運転課】 

危険マップ更新：2 回(9/8,3/3) 

情報共有回数：2 回(9/8,3/7) 

KY の実施回数：2 回(9/8,3/7) 

【施設営繕課】 

危険マップ更新：2 回(9/26,3/6) 

情報共有回数：2 回(10/20,3/16) 

KY の実施回数：2 回(10/20,3/16) 

【施設建設課】 

危険マップ更新：2 回(9/12,3/15) 

情報共有回数：2 回(9/13,3/16) 

KY の実施回数：2 回(9/27,3/16) 

 

【評価】 

 労働災害のリスクを踏まえた危険ポイントのマップの更新

及び情報共有、危険マップの活用による KY を通じて、危険に

対する感受性や気づきの意識を高めることができた。今後も

リスクに対する感受性を高め、危険箇所の改善を行い、リス

クの低減を目指した活動を継続する。 

 

 
  

表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(2/8) 
実施内容 実施状況 

自らの職場で起こり得る

災害事例集等を活用し、課会

等において、課長クラスから

の災害事例の紹介により情

報の共有を行い、各個人の危

険に対する知識や感受性を

高める。 

【目標の達成状況】 

「達成」 

 

【実施内容】 

 自らの職場で起こり得る災害事例について、課安全衛生委

員会等で課長クラスからの紹介により情報共有を実施した。

 

災害事例の情報共有頻度 

【管理課】 

第 1 四半期：2 回(5/11,6/29) 

第 2 四半期：1 回(8/4) 

第 3 四半期：4 回(10/31(2 回),11/30,12/23) 

第 4 四半期：1 回(2/24) 

【運転課】 

第 1 四半期：1 回(6/10) 

第 2 四半期：1 回(8/9) 

第 3 四半期：1 回(12/9) 

第 4 四半期：1 回(3/7) 

【施設営繕課】 

第 1 四半期：2 回(5/12,6/23) 

第 2 四半期：2 回(7/28(2 回)) 

第 3 四半期：2 回(11/10,12/22) 

第 4 四半期：1 回(2/16) 

【施設建設課】 

第 1 四半期：1 回(6/14) 

第 2 四半期：1 回(9/13) 

第 3 四半期：1 回(11/8) 

第 4 四半期：1 回(2/15) 

 

【評価】 

 自らの職場で起こり得る災害事例等を情報共有し、各個人

の危険に対する知識や感受性を高めることができた。今後も

本活動を通じて、同様の災害を発生させないように災害に対

する意識の向上を推進する。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(4/8) 
実施内容 実施状況 

 初心者、ベテランを問わず

危険体感教育に参加し、その

内容を課会等で周知し、情報

の共有を図る。 

 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 危険体感教育に 15 名参加し、VR で疑似体験した内容を課

安全衛生委員会で周知した。 

 

危険体感教育の出席者数 

【管理課】3 名 

【運転課】4 名 

【施設営繕課】4 名 

【施設建設課】4 名 

 

情報共有回数 

【管理課】1 回(6/29) 

【運転課】1 回(7/7) 

【施設営繕課】1 回(6/23) 

【施設建設課】1 回(6/14) 

 

【評価】 

参加者が VR で疑似体験した労働災害の危険ポイント等を情

報共有することにより、不安全行為の撲滅に繋がる活動を実

施することができた。 

 

 自らの業務に関連する法

規制等要求事項を再確認す

るため、関係者への集合教育

を実施する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 自らの業務に関連する各種法令や要領書等の要求事項を再

確認するための教育を実施した。 

 

教育の実施回数 

【管理課】1 回 

【運転課】8 回 

【施設営繕課】1 回 

【施設建設課】2 回 

 

【評価】 

 自らの業務に関連する法令及びルールを把握し、要求事項

の再確認をすることができた。今後も自らの業務に関連する

法規制等要求事項を再確認するための教育を継続して実施す

る。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(5/8) 
実施内容 実施状況 

 課長は、職場の安全確保や

安全意識向上の観点から、課

会等を通じ安全に関する情

報を発信し、情報の共有を図

る。また、「報・連・相」の重

要性を意識付けるため、意見

交換会を実施する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 課会等において、安全に関する情報共有及び意見交換会を

実施した。 

 

情報共有活動の頻度：1 回以上/月 

【管理課】 

(4/15,5/11,5/19,5/31,6/29,7/12,8/4,8/31,9/15,9/27, 

10/31,11/30,12/23,1/27,2/24,3/28) 

【運転課】 

(4/5,5/12,6/10,7/7,8/9,9/8,10/11,11/11,12/9,1/18, 

2/7,3/7) 

【施設営繕課】 

(4/13,5/26,6/23,7/28,8/25,9/22,10/27,11/24,12/22, 

1/26,2/22,3/30) 

【施設建設課】 

(4/11,5/17,6/14,7/12,8/9,9/13,10/18,11/8,12/15,1/17,

2/15,3/16) 

 

意見交換会の頻度 

【管理課】 

第 1 四半期：4 回(5/11,5/19,5/31,6/29) 

第 2 四半期：3 回(7/12,8/31,9/27) 

第 3 四半期：3 回(10/31,11/30,12/23) 

第 4 四半期：3 回(1/27,2/24,3/28) 

【運転課】 

第 1 四半期：1 回(6/10) 

第 2 四半期：1 回(8/9) 

第 3 四半期：1 回(12/9) 

第 4 四半期：1 回(3/7) 

【施設営繕課】 

第 1 四半期：1 回(6/23) 

第 2 四半期：1 回(7/28) 

第 3 四半期：1 回(12/22) 

第 4 四半期：1 回(2/22) 

【施設建設課】 

第 1 四半期：1 回(6/14) 

第 2 四半期：1 回(8/9) 

第 3 四半期：1 回(12/15) 

第 4 四半期：1 回(1/17) 

 

 

 

表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(4/8) 
実施内容 実施状況 

 初心者、ベテランを問わず

危険体感教育に参加し、その

内容を課会等で周知し、情報

の共有を図る。 

 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 危険体感教育に 15 名参加し、VR で疑似体験した内容を課

安全衛生委員会で周知した。 

 

危険体感教育の出席者数 

【管理課】3 名 

【運転課】4 名 

【施設営繕課】4 名 

【施設建設課】4 名 

 

情報共有回数 

【管理課】1 回(6/29) 

【運転課】1 回(7/7) 

【施設営繕課】1 回(6/23) 

【施設建設課】1 回(6/14) 

 

【評価】 

参加者が VR で疑似体験した労働災害の危険ポイント等を情

報共有することにより、不安全行為の撲滅に繋がる活動を実

施することができた。 

 

 自らの業務に関連する法

規制等要求事項を再確認す

るため、関係者への集合教育

を実施する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 自らの業務に関連する各種法令や要領書等の要求事項を再

確認するための教育を実施した。 

 

教育の実施回数 

【管理課】1 回 

【運転課】8 回 

【施設営繕課】1 回 

【施設建設課】2 回 

 

【評価】 

 自らの業務に関連する法令及びルールを把握し、要求事項

の再確認をすることができた。今後も自らの業務に関連する

法規制等要求事項を再確認するための教育を継続して実施す

る。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(6/8) 
実施内容 実施状況 

  

【評価】 

 課安全衛生委員会等において、安全に関する情報共有を図

るとともに、意見交換会を通じて「報・連・相」の重要性の

意識付けにより、普段と違う状況が発生した場合等において

「報・連・相」が徹底された。今後も「報・連・相」の徹底

についての意識付けを継続する。 

 

請負企業と合同で保安相

互パトロールを実施し、巡視

結果に応じた処置・対策を行

う。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 請負企業との合同による保安相互パトロールを実施し、巡

視結果に応じた処置・対策を実施した。 

 

保安相互パトロールの実施回数：2 回(7/28,12/22) 

 

【評価】 

 工務技術部協議会において、請負企業との合同による保安

相互パトロールを通じて、情報共有や相互理解を深めること

ができた。パトロールの結果、躓きや転倒のリスクがあるこ

とが指摘され、担当課により速やかに処置・対策を実施した。

今年度より請負企業との意見交換会を毎月実施し、これま

で以上に請負企業との双方向のコミュニケーションをとれる

ようになった。また、協議会の運営について、請負企業から

アンケートを収集し、改善活動に努めていることは評価でき

る。 

 

 職場の環境美化及び快適

な作業環境づくり等を実施

する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 机上整理整頓や除草作業等を実施し、快適な環境づくりを

実施した。 

 

活動の実施件数 

【管理課】10 件 

【運転課】9 件 

【施設営繕課】5 件 

【施設建設課】4 件 

 

【評価】 

 机上整理整頓や草作業等を通じて、職場の環境美化及び快

適な作業環境づくり等の活動を実施することができた。今後

も「快適職場づくり」を目指した活動を継続する。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(7/8) 
実施内容 実施状況 

新型コロナウイルス感染

症への対応として、以下を確

実に実施するとともに、巡視

等により実施状況を確認す

る。 

 

【職場内クラスターの発生

防止対策】 

①手洗いやうがいの励行 

②アルコール消毒の活用 

③3 密の回避 

 

【業務継続に係る対策】 

①業務における代替要員の

選任 

②業務内容の共有化 

 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 新型コロナウイルス感染症への対応として、課長巡視や新

型コロナウイルス感染症対策に係る緊急点検等で 3 密回避な

どの基本的な感染防止対策の実施状況を確認し、職場におけ

るクラスターの発生の防止に努めた。また、チームリーダ会

等で代替要員の選任や業務内容の共有を行い、業務継続に係

る対策を実施した。 

 

職場内クラスターの発生防止対策の頻度：1 回以上/月(5 月

期から実施) 

【管理課】 

・巡視(5/19,6/15,7/21,8/18,9/27,10/20,11/7,12/21,1/18,

2/16,3/16) 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急点検(11/25) 

【運転課】 

・巡視(5/19,6/16,7/13,8/18,9/13,10/12,11/9,12/14,1/24,

2/15,3/9) 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急点検(11/24～

11/25) 

【施設営繕課】 

・巡視(5/19,6/14,7/12,8/31,9/28,10/25,11/8,12/15,1/11,

2/15,3/15) 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急点検(11/25) 

【施設建設課】 

・巡視 (5/20,6/15,6/17,7/14,7/20,8/18,8/22,9/15,9/16, 

10/13,10/21,11/9,11/24,12/14,12/19,1/19,1/23, 

2/8,2/13,3/14,3/15) 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る緊急点検(11/25) 

 

業務継続に係る対策の頻度：1 回以上/月(5 月期から実施) 

【管理課】 

(5/13,5/20,5/27,6/3,6/10,6/17,6/24,7/1,7/8,7/15,7/22,

7/29,8/5,8/19,8/26,9/9,9/16,9/30,10/7,10/14,10/21, 

10/28,11/4,11/25,12/2,12/9,12/16,12/23,1/6,1/13, 

1/20,1/27,2/3,2/10,2/17,2/24,3/3,3/10,3/17,3/24, 

3/31) 

【運転課】 

(5/12,5/27,6/10,6/24,7/7,7/15,8/9,8/19,9/8,9/16, 

10/11,10/21,11/11,11/18,12/9,12/16,1/18,1/20,2/7, 

2/16,3/7,3/17) 

【施設営繕課】 

(5/26,6/23,7/14,8/18,9/22,10/27,11/8,12/8,1/12,2/9, 

3/2) 

表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(6/8) 
実施内容 実施状況 

  

【評価】 

 課安全衛生委員会等において、安全に関する情報共有を図

るとともに、意見交換会を通じて「報・連・相」の重要性の

意識付けにより、普段と違う状況が発生した場合等において

「報・連・相」が徹底された。今後も「報・連・相」の徹底

についての意識付けを継続する。 

 

請負企業と合同で保安相

互パトロールを実施し、巡視

結果に応じた処置・対策を行

う。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 請負企業との合同による保安相互パトロールを実施し、巡

視結果に応じた処置・対策を実施した。 

 

保安相互パトロールの実施回数：2 回(7/28,12/22) 

 

【評価】 

 工務技術部協議会において、請負企業との合同による保安

相互パトロールを通じて、情報共有や相互理解を深めること

ができた。パトロールの結果、躓きや転倒のリスクがあるこ

とが指摘され、担当課により速やかに処置・対策を実施した。

今年度より請負企業との意見交換会を毎月実施し、これま

で以上に請負企業との双方向のコミュニケーションをとれる

ようになった。また、協議会の運営について、請負企業から

アンケートを収集し、改善活動に努めていることは評価でき

る。 

 

 職場の環境美化及び快適

な作業環境づくり等を実施

する。 

【目標の達成状況】 

 「達成」 

 

【実施内容】 

 机上整理整頓や除草作業等を実施し、快適な環境づくりを

実施した。 

 

活動の実施件数 

【管理課】10 件 

【運転課】9 件 

【施設営繕課】5 件 

【施設建設課】4 件 

 

【評価】 

 机上整理整頓や草作業等を通じて、職場の環境美化及び快

適な作業環境づくり等の活動を実施することができた。今後

も「快適職場づくり」を目指した活動を継続する。 
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表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(8/8) 
実施内容 実施状況 

   

【施設建設課】 

(5/20,6/14,7/8,8/22,9/2,10/21,11/4,12/2,1/13,2/3,3/3)

 

【評価】 

 新型コロナウイルス感染症への対応として、3 密回避など

の基本的な感染防止対策を徹底し、職場におけるクラスター

の発生や従業員間の感染を防止することができた。また、職

場内感染者発生時に備えて、代替要員の選任や業務内容の共

有化を行い、業務体制を維持することができた。今後も新型

コロナウイルス感染症対策を継続する。 

 

 

 

(3) 環境目標 

令和 4 年度の工務技術部における環境保全活動の目標及び実施状況を表 7.1-4 に

示す。すべての目標に対して、計画通りに実施し、達成することができた。 

 

表 7.1-4 令和 4 年度 環境目標及び実施状況 

目標内容 活動内容及び結果 

昼休み時間帯や不在室の照明

消灯の徹底、空調設備の適正運

転等により電力使用量の低減活

動を実施する。 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 11.6％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：375,283.7 kWh 

令和 4 年度の値：331,597.6 kWh 

 

上水(飲料水)、コピー用紙使

用量の削減を推進する。 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 6.9％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：552 ㎥ 

令和 4 年度の値：514 ㎥ 

 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 9.1％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：434,000 枚 

令和 4 年度の値：394,500 枚 

 

 

JAEA-Review 2023-051

- 116 -



7.2 文書の制定及び改定 

(1) 部二次文書 

部二次文書のうち表 7.2-1 に示す 4 文書の改定を行った。 

不適合管理検討部会運営要領書は、CAP 情報の報告方法の見直し、情報区分及び

類型の事例を表に集約、また情報区分の追加により様式を見直した。 

調達管理要領書は、核燃料物質使用施設の保安に係る技術情報の共有について上

位文書との整合をとった。 

製作・施工管理要領書は、水平展開の自主的改善として、許認可資料へ数値を記

載する際の誤記を防止する仕組みを記載した。 

文書・記録管理要領書は、核燃料物質使用施設に係る原子力安全監査の対応とし

て、文書改訂の根拠となる情報の保管手順の明確化などの対応を実施した。 

 

表 7.2-1 文書改定実績 

文書番号 文書名 制・改定日 

工 Q-06 不適合管理検討部会運営要領書 令和 4 年 7 月 26 日

工 Q-E 調達管理要領書 令和 4 年 8 月 18 日

工 Q-04 製作・施工管理要領書 令和 4年 12 月 12 日

工 Q-A 文書・記録管理要領書 令和 5 年 3 月 17 日

 

(2) 各課制定文書 

部二次文書に基づき、各課で管理している文書の改定作業を実施した。運転課で

は、三次文書及び二次文書並びに QA 対象外の課文書の改定を行った（表 7.2-2、

7.2-3、7.2-4）。また、施設建設課では、三次文書及び QA 対象外の課文書の改定を

行った（表 7.2-5、7.2-6）。 

 

表 7.2-2 部三次文書（運転課） 

文書番号 文書名 制・改定日 

N001 運転及び保守管理に係る計画 令和 4 年 5 月 30 日

N001 運転及び保守管理に係る計画 令和 5 年 3 月 31 日

 

表 7.2-3 課三次文書（運転課）(1/3) 

文書番号 文書名 制・改定日 

R4 工 001 第 3 回 再処理施設 施設管理実施計画 令和 4 年 9 月 21 日

R4 工 002 核燃料物質使用施設 施設管理実施計画 

（プルセンター関連施設編） 

令和 4 年 4 月 1 日 

R4 工 003 核燃料物質使用施設 施設管理実施計画 

（環境センター関連施設編） 

令和 4 年 4 月 1 日 

表 7.1-3 令和 4 年度 安全衛生活動計画の実施状況(8/8) 
実施内容 実施状況 

   

【施設建設課】 

(5/20,6/14,7/8,8/22,9/2,10/21,11/4,12/2,1/13,2/3,3/3)

 

【評価】 

 新型コロナウイルス感染症への対応として、3 密回避など

の基本的な感染防止対策を徹底し、職場におけるクラスター

の発生や従業員間の感染を防止することができた。また、職

場内感染者発生時に備えて、代替要員の選任や業務内容の共

有化を行い、業務体制を維持することができた。今後も新型

コロナウイルス感染症対策を継続する。 

 

 

 

(3) 環境目標 

令和 4 年度の工務技術部における環境保全活動の目標及び実施状況を表 7.1-4 に

示す。すべての目標に対して、計画通りに実施し、達成することができた。 

 

表 7.1-4 令和 4 年度 環境目標及び実施状況 

目標内容 活動内容及び結果 

昼休み時間帯や不在室の照明

消灯の徹底、空調設備の適正運

転等により電力使用量の低減活

動を実施する。 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 11.6％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：375,283.7 kWh 

令和 4 年度の値：331,597.6 kWh 

 

上水(飲料水)、コピー用紙使

用量の削減を推進する。 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 6.9％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：552 ㎥ 

令和 4 年度の値：514 ㎥ 

 

〔達成〕 

令和 3 年度実績より 9.1％減 

 

【4 月～3 月の累計】 

令和 3 年度の値：434,000 枚 

令和 4 年度の値：394,500 枚 
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表 7.2-3 課三次文書（運転課）(2/3) 
文書番号 文書名 制・改定日 

R4 工 004 核燃料物質使用施設 施設管理実施計画 

（放射線管理部関連施設編） 

令和 4 年 4 月 1 日 

N016 建家及び据付ボルトの外観点検要領書 令和 4 年 4 月 1 日 

M009 機械設備施設管理点検要領書 令和 4 年 4 月 1 日 

N002 調達管理手引き 令和 4 年 5 月 19 日

S002 施設管理自主確認「混合ガス供給設備の検査」要

領書 

令和 4 年 5 月 19 日

N012 ユーティリティ供給設備保守管理要領書 令和 4 年 6 月 20 日

N002 調達管理手引き 令和 4 年 7 月 29 日

M001 プル燃ユーティリティ施設運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

M002 プル燃付属機械室運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E001 特高変電所受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E002 再処理施設ユーティリティ施設受変電設備運転

管理要領書 

令和 5 年 3 月 29 日

E003 再処理中間開閉所受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E004 再処理第二中間開閉所受変電設備運転管理要領

書 

令和 5 年 3 月 29 日

E005 TVF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E008 プル燃ユーティリティ施設受変電設備運転管理

要領書 

令和 5 年 3 月 29 日

E009 プル燃第 1・第 2 変電室受変電設備運転管理要領

書 

令和 5 年 3 月 29 日

E010 濃縮受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E011 地層処分放射化学研究施設受変電設備運転管理

要領書 

令和 5 年 3 月 30 日

E013 CPF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 1 月 24 日

E013 CPF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E014 施設定期自主検査「非常用発電機の作動試験」要

領書 

令和 5 年 3 月 30 日

E020 非常用発電機緊急時対策要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E024 浸水防止扉等の管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E030 再処理施設 施設定期自主検査要領書 建家・構

築物の健全性確認 

令和 5 年 3 月 30 日
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表 7.2-3 課三次文書（運転課）(3/3) 
文書番号 文書名 制・改定日 

E033 施設管理自主確認及び自主検査「非常用発電装置

の作動検査」要領書 

令和 5 年 3 月 30 日

E035 非常用発電装置空気槽点検要領書 令和 5 年 3 月 30 日

 
 

表 7.2-4 課文書（QA 対象外）（運転課） 

文書番号 文書名 制・改定日 

N003 地震発生時の点検対応マニュアル 令和 4 年 4 月 8 日 

N010 個人情報の適切な取扱いに関する要領 令和 4 年 6 月 30 日

N006 課内物品管理要領書 令和 4 年 7 月 5 日 

S004 自主検査要領書「蒸気の性能検査」(一般施設用ボ

イラ) 

令和 4 年 8 月 26 日

N017 工務技術部運転課共通安全基準 令和 4 年 12 月 1 日

E006 RETF 変電所受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E007 再処理 LWTF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E012 中央運転管理室受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

 

 

表 7.2-5 課三次文書（施設建設課） 

文書番号 文書名 制・改定日 

建設課-04 工事監理要領書 令和 4年 12 月 13 日

建設課-05 安全衛生パトロール要領書 令和 4 年 12 月 7 日

建設課-06 RETF 維持管理要領書 令和 4 年 12 月 7 日

 
 

  

表 7.2-3 課三次文書（運転課）(2/3) 
文書番号 文書名 制・改定日 

R4 工 004 核燃料物質使用施設 施設管理実施計画 

（放射線管理部関連施設編） 

令和 4 年 4 月 1 日 

N016 建家及び据付ボルトの外観点検要領書 令和 4 年 4 月 1 日 

M009 機械設備施設管理点検要領書 令和 4 年 4 月 1 日 

N002 調達管理手引き 令和 4 年 5 月 19 日

S002 施設管理自主確認「混合ガス供給設備の検査」要

領書 

令和 4 年 5 月 19 日

N012 ユーティリティ供給設備保守管理要領書 令和 4 年 6 月 20 日

N002 調達管理手引き 令和 4 年 7 月 29 日

M001 プル燃ユーティリティ施設運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

M002 プル燃付属機械室運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E001 特高変電所受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E002 再処理施設ユーティリティ施設受変電設備運転

管理要領書 

令和 5 年 3 月 29 日

E003 再処理中間開閉所受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E004 再処理第二中間開閉所受変電設備運転管理要領

書 

令和 5 年 3 月 29 日

E005 TVF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 29 日

E008 プル燃ユーティリティ施設受変電設備運転管理

要領書 

令和 5 年 3 月 29 日

E009 プル燃第 1・第 2 変電室受変電設備運転管理要領

書 

令和 5 年 3 月 29 日

E010 濃縮受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E011 地層処分放射化学研究施設受変電設備運転管理

要領書 

令和 5 年 3 月 30 日

E013 CPF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 1 月 24 日

E013 CPF 受変電設備運転管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E014 施設定期自主検査「非常用発電機の作動試験」要

領書 

令和 5 年 3 月 30 日

E020 非常用発電機緊急時対策要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E024 浸水防止扉等の管理要領書 令和 5 年 3 月 30 日

E030 再処理施設 施設定期自主検査要領書 建家・構

築物の健全性確認 

令和 5 年 3 月 30 日
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表 7.2-6 課文書（QA 対象外）（施設建設課） 

文書番号 文書名 制・改定日 

CP-U-008 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

換気空調設備運転・点検要領書 

令和 4 年 7 月 19 日 

CP-U-009 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

機器・配管・分析設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

CP-U-010 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

機械設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

CP-U-011 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

計装・放管設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

― 個人情報の適切な取扱いに関する要領 令和 4 年 6 月 24 日 

― 消耗品管理に関する要領 令和 4 年 7 月 1 日 

― 第三ウラン貯蔵庫建設工事に係る業務計画 令和 5 年 3 月 31 日 
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7.3 不適合等発生状況 

令和 4 年度において、法令違反や施設操業の停止に至るようなランク A の不適合は発

生しなかった。是正処置を必要とするランク B は 4 件あり、いずれも不適合管理の仕組

みの中で適切に処置対応を行っている。不適合発生状況を表 7.3-1 に示す。 

 

表 7.3-1 不適合発生状況 

管理番号 件名 
事象 
区分 

発生日 
不適合 

除去日 

是正処置 
完了日 

発生 
部署 

R4-再-001 
再処理施設用蒸気供給配
管からの漏えいについて 

ランク
C R4.6.14 R4.7.6  運転課 

R4-再-002 
再処理施設用蒸気供給配
管の伸縮継手からの漏え
いについて 

ランク
B R4.11.4 R4.11.25 R5.4.25 運転課 

R4-再-003 

再処理施設用蒸気供給配
管の伸縮継手（BSE-31）
からの蒸気漏えいについ
て 

ランク
B R4.11.25 R5.3.7 R5.4.25 運転課 

R4-使-001 

高レベル放射性物質研究
施設（CPF）電気室のエア
コンドレン水の漏出につ
いて 

ランク
B R4.7.19 R4.9.7 R5.3.6 運転課 

R4-非-001 
第三ウラン貯蔵庫建築工
事における型枠検査の不
備 

ランク
B R4.9.20 R4.11.24 R4.12.21 施設 

建設課 

 

 

7.4 CAP 情報 

令和 4 年度に報告された CAP 情報は 213 件であり、他の施設から得られた知見(82 件)

や現場巡視での気づき事項（67 件）などが挙げられた。CAP 情報件数を表 7.4-1 に示

す。この件数は、昨年度の件数である 104 件に比べて大きく増加したものとなっており、

CAP活動が現場に浸透してきているものと考えられる。挙げられた CAP情報については、

適宜処置を行い、大半は年度内に処置を終えており、効果的な取り組みができているも

のと考えられる。令和 5 年度においては、類型区分が更に整理されたことから CAP 情報

の分析を行い、現場や QMS 活動の継続的な改善に努めていきたい。 

 

表 7.4-1 CAP 情報件数 

項目 件数 合計 

設備等管理情報 28 

213 

機構内外からの指摘事項等 33 

気付き、気がかり事項・ヒヤリハット 67 

他の施設から得られた知見 82 

不適合事象 3 

表 7.2-6 課文書（QA 対象外）（施設建設課） 

文書番号 文書名 制・改定日 

CP-U-008 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

換気空調設備運転・点検要領書 

令和 4 年 7 月 19 日 

CP-U-009 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

機器・配管・分析設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

CP-U-010 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

機械設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

CP-U-011 リサイクル機器試験施設（RETF）試験棟 

維持管理要領書  

計装・放管設備点検要領書 

令和 4 年 10 月 6 日 

― 個人情報の適切な取扱いに関する要領 令和 4 年 6 月 24 日 

― 消耗品管理に関する要領 令和 4 年 7 月 1 日 

― 第三ウラン貯蔵庫建設工事に係る業務計画 令和 5 年 3 月 31 日 
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7.5 原子力安全監査 

7.5.1 再処理施設 

令和 4 年 12 月 5 日から 8 日の期間で監査は実施され、12 月 22 日に終了会議が

開催され、監査は終了した。今年度の監査の重点項目は以下の通りであった。 

・業務の計画及び業務の実施に関すること 

・放射性廃棄物管理（放射性固体廃棄物の管理）に関すること 

・放射線管理（区域管理棟）に関すること 

・廃止措置（TVF における溶融炉の後進、工程洗浄）に関すること 

以上のことから、放射性物質を取り扱っていない当部では、プロセス監査の対

象項目とはならず、システム監査として管理課が対象となった。 

監査の結果、コメント等はなかった。 

 

7.5.2 核燃料物質使用施設 

令和 4 年 11 月 14 日から 18 日の期間で監査は実施され、12 月 2 日に終了会議

が開催され、監査は終了した。今年度の監査の重点項目は以下の通りであった。 

・業務の計画及び業務の実施に関すること 

・放射性廃棄物管理（放射性固体廃棄物の管理）に関すること 

・放射線管理（区域管理棟）に関すること 

・プルセンター所掌の Pu 廃棄物処置開発施設の運転管理に関すること 

以上のことから、放射性物質を取り扱っていない当部では、プロセス監査の対

象項目とはならず、システム監査として管理課が対象となった。 

監査の結果、「観察事項」が 1 件であった。指摘内容及び対応状況を表 7.5-1

に示す。 

 

表 7.5-1 原子力安全監査の指摘及び対応 

観察事項 対応 

 

工務技術部管理課では、文書改訂のた

めの根拠等の情報として、工務技術部

文書・記録管理要領書（工 Q-A）に基

づく品質記録である様式-1「要領書・

手順書における有効性レビューチェ

ックシート」に添付している記録との

説明があり、その保管期間は 5 年とし

ていた。 

 

 

部二次文書「文書・記録管理要領

書」を改定し、根拠となる記録の

保管手順を明確にした。 

令和 5 年 3 月 17 日改訂 

令和 5 年 4 月 4 日施行 
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7.6 マネジメントオブザベーション 

令和 4 年度に実施したマネジメントオブザベーション（MO）は、運転課及び施設建設

課でそれぞれ 12 回、施設営繕課で 8 回実施した。実績を表 7.6-1、表 7.6-2 及び表 

7.6-3 に示す。観察者は管理職が行い、作業中に気付いた点等について必要に応じて作

業者へ助言や指導を行っているが、令和 4 年度において特段の指摘はなかった。 

 

表 7.6-1 マネジメントオブザベーション（MO）実績（運転課） 

観 察 日 観 察 対 象 作 業 

令和 4 年 4 月 18 日 碍子洗浄作業 

令和 4 年 5 月 20 日 快適職場（特高変電所の除草作業） 

令和 4 年 6 月 23 日 施設定期自主検査「蒸気設備の性能検査」 

令和 4 年 7 月 12 日 ボイラ設備の運転操作（1 号運転） 

令和 4 年 8 月 26 日 5 号ボイラ性能検査 

令和 4 年 9 月 16 日 再処理ユーティリティ施設受変電設備総合試験 

令和 4 年 10 月 22 日 ガスタービン非常用発電設備点検等作業（BB：3 日目） 

令和 4 年 11 月 24 日 ユーティリティ施設運転管理に係る業務請負（3 号ボイラ

バーナ清掃作業） 

令和 4 年 12 月 9 日 プル UF 系受変電設備総合試験 

令和 5 年 1 月 27 日 第二中間開閉所系受変電設備総合試験（アセンド） 

令和 5 年 2 月 17 日 一般排水処理施設新調整池（受入・放流）切替作業 

令和 5 年 3 月 10 日 TVF 受変電設備総合試験 
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・プルセンター所掌の Pu 廃棄物処置開発施設の運転管理に関すること 

以上のことから、放射性物質を取り扱っていない当部では、プロセス監査の対

象項目とはならず、システム監査として管理課が対象となった。 

監査の結果、「観察事項」が 1 件であった。指摘内容及び対応状況を表 7.5-1

に示す。 

 

表 7.5-1 原子力安全監査の指摘及び対応 

観察事項 対応 

 

工務技術部管理課では、文書改訂のた

めの根拠等の情報として、工務技術部

文書・記録管理要領書（工 Q-A）に基

づく品質記録である様式-1「要領書・

手順書における有効性レビューチェ

ックシート」に添付している記録との

説明があり、その保管期間は 5 年とし

ていた。 

 

 

部二次文書「文書・記録管理要領

書」を改定し、根拠となる記録の

保管手順を明確にした。 

令和 5 年 3 月 17 日改訂 

令和 5 年 4 月 4 日施行 

 

JAEA-Review 2023-051

- 123 -



表 7.6-2 マネジメントオブザベーション（MO）実績（施設建設課） 

観 察 日 観 察 対 象 作 業 

令和 4 年 4 月 26 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（掘削作業） 

令和 4 年 5 月 24 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（ベース配筋作業） 

令和 4 年 6 月 24 日 

 

第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（型枠解体、打設足場解体及び柱架台解体作業） 

令和 4 年 7 月 26 日～ 

令和 4 年 7 月 27 日 

第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（プルセンター 第三開発室内電気設備工事における電

線管等取付け作業） 

令和 4 年 8 月 8 日 RETF 試験棟 エレベータ点検作業 

令和 4 年 9 月 27 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（柱・梁型枠建込、配筋検査、内部足場解体） 

令和 4 年 10 月 12 日 RETF 試験棟 防火ダンパー更新作業 

令和 4 年 11 月 29 日 RETF 試験棟 防火ダンパー更新作業 

令和 4 年 12 月 23 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（屋上コンクリート打設作業） 

令和 5 年 1 月 18 日 RETF 試験棟 動力分電盤の点検整備作業 

令和 5 年 3 月 1 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（電気設備・機械設備における配線作業） 

令和 5 年 3 月 12 日 プルセンター 警備所歩行用出入管理ゲート原状復旧作

業 
 
 

 

表 7.6-3 マネジメントオブザベーション（MO）実績（施設営繕課） 

観 察 日 観 察 対 象 作 業 

令和 4 年 8 月 10 日 安全管理別棟 屋上防水改修工事 

令和 4 年 9 月 5 日 CPF 管理棟空調設備更新工事（足場組立作業） 

令和 4 年 10 月 3 日 第 2 保管庫耐震改修工事（足場組立作業） 

令和 4 年 10 月 17 日 第 2 保管庫耐震改修工事（火気作業） 

令和 4 年 11 月 9 日 再）2LASWS 屋上防水補修作業 

令和 4 年 12 月 9 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

（コンクリート打設作業） 

令和 5 年 1 月 11 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

（火気作業） 

令和 5 年 2 月 14 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

アスファルト舗設（火気作業） 
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8. その他 

8.1 工務部署連絡会 

原子力機構各拠点の工務部門及び建設部門との情報共有活動として、工務部署連絡会

を年 1 回、建設工務部門連絡会を年 2 回開催している。工務部署連絡会は原子力機構の

各拠点に加え、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「量研機構」という。）

の工務部署も参加し、共同開催している。このほか、令和 4 年度においては工務部署連

絡会での報告事項の抽出及び部内従業員のプレゼン能力の向上を目的にサイクル研工

務技術部内において工務技術部技術報告会を開催した。この報告会で抽出された「防水

工事における注意点について」を工務部署連絡会で報告し、防水工事における不具合事

例や改善点等について情報共有している。これら会議体の開催実績を表 8.1-1に示す。 

 

表 8.1-1 工務部署連絡会等の開催実績 

会議体名 開催日 参加拠点等 
サイクル研工務技術部の 

報告事項 

工務部署連絡会 R5.2.22 

・原子力機構各拠点

の工務部署 

・量研機構各拠点の

工務部署 

・防水工事における注意点につい

て 

建設工務部門 

連絡会 

R4.7.29 ・原子力機構各拠点

の建設工務部署 

（建設部主催） 

・令和 4 年度営繕工事の状況につ

いて 

R5.3.23 
・令和 4 年度営繕工事の状況につ

いて 

工務技術部 

技術報告会 
R5.2.9 

・サイクル研工務技

術部各課 

・工務技術部におけるトラブル対

応状況 

・東海固体廃棄物廃棄体化施設α

系統合焼却炉の詳細設計の経緯と

現状 

・プル燃ユーティリティ設備の維

持管理について 

・再処理施設非常用発電機の過給

機調査 

・防水工事における注意点につい

て 

・TUCボイラ用煙突の短期利用によ

る劣化状況報告 

 

 

表 7.6-2 マネジメントオブザベーション（MO）実績（施設建設課） 

観 察 日 観 察 対 象 作 業 

令和 4 年 4 月 26 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（掘削作業） 

令和 4 年 5 月 24 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（ベース配筋作業） 

令和 4 年 6 月 24 日 

 

第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（型枠解体、打設足場解体及び柱架台解体作業） 

令和 4 年 7 月 26 日～ 
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第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（プルセンター 第三開発室内電気設備工事における電

線管等取付け作業） 
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令和 4 年 10 月 12 日 RETF 試験棟 防火ダンパー更新作業 

令和 4 年 11 月 29 日 RETF 試験棟 防火ダンパー更新作業 

令和 4 年 12 月 23 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事（屋上コンクリート打設作業） 

令和 5 年 1 月 18 日 RETF 試験棟 動力分電盤の点検整備作業 

令和 5 年 3 月 1 日 第三ウラン貯蔵庫建設工事 

（電気設備・機械設備における配線作業） 

令和 5 年 3 月 12 日 プルセンター 警備所歩行用出入管理ゲート原状復旧作

業 
 
 

 

表 7.6-3 マネジメントオブザベーション（MO）実績（施設営繕課） 

観 察 日 観 察 対 象 作 業 

令和 4 年 8 月 10 日 安全管理別棟 屋上防水改修工事 

令和 4 年 9 月 5 日 CPF 管理棟空調設備更新工事（足場組立作業） 

令和 4 年 10 月 3 日 第 2 保管庫耐震改修工事（足場組立作業） 

令和 4 年 10 月 17 日 第 2 保管庫耐震改修工事（火気作業） 

令和 4 年 11 月 9 日 再）2LASWS 屋上防水補修作業 

令和 4 年 12 月 9 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

（コンクリート打設作業） 

令和 5 年 1 月 11 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

（火気作業） 

令和 5 年 2 月 14 日 事故対処設備の保管場所等の整備工事-南東地区他- 

アスファルト舗設（火気作業） 
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8.2 実習生の実務訓練 

8.2.1 運転課 

例年、原子力機構大で実施している学生実習生の受入れに際し、運転課において

機械設備の運転維持をテーマとして募集したところ 2 名の応募があり、約 1 週間の

日程で学生実習生を受け入れての実務訓練を実施した。 

(1) 実務訓練の期間 

令和 4 年 8 月 22 日～30 日 

令和 4 年 9 月 26 日～30 日 

(2) 学生実習生 

福井大学 工学部 機械・システム工学課程 2 年生：1 名 

茨城大学大学院 理工学研究科 機械システム工学専攻課程 1 年生：1 名 

(3) 実習テーマ 

機械設備の運転維持に関する実習 

(4) 実習内容 

・運転課電気設備 Tm の業務紹介 

・機械設備 Tm に関係する法令や規定等について 

・中央運転管理室に設置された設備の構造等について 

・ユーティリティ棟及び付属機械室に設置された設備の構造等について 

・給水施設及び一般雑排水処理施設に設置された設備の構造等について 

・実習成果報告会 

(5) その他 

実務訓練中は実習テーマの履行だけでなく、部内各課に協力を依頼して各課の業

務紹介、所内の施設見学（RETF）等の体験も組み込んだ。 

終日には、実習内容をとりまとめた資料による実習成果報告会を開催した。部

内に限らず部外関係者の参加も受け、盛況であった。 

 

8.2.2 施設建設課 

例年、機構大で実施している学生実習生の受入れに際し、施設建設課において耐

震評価をテーマとして募集したところ 1 名の応募があり、約 1 か月半の日程で学生

実習生を受け入れての実務訓練を実施した。 

(1) 実務訓練の期間 

令和 5 年 1 月 10 日～2 月 24 日 

(2) 学生実習生 

豊橋技術科学大学 工学部 機械工学課程 4 年生：1 名 

(3) 実習テーマ 

原子力施設における内装設備の耐震設計 
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(4) 実習内容 

・原子力施設の耐震評価についての概要説明 

・有限要素法解析プログラムによる配管の耐震評価 

・耐震計算機プログラムを用いた耐震解析（JEAC4601 等の規格計算） 

・有限要素法解析プログラムによる機器の耐震解析 

・実習成果報告会 

(5) その他 

実務訓練中は実習テーマの履行だけでなく、部内各課に協力を依頼して各課の業

務紹介、所内の施設見学（TVF、RETF、第三ウラン貯蔵庫建設現場、他）、工務部署

連絡会の傍聴等も組み込んだ。 

有限要素法解析プログラムによる耐震評価には、有限要素法解析プログラム

「Femap/FINAS」を使用した。 

終日には、実習内容をとりまとめた資料による実習成果報告会を開催した。部

内に限らず部外関係者の参加も受け、盛況であった。 
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8.2.2 施設建設課 
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あとがき 

 

 

本報告書は、当部の年報編集委員にて編集方針や内容を定め、部内各課の業務担当者に令和

4 年度の業務実績に係る原稿を執筆して頂き、編集したものです。内容は、年度業務の実績を

取りまとめることに重点をおきました。各課における高経年化機器の更新や営繕工事などを通

して技術伝承とするとともに、データ集として活用できるようユーティリティの供給実績等を

取りまとめました。今後の業務に役立つものであると認識しています。 

また、報告書作成に当たり、快く原稿作成に応じて頂いた部内各位に深く感謝いたします。 

 

 

令和 5 年 12 月 年報編集委員一同 

 

 

 

 

委員  本橋 昌博 （工務技術部 管理課） 

  西田 哲郎 （工務技術部 運転課） 

  里子 博幸 （工務技術部 施設営繕課） 

  坂口 忍 （工務技術部 施設建設課） 

  立花 郁也 （工務技術部 管理課） 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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